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はしがき 

 

我が国は人口減少局面に突入している。平成２７年１０月１日現在の日本の

人口は１億２,７１１万４７人となっており、５年前と比較して９４万７，３０

５人減少し、大正９年に国勢調査を開始して以来、初めての減少となった（総

務省統計局「平成２７年国勢調査結果」）。現状の人口動態が続けば、２０６０

年（約５０年後）には約８，７００万人になると予想されている。 

このような人口減少社会を迎え、社会経済や地域社会の状況は大きく変容し、

住民に身近な行政の果たすべき役割は、従来に増して大きくなることが見込ま

れている。 

平成２６年５月に設置された第３１次地方制度調査会では、人口減少社会に

的確に対応する三大都市圏及び地方圏の地方行政体制のあり方、議会制度や監

査制度等の地方公共団体のガバナンスのあり方等についての諮問を受けて、調

査・審議が行われ、答申が取りまとめられたところである。 

地方自治を取り巻く状況の変化を踏まえ、当センターは、学識経験者の方々

にご参加いただき、今後の地方自治制度の運用上の諸課題、新たな制度改正の

展望等について自由闊達にご議論いただくことを目的として、「２１世紀地方自

治制度についての調査研究会」を設置した。 

本研究会において、平成２７年度では、地方自治制度を巡る諸課題、特に、

地域経営の主体としての市町村のあり方、著しく人口減少した地域における地

方行政体制のあり方、地方議会における幅広い人材の確保のあり方、地域コミ

ュニティを支える主体の組織のあり方等について議論を行った。 

本研究会における新しい視点からの自由な論議が地方自治制度の構築の参考

となり、地方自治の更なる発展に資することとなれば望外の喜びである。 

なお、本研究の企画及び実施に当たっては、総務省自治行政局行政課から多

くのご協力をいただいた。 
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第３１次地方制度調査会答申素案について 



 



２１世紀地方自治制度についての調査研究会（平成２７年度） 

（第１回）議事要旨 

 

１ 日 時  平成２７年１１月２７日（金）１７：００～ 

 

２ 場 所  （一財）自治総合センター 大会議室 

 

３ 出席者  秋田 典子   千葉大学大学院 園芸学研究科 准教授  

大江 裕幸   信州大学 経済学部 准教授  

木下 昌彦   神戸大学大学院 法学研究科 准教授  

西貝 小名都  首都大学東京大学院 社会科学研究科 准教授 

福岡 安都子  東京大学大学院 総合文化研究科 准教授  

渕  圭吾   神戸大学大学院 法学研究科 教授  

堀田 聰子   国際医療福祉大学大学院 医療福祉学研究科 教授  

 

４ 議 題  第３１次地方制度調査会答申素案について 

 

５ 概 要   

 

第３１次地方制度調査会答申素案について 

 

（浦上行政企画官から資料に基づき説明） 

 

○ 民間委託をすると、コスト的な面ももちろん、勤務形態等、様々なメリットがある。こ

れらのメリットを感じて導入している市町村が結構あるのではないか。 

 

○ 地方公務員には、地方に人口をとどめておく役割もあるのではないか。民間委託を進め

ると、雇用の不安定化や人材流出につながる懸念はないか。 

 

○ 非公務員型を基本に考えて、地方独立行政法人において採用することになれば、給与は

通常の常勤職員ほどは上がっていかないけれども、雇用はある程度保証され、臨時・非常

勤的な不安定な採用形態ではなくて、雇用もしっかり確保されることになるのではないか。 

 

○ 安定的に行政サービスを担い得る主体という観点からも、地方独立行政法人を活用する

ことが選択肢の一つとして提言されたものと認識している。 

 

○ 必ずしも公権力の行使だから民間委託にできないという必然性や、勤務形態と公権力の

行使の結びつきは、掘り下げて検討してみてもよいのではないか。 
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○ 非公務員が公権力を行使できる制度はある。公権力の行使の主体については、様々な解

釈の幅があり、制度設計をする上でも幅はあるのではないか。 

 

○ 民主的統制の観点から、政策の決定に携わることや、極めて裁量性の高いような仕事に

ついては、民間に委ねるというのはなかなか困難ではないか。いわば基準にのっとって運

用するような、裁量性の狭いような事務については切り出して、公務員ではない形ででき

る余地があるのではないか。 

 

○ 都市部は、民間委託を進めていく上で感じている課題を乗り越えるために、地方独法を

活用したいという発想があるのではないか。地方部は、人口減少社会で自らのリソースの

確保が大変であるときに、地方独立行政法人を共同で立ち上げることもあるのではないか。 

 

○ 周辺の町村が臨時・非常勤で賄っていたような仕事を、中心市がつくった独法に窓口業

務をやってもらうことによって、全体として効率的、効果的に、さらには人材確保もでき

るということが期待できるのではないか。 

 

○ 答申素案によれば、地方独立行政法人法の改正が必要と考えるが、通則法を改正したよ

うに、類型を増やすことを視野に入れているのか。 

 

○ 今後の検討であるが、独法通則法とは異なり、地方独法は、一般型と特定型を残しなが

ら、これまでも業務特性に応じた特例を適用するという形の制度体系になっているので、

その構造を踏まえた改正になるのではないか。 

 

○ 人口減少下における行政体制の整備という文脈の中で、地方独立行政法人を行政執行法

人的に使える余地があるのではないかということなので、これまでの類型とは違い、単年

度目標で管理するという仕組みや、中期目標の法人にはないような国の関与が及ぶように

特別の関与を追加するなどが必要になるのではないか。 

 

○ 市町村合併によって市町村の区域が大きくなり、自治というものがしづらい体制になっ

ているのではないか。市町村のスケールとして、人口あるいは面積で自治というものが実

質的に成立するのはどういうスケールなのか。 

 

○ 平成の合併を推進し、市町村数が１,７１８ぐらいまで減った。これ以上合併を推進す

ることは困難である中で、行政サービスをどのように提供するのかを考える上では、広域

連携が今一番しっくりくるのではないか。 

 

○ 首長が交代しても、自治体同士の連携として、このサービスは共同で規模のメリットを

働かせてやるということを政策合意することが、これから重要な課題になってくるのでは

ないか。 
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○ 大きい団体でサービスを提供すると規模の経済は働くが、小さい団体でサービスを提供

すればするほど、実験主義的、つまり、相互に切磋琢磨できる側面も増すのではないか。

規模を大きくすれば大きくするほど、公務員制度は一律になって、どこに行っても大体同

じような制度ということで便利になるだろう。一方で、一歩立ち行かなくなると、みんな

立ち行かなくなってしまうという長期的なデメリットというのもあるのではないか。規模

の経済と、規模が持つことのさまざまなデメリットというのを考えながら決めるべきなの

ではないか。 

 

○ 今や土地の概念を超えて、いわばバーチャルな世界でかかわっていきたいという人たち

もいるので、最適規模を考えるときには、単なる人数というもの以外に、人のかかわり方

に着目した議論ができるか。 

 

○ 四～五万人の自治体のほうがいろんなことに挑戦的に取り組むことができて、非常に機

動性が高く、将来的にサステーナブルではないかと実感として思う部分があるが、実際、

どのくらいの規模が適正なのか。 

 

○ 大体まちのどこに誰がいて、何がわかるかという限界ぎりぎりの線が５万人規模の市で

あるという話を、その市長から聞いたことがある。 

 

○ 定住自立圏や連携中枢都市圏のように、市町村同士や、都道府県と市町村などが、機能

ごとに結びついて最適規模を追求し、それに対する財政措置を、連携協約を結んだところ

全体に講じるということを通じて、市町村や都道府県を単位とする今の財政制度にも風穴

があけられるのではないか。 

 

○ 住民に必要とされる行政サービスが高度化する中で、単一の地方公共団体でそれを提供

するのが難しくなり、そこから、連携協約等、複数の地方公共団体が様々な形で提携する

という流れが生まれていると理解される。しかし、この流れは同時に、行政サービスの単

位が、憲法以下の法律が元々想定していたガバナンスの単位と一致しなくなっていってい

るということを意味しないだろうか。 

 

○ ガバナンスの単位とサービス提供の範囲は一致すると現実的には意思決定が難しい等

の問題があり、完全にずれるとほとんどガバナンスが効かなくなる等の問題がある。ガバ

ナンスの単位とサービス提供単位の一致のバランスは非常に難しい。 

 

○ 地域の存続にかかわる話というのは自治体だけがやっているわけではなく、住民などに

も地域経営に参画してもらうという、広い意味での地域ガバナンスも非常に重要。地域の

マネジメントボードのようなものを、自治体のガバナンスよりもう少し広い意味で構築し

て、地域全体のことを考えるということも必要ではないか。 
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○ 都道府県の補完がなされたときに条例が制定できる事項は、関係都道府県、市町村の間

で変わってくるのか。複数の市町村で一緒に民間委託をした時において、住民がそれに関

する条例を変えたいと思った場合には、それがやりにくくなるのではないか。 

 

○ 事務の代替執行はお願いする側の基準で仕事を行い、お願いする側の議会等が監視も行

う。都道府県が事務の代替執行のような形で補完をするのであれば、同様になるのではな

いか。 

 

○ 市町村ごとにやり方がばらばらであると、１つのところに委託すると非常に効率的にな

ると思うが、反面、住民自治を阻害しているという側面も出てくるのではないか。地方公

共団体と単位が流動的になってくることで、住民自治や団体自治が抑制されてくる側面が

ないか。 

 

○ 地独法に切り出せる事務の範囲について、政策判断は市町村がすることを前提に、管理

執行の部分を地方独立行政法人がやっていくというようなことを念頭に置いている。 

 

○ 人数が限られた中で職員を回していることの難しさというのもあるのではないかと思

う。小規模なところは、ほかの自治体や都道府県からある程度仕事のできる人を派遣する

とか、仕事のわかっている人を派遣するとかいうことはかなり行われているのか。 

 

○ 高度に、専門的な知識を要求される分野の専門家というのは、特に小規模市町村は必要

ではないか。個別には準備できないので、今はそういう仕組みはないが、どこかに要請し

て派遣する仕組みなどを考えなければいけない時期にあるのではないか。 

 

○ 小さい市町村では、リソースが足りないから全部どこかから呼んでこなければというよ

りも、兼務が多く、大きなところではありがちな縦割りを廃して逆に効率化できているこ

ともあるのではないか。 

 

○ 柔軟に地域に応じた政策を生み出せるかというと、日々の業務を回すのに手いっぱいで、

多分そんなところまで余裕がないというのが実際ではないか。 

 

○ リソースが限られていくなかで、改めてほんとうに必要な事務と、そうではない事務を

仕分けていくということをきちんとやったほうがいいのではないか。 

 

○ 同じようなリソースの状況のところをグループ化、ナレッジを共有するといった枠組み

はあるのか。 

 

○ 財政ではよく使うが、類似団体というグルーピングで、同じ類似団体の財政の健全状況
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や職員数の状況を比較することはよく行われている。市役所などでは、類似団体でどんな

行政のやり方をしているかというのは、よく比較対象にする。かなり古い制度であるが、

類似団体は今でも有効に機能している。 

 

○ 地方公共団体は、ビジネスモデルを秘匿しない。横のつながりを大事にする連帯の精神

は、普通の企業とは違う。 

 

○ 何か新しい話が出てきたときに、ほかの自治体に一斉に聞くことをする団体もある。新

しい取り組みをやっているところはニュースになることがあるため、そこを知とろうとす

ることもある。 

 

○ いろいろな分野で先導的な取り組みをやっているところを、有識者が選んで、モデルに

なるような取り組みを表彰等しており、これらの事例が他地域の参考にはなるのではない

か。 
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２１世紀地方自治制度についての調査研究会 設置要綱 

 

 

我が国は、人口減少・少子高齢化社会の到来、家族やコミュニティの機能の変

容をはじめとする時代の潮流の中にあり、住民に身近な行政の果たすべき役割は

従来に増して大きくなることが見込まれ、地方自治体は、これまで以上に住民の

負託に応えられる存在に進化を遂げていくことが必要である。 

現在、政府において第３１次地方制度調査会が設置され、人口減少社会に的確

に対応する三大都市圏及び地方圏の地方行政体制のあり方、議会制度や監査制度

等の地方公共団体のガバナンスのあり方等に関する諮問に基づき、同調査会にお

いて調査・審議が行われているところである。 

 一般財団法人自治総合センターでは、地方自治を取り巻く状況の変化を踏まえ、

総務省自治行政局行政課の協力を得て、下記により学識経験者による研究会を設

置し、２１世紀における地方自治制度の運用上の諸課題、新たな制度改正の展望

等について研究することとする。 
 
 

記 

 

１ 研究会の名称 

  「２１世紀地方自治制度についての調査研究会」 
 

２ 研究の目的 

  ２１世紀における地方自治制度の運用上の諸課題、新たな制度改正の展望等

 について研究することとし、今後における地方自治の健全な発展に資すること

 を目的とする。 
 

３ 主な研究のテーマ 

 ・ 地域経営の主体としての市町村のあり方 

 ・ 著しく人口減少した地域における地方行政体制のあり方 

・ 地方議会における幅広い人材の確保のあり方 

・ 地域コミュニティを支える主体の組織のあり方 

など 
 
４ 構成員 

・ 研究会の構成員は別紙のとおりとする。 

・ 研究会には、必要に応じ、構成員以外の関係者の出席を求めることができる。 
 

５ 研究会の開催 

  研究会は１ヶ月に１回程度、１回あたり２時間程度を定例とする。 
 
６ 開催期間等 

平成２７年１１月から開催し、平成２７年度中に調査・研究成果をとりまとめる。 

資料１ 
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人口減少社会に的確に対応する地方行政体制 

及びガバナンスのあり方に関する答申素案 
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第１ 基本的な考え方 

１ 人口減少社会に対する現状認識

我が国は人口減少局面に突入しており、現状が続けば、２０６０年（約

５０年後）には人口が約８，７００万になると予想されている。

現状のままであれば、地方圏での生産年齢人口の大幅減、三大都市圏で

の高齢者の大幅増により、２０６０年（約５０年後）になっても、人口構

成の不均衡が続く見込みである。

 現状は、地方圏から東京圏への転入超過の状態にあり、今後、地方圏から

東京圏への転入超過が収束するかどうかが課題の一つである。

 さらに、２０５０年（約４０年後）までに、居住地域（１㎢毎の地点で見

た場合）の６割以上で人口が半分以下、さらにその１／３（居住地域全体の

約２割）では人が住まなくなると推計され、人口の低密度化が生じる。

 人口減少社会にあっても、それぞれの地域において、地域経済が安定し、

人々が快適で安心な暮らしを営んでいけるような持続可能な地域社会の形

成が求められる。

 人口減少が地域にもたらす具体的な影響は、地域によって多様であるが、

地域社会の持続可能性についての危機意識が急速に高まっている。

２ 地方行政体制のあり方

 地域社会の持続可能性を高めるためには、地域の総力を結集して人口減

少がもたらす課題に対応する必要がある。

 その中で、住民に身近な基礎自治体であり、住民に身近な行政サービス

を総合的に提供する役割を有する市町村にあっては、地域経営の主体とし

て、人口食い止め策や課題対応策等の人口減少対策を講じつつ、引き続き

持続可能な形で人々の暮らしを支える行政サービスを提供する必要がある。 
 とりわけ、地方圏において、早くから人口減少問題と向き合ってきた市

町村は、中山間地や離島等の条件不利地域を中心に、すでに厳しい現状に

直面しており、行政サービスの持続可能な提供を確保することが喫緊の課

題であると言える。

 行政サービスの持続可能な提供のための地方行政体制を確立することが、

人口食い止め策や課題対応策等の人口減少対策を的確に講じることにつな

がるものと考えられる。

 市町村は、人口規模や地理的条件等において多様であり、まずはそれぞ

れの市町村が、地方分権が進展する中で自らの創意工夫により、自主的に
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行政サービスを提供する必要があるが、そのためには、ＩＣＴの活用等、

社会経済の変化を踏まえた対応が求められる。

  さらに、人口減少の進行を踏まえると、行政サービスの持続可能な提供

を行うためには、自らの業務の見直しだけでなく、更なる工夫が求められ

る。

(1) 広域連携等による行政サービスの提供 

 人口減少社会において、高齢化や人口の低密度化等により行政コストが

増大する一方で資源が限られる中で、行政サービスを安定的、持続的、効

率的かつ効果的に提供するためには、あらゆる行政サービスを単独の市町

村だけで提供する発想は現実的ではなく、各市町村の資源を有効に活用す

る観点からも、地方公共団体間の連携により提供することを、これまで以

上に柔軟かつ積極的に進めていく必要がある。

 このため、平成２６年の改正地方自治法により導入された連携協約制度

をはじめ、事務の共同処理の仕組みを活用して地方公共団体間の広域連携

を推進していくべきである。

 広域連携は、地方圏や三大都市圏それぞれの特性に応じた方法により推

進すべきであり、その推進に当たっては、市町村間の連携を基本としつつ、

中山間地や離島等の条件不利地域のように、市町村間の連携による課題解

決が困難な地域においては、広域自治体としての都道府県が補完を行うこ

とが考えられる。

(2) 外部資源の活用による行政サービスの提供 

 人口減少社会において資源が限られる中では、従来の地方公共団体間の

事務の共同処理の仕組みの他に、市町村業務について効率的に処理する方

策として、外部資源を活用し、かつ、共同で行える仕組みを充実すること

も重要な選択肢の一つである。

(3) 各主体の役割 

① 市町村の役割

 市町村は、住民に身近な基礎自治体として住民に対し行政サービスを適

切に提供する責任を有しているが、人口減少社会に的確に対応するため、

例えば、市町村間の広域連携等により行政サービスを提供することを進め

ていく場合においては、市町村が一部の行政サービスを自ら直接提供しな

い場合や逆に圏域内の他の市町村の区域に係る行政サービスも提供する
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場合等、市町村の行政サービスの提供のあり方には、人口規模等の状況に

応じて多様な形態が出てくるものと考えられる。

 そのような状況の中で、市町村は、他の主体と連携して行政サービスを

提供することを進めていくこと等により節約される資源を、地域が持つ潜

在的な力を高める分野に投入し、地域づくりの政策や企画を行い、他の主

体との調整を行う地域経営の主体としての役割を果たすことができるか

どうかが重要である。

② 都道府県の役割

 人口減少社会において資源が限られる中で、行政サービスを安定的、持

続的、効率的かつ効果的に提供する観点から、広域自治体としての都道府

県が果たすべき役割は重要である。

 市町村間の広域連携が可能な地域においては、市町村が広域連携を進め

ていく上で、必要な助言や支援等、都道府県が担う連絡調整機能は重要な

ものである。

 一方、市町村間の広域連携が困難な地域においては、当該地域に存する

市町村が地域経営を円滑に行えるよう、都道府県は、補完機能を発揮する

ことが求められ、人口減少の進行とともに、その役割は重要性を増してい

くことになる。

 都道府県の役割については、これまで一般の市町村が担ってきた役割で

あっても、例えば、国民健康保険事業の見直しのように、今後、人口減少

がさらに進んだ場合における地域の状況を踏まえ、さらに議論する必要も

出てくるものと考えられる。

③ 地域コミュニティを支える主体の役割

 地域コミュニティは、住民の参加の下、自治会・町内会等のコミュニテ

ィ組織やＮＰＯ等の様々な団体の活動が支えており、公共サービスを支え

る観点も含め、人口減少社会においてそれらの役割はますます重要となる。 
 こうした地域コミュニティを支える主体の組織のあり方、その自立的な

運営のあり方、企業のコミュニティへの参加のあり方等について、大都市

のように現状ではコミュニティ意識が希薄な地域と、コミュニティ意識は

高いが人口減少によりそれを支える資源が縮小している地域とでは問題

の所在が異なることを踏まえ、引き続き検討が必要である。

３ ガバナンスのあり方 
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 人口減少社会に的確に対応するため、資源が限られる中で、合意形成が

困難な課題が増大するとともに、地方分権改革の進展に伴い、地方公共団

体の責任領域や自己決定権が拡大していることを踏まえると、地方公共団

体は、人口減少社会において合意形成が困難な課題について解決すること

が期待されている。 

 また、人口減少社会において資源が限られることや、地方分権改革の進

展に伴い地方公共団体の責任領域や自己決定権が拡大することに加え、地

方公共団体の事務の複雑・多様化や行革の進展により、地方公共団体の行

政サービス提供体制が変化していることもあり、住民の福祉の増進に努め、

最少の経費で最大の効果を挙げるよう、地方公共団体の事務処理の適正性

の確保の要請が高まる。 

加えて、多様な行政サービスの提供形態があり得るが、それらが適切か

どうかについてもチェックすることが必要になってくる。 

 これらについては、人口規模の大小や地理的条件等に関わらず求められ

るものであり、それぞれの地域の実情に即して、地方公共団体の事務処理

の適正性の確保の要請に応えるようなガバナンスの仕組みを適切に確保す

ることによって、地方公共団体が解決を期待されている人口減少社会にお

いて合意形成が困難な課題に、より集中して対応することができる。 

 人口減少が進み、資源が限られる中で、事務処理の適正性の確保の要請

に応えるためには、長、監査委員等、議会、住民が連携することなく、重

複した役割を担うことになってしまわないよう、役割分担の方向性を共有

しながら、それぞれが有する強みを活かして事務処理の適正性を確保する

ことが重要である。 

 これらの適切な役割分担によるガバナンスは、地方公共団体に対する住

民からの信頼を向上させ、人口減少社会に的確に対応することにも資する

ものである。 

第２ 行政サービスの持続可能な提供のための地方行政体制 

１ 広域連携等による行政サービスの提供 

(1) 地方圏 

① 基本的な認識

 これまでも、自主的な市町村合併や事務の共同処理等、他の主体と連携

して行政サービスを提供する取組が行われてきたところであり、今後も、
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基礎自治体である市町村が、これらの中から最も適したものを自ら選択で

きるようにしていくことが必要である。

② 市町村間の広域連携が可能な地域

(a) 基本的な認識 

 市町村間の広域連携が可能な地域においては、第３０次地方制度調査

会で、核となる都市と近隣自治体との間で都市機能の「集約とネットワ

ーク化」を進めることとされたことを踏まえ、柔軟な連携を可能とする

仕組みである連携協約制度を活用して、現在形成が進んでいる連携中枢

都市圏や定住自立圏（以下「連携中枢都市圏等」という。）が、人口減

少社会に的確に対応するためのプラットホームとして重要である。

 なお、圏域内に、昼夜間人口比率が１以上の２つの中心的な市が隣接

している場合においては、地域の実情に応じ、適切な役割分担のもとで

２つの市が連携して核となる都市の役割を担うことも考えられる。

 また、人口減少社会に的確に対応するためには、連携中枢都市圏等を

推進していくことが基本であると考えられるが、連携中枢都市圏等の広

域連携だけでなく、連携協約を活用した、それ以外の広域連携も考えら

れる。

(b) 連携中枢都市圏等の推進 

(b)-1 連携中枢都市圏等の形成 

 圏域の形成には、そもそも連携中枢都市等も近隣市町村もそれ自体の

みで存立できるものではなく、連携中枢都市等と近隣市町村が相互依存

の関係にあることで成り立っているという認識を前提とした信頼関係

が必要である。

 そのため、連携中枢都市等と近隣市町村が、特定の課題にとどまらず、

幅広い分野の課題について総合的に検討することを通じて圏域のビジ

ョンを共同で作成すべきである。

 また、首長同士の信頼関係も重要であるが、相互依存関係を前提とし

た信頼関係は、議会同士においても同様に重要である。

 例えば、首長や議会は、住民に対して、個別の事務ごとではなく、圏

域全体のまちづくりの方向性を示す中で説明責任を果たしていくこと

が考えられる。

 他方、住民は、連携中枢都市圏等の形成の意義を共有し、当該圏域と

しての一体感を醸成することが必要である。また、企業は、経済活動等
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を行う中で、圏域として取り組むことが効率的かつ効果的である事案に

ついて市町村に対し積極的に問題提起をすべきである。

 これらの主体が役割を果たせるよう、住民、企業やＮＰＯ等、多様な

構成員からなる協議・懇談の場を設け、圏域の形成を進めていくべきで

ある。

 圏域の形成については、当事者である関係市町村の話し合いを基本と

しつつ、都道府県は、関係市町村から求めがある場合等に必要な助言や

支援等を積極的に果たすべきである。

(b)-2 連携中枢都市圏等における取組の強化・充実 

 人口減少社会においては、地域経済の活性化が重要であることから、

圏域全体の経済の活性化に資する取組を推進する必要がある。

 連携中枢都市圏等形成当初は、圏域の中で比較的連携しやすい取組か

ら始めることが重要であるが、将来的には、人口減少の進行に応じ、例

えば、インフラの広域再編等のように合意形成は容易ではないが圏域単

位で対応していかなければいけないような困難な課題に対応していく

必要がある。

 このような連携中枢都市圏等の取組を進めるためには、連携中枢都市

等と近隣市町村が圏域の取組を円滑に行えるよう、権限、財政、人材等

の観点から地方行政体制を整備する必要がある。

 例えば、都道府県の権限に属する事務について、連携中枢都市等に移

譲されているが、近隣市町村には移譲されていない事務について、連携

中枢都市等と近隣市町村が合意しているときは、都道府県は条例による

事務処理特例制度を活用して積極的に権限を移譲すべきである。

 また、連携中枢都市圏等において期待される取組は、圏域を形成する

ことによって実行できる取組であり、そのために発生する需要について

適切な財政措置をすべきである。 

 加えて、連携中枢都市圏等単位で市町村職員同士の交流を進めること

により、圏域意識の醸成が図られることも期待できる。

 住民の負託を受けた議会は、圏域での取組について、例えば、委員会

を設ける等により不断にチェックすることが必要である。そのためにも、

圏域の取組の状況については、関係市町村で情報を共有する仕組みを連

携協約の中に規定する等、事務の適正な執行の確保のために必要な措置

を講じるべきである。

都道府県は、連携中枢都市圏等の取組について、関係市町村から求め
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がある場合等には、必要な情報提供や助言等を積極的に果たすとともに、

特に産業振興、医療、地域公共交通、インフラ整備等について、都道府

県が広域自治体として事務を行っているものについては、連携中枢都市

圏等の取組を支援する必要がある。

 なお、連携中枢都市圏等が県境をまたがる場合には、当該連携中枢都

市圏等の希望を尊重しながら、関係都道府県と連携中枢都市圏等の市町

村が十分に協議調整をすべきである。

(c) 連携中枢都市圏等以外の広域連携 

 圏域としては他の連携中枢都市圏等と同様の規模であるが、当該圏域

内に、規模・能力が一定以上の都市が複数存在するような場合には、核

となる都市と近隣市町村との間の広域連携である連携中枢都市圏等を

形成することが困難である場合がある。

 その際、これらの都市等が、連携協約を活用して、政策の基本的な方

針を共有し、連携中枢都市圏等における取組と同様の取組を、圏域とし

て統一的かつ一体的に実施することも考えられる。

 このような場合においては、都道府県が、関係市町村から求めがある

とき等には、必要な情報提供や助言、取組に対する支援等を行うことも

考えられる。

③ 市町村間の広域連携が困難な地域

(a) 基本的な認識 

 市町村間の広域連携が困難な地域における市町村が、人口減少の影響

を大きく受ける中で、持続可能な行政サービスを提供するためには、市

町村と連携し、それを支える都道府県の役割がより重要になる。

(b) 都道府県の補完 

 市町村間の広域連携が困難な地域においても、市町村において、事務

の必要性を含めて見直し、他の市町村のノウハウや外部資源も活用しな

がら効率的かつ効果的な執行を行っていくことは当然のことである。

 その上で、市町村間の広域連携が困難な地域においては、都道府県の

補完が一つの方策として有用である。

 その際、都道府県が市町村の事務を全て代わって行うことは現実的で

はなく、一定の限界があることにも留意しつつ、都道府県の補完を行う

必要性を検討する上での判断要素や都道府県の補完の対象となる事務
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及び補完の方法等の考え方を整理する必要がある。

(b)-1 都道府県の補完を行う必要性を検討する上での判断要素 

 小規模な市町村であることや連携中枢都市等から相当距離があるこ

と、何らかの事情により市町村間の広域連携を行うことができなかった

こと等、客観的要素を満たしていれば都道府県の補完を行うということ

ではなく、市町村と都道府県の合意が必要であることが前提となる。

 都道府県の補完は、市町村の申出等により、市町村の状況に応じて、

市町村と都道府県が協議して行うこととすべきである。その際、都道府

県は、当該市町村の状況に鑑み、当該市町村を包括する都道府県として

積極的に対応することも考えられる。

 結果として、同じ都道府県内であっても、市町村ごとに補完される事

務が異なることは、許容されるべきである。

(b)-2 都道府県の補完の対象となる事務及び補完の方法 

 市町村の事務について都道府県が補完を行おうとする際、都道府県に

当該事務を処理する体制が必要である。

 道路等のインフラ、地域振興、地域保健、職員研修等の総務事務、法

律で市町村に義務付けられている計画策定等のように、都道府県も同種

の事務を処理している場合は、都道府県は事務を処理する体制を整えや

すいことから、比較的補完が容易に行うことができる。

 介護保険や義務教育等のように、都道府県は関連する事務を市町村と

分担して処理している場合は、都道府県において、職員の育成等、事務

を処理する体制を整備するために一定の時間を要する。

 さらに、住民基本台帳や戸籍等のように、都道府県が主たる事務を分

担していない場合は、職員の育成等、事務を処理する体制を整備するた

めに必要なコストが大きいことから、補完の事務として適当かどうか慎

重に検討する必要がある。

 補完の対象とする事務については、都道府県と市町村との事務分担の

違いによって補完の実施の困難度が異なること等を踏まえ、市町村の人

口減少を見通しながら、計画的に考えることが望ましい。

 なお、都道府県の補完によって、かえって調整に時間を取られてしま

うことがないように留意する必要がある。

 補完の方法としては、平成２６年の改正地方自治法により新たに設け

られた連携協約や事務の代替執行も含め、事務の共同処理の仕組みを地
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域の実情に応じて活用することが重要である。

 具体的には、都道府県が補完を行うために都道府県の出先機関を各市

町村に新たに置くことは現実的ではなく、例えば、都道府県の出先機関

の職員が市町村職員と執務スペースを共有化することや、補完の対象と

なる市町村に定期的に訪問すること等が考えられる。

 都道府県の補完の方法については、事務の態様や地理的条件に応じて、

効率的かつ効果的な方法を工夫することとすべきである。

(2) 三大都市圏 

① 基本的な認識

 三大都市圏は、国際競争が激化する中で、日本全体の経済を牽引する極

めて高次な都市圏域である必要がある一方、総じて出生率が低く、地方圏

を上回る急速な高齢化の進行や、単独世帯の高齢者が急増することが予想

される。 

 加えて、人口急増期に集中的に整備した公共施設の老朽化が進み、一斉

に更新時期を迎えることが予想される。 

 特に、郊外部においては、生産年齢人口の減少や急速な高齢化に伴い行

財政運営上、深刻な状況が予想されることを強く認識する必要がある。 

 以上のように、人口減少がもたらす影響は、三大都市圏においてより急

激であり、より厳しい状況に直面する。 

 しかしながら、三大都市圏においては、上述のような危機意識が十分で

あるとは言えない。三大都市圏が、国際的な競争力を保ちつつ、生活環境

を改善するためには、三大都市圏が圏域として人口減少社会にどのように

対応するのかを検討する必要がある。 

 現在、九都県市首脳会議や関西広域連合といった既存の任意の枠組みが

存在するが、これらの既存の枠組みも活用しながら、三大都市圏の地方公

共団体が共同して、三大都市圏における人口減少社会への対応を検討すべ

きである。 

② 市町村間の広域連携

 人口減少社会に的確に対応するためには、三大都市圏の中で協力体制を

構築しつつ、市町村間の広域連携を適切に行うことが求められる。 

 三大都市圏は、地方圏よりも交通機関が発達しており、他の市町村との

役割分担を大胆に行って、他の市町村と相互補完関係を築きやすい。三大

都市圏の市町村においては、メリハリの効いた市町村間の広域連携が行わ
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れることが期待される。また、三大都市圏においては、地方圏に比べ、市

町村合併が進んでおらず、市町村間の広域連携をより進めるべきである。 

 三大都市圏は、規模・能力は一定以上あるが昼夜間人口比率が１未満の

都市が圏域内に数多く存在するため、地方圏のように、核となる都市と近

隣市町村との間の連携ではなく、水平的・相互補完的、双務的に適切な役

割分担を行うことが有用である。 

 広域連携は自律的に調整されていくことが基本であるが、現状において

は、三大都市圏において水平的・相互補完的、双務的に適切な役割分担に

基づく広域連携が十分に進捗しているとは言いがたい。 

 公共施設等総合管理計画の策定や市町村の境界における福祉サービス

のあり方等の議論をきっかけに、水平的・相互補完的、双務的に適切な役

割分担に基づく広域連携を進めることが有用である。 

 人口減少がもたらす影響は三大都市圏においてより急激であり、より厳

しい状況に直面することから、三大都市圏の都道府県は、市町村に対し的

確に助言や支援等を行い、広域自治体として、市町村間の広域連携を積極

的に推進すべきである。 

(3) 東京圏と地方圏 

① 基本的な認識

三大都市圏の中でも、東京圏のみが大幅な転入超過であること等から、

特に東京圏から地方圏への人口移動の促進を検討する必要がある。 

東京圏の一極集中は、多角的な観点から対策を講ずる必要があるが、連

携中枢都市圏等をはじめとする地方圏における地域の活性化や行政サー

ビスの持続可能な提供に資する取組は、東京圏から地方圏への移住や移住

を促すための交流（以下「移住・交流」という。）を下支えすることにな

る。 

 地方公共団体は、これらの取組を着実に実施しつつ、移住・交流を推進

するために必要な方策を講じていくことが求められる。 

② 移住・交流の促進

 移住・交流を促すため、東京圏に住む人々が地方圏との絆を維持するた

めの方策として、複数の住所を有することができることとするのは選挙権

等の関係から無理があるが、地方圏にある市町村がつながりのある者を把

握し、定期的に情報を提供することや地域の課題について意見を求めるこ

と等の工夫を行うことは可能である。 
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 ただし、このような仕組みを設ける際は、居住移転の自由を制約するも

のとならないよう留意する必要がある。

 地方圏との情報の交流や実際の交流を繰り返す中で、地方圏での生活を

徐々に体験しながら、いわゆる二地域居住を経て移住を進める方法や、二

地域居住をする者の生活を支援する目的で、地方公共団体が、公の施設等

の住民に対する行政サービスについて住民以外の者にも利用を広げる方

法もある。 

 「地域おこし協力隊」のように、住民票を地方圏に移した上で地方圏で

の生活を体験してもらう方策については、移住を段階的に推進する観点や

外部の有為な人材を確保する観点から有用であり、引き続き推進すべきで

ある。 

 受け入れる地方圏の地方公共団体は、新しい人材が地域経営に参画する

ことや、新しい提案を受け入れる土壌を作る必要がある。 

２ 外部資源の活用による行政サービスの提供 

(1) 基本的な認識 

① 外部資源の活用の方向性

 外部資源の活用としては、民間委託を進めていくことが有力な手段の一

つと考えられるが、これまで民間委託については、単純定型的業務を中心

に活用が進められ、近年は、市町村において、いわゆる窓口業務のうち法

令に基づく申請の受付等の定型的業務についても活用することが新たに

始まっている。

 しかしながら、窓口業務のように、一部に審査や交付決定等の公権力の

行使が含まれる場合には、一連の事務の一括した民間委託等、効果的な委

託が困難であることから、民間委託を行いづらい状況にある。

 窓口業務については、住民の権利義務に関する行政の事務処理の基礎と

なる事務が含まれるものであるが、市町村による強い関与が担保されてい

れば、市町村が直接執行する必要は必ずしもなく、効率的かつ効果的な行

政サービスの提供が可能となる場合には、公権力の行使にわたるものを含

めた包括的な業務について外部資源を活用して処理できるようにするこ

とが必要である。その際には、当該業務の性質や範囲、処理主体のガバナ

ンスや市町村の関与のあり方等を総合的に検討し、適切に執行されるよう

な仕組みとすべきである。

なお、外部資源を活用した場合において、処理が困難な事務や、政策の
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企画立案に直結するもの等の市町村職員の関与が特に重要なものについ

ては、外部資源と市町村の間で適切な連携が必要である。

② 外部資源の共同活用

 市町村間の広域連携が可能な地域においては、現行の事務の共同処理の

方法に加えて連携手法の選択肢を増やすため、業務執行について、外部資

源を活用し、かつ、共同で行える環境を整備すべきである。

 市町村間の広域連携が困難な地域においては、都道府県の補完が一つの

方策であるが、都道府県の補完を行うためには時間を要する事務やコスト

が高くなる事務については、事務の共同処理以外の方法として、外部資源

を活用することも考えられる。 

 他方、市町村間の広域連携が困難な地域においては、事務量が少ないこ

とから、単独で外部資源を活用しては外部資源の確保が困難であることを

踏まえ、共同で外部資源を活用する必要がある。  

(2) 地方独立行政法人の活用 

 上述の観点を踏まえると、窓口業務のように、公権力の行使にわたるも

のを含めた包括的な業務について外部資源を活用する場合には、指定法人

や一部事務組合等とは異なり、市町村が業務や組織に対して強く関与する

ことができ、かつ、具体的な業務執行は法人の自主性・自律性に委ねられ、

迅速な意思決定や、業務のノウハウの蓄積、職員の専門性の確保、柔軟な

人事運営等のメリットが期待できる地方独立行政法人の活用を制度上可能

とすることも、選択肢の一つとして考えられる。

 加えて、地方独立行政法人を地方公共団体が共同で活用することも考え

られる。例えば、市町村間の広域連携が可能な地域においては、連携中枢

都市等が設立した地方独立行政法人に、近隣市町村が特定の事務を処理さ

せる方法も選択肢の一つとして考えられる。

  また、市町村間の広域連携が困難な地域においては、地方公共団体が共

同して設立した地方独立行政法人に、特定の事務を処理させる方法も選択

肢の一つとして考えられる。

第３ 適切な役割分担によるガバナンス 

１ 長 
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(1) 基本的な認識 

 地方公共団体における事務処理が適切に実施され、住民の福祉の増進を

図ることを基本とする組織目的が達成されるよう、事務処理の主体である

長自らが、行政サービスの提供等の事務処理上のリスクを評価及びコント

ロールし、事務の適正な執行を確保する体制（以下「内部統制体制」とい

う。）を整備及び運用することが民間企業と同様に求められる。 

 地方公共団体についても、内部統制を制度化し、その取組を進めること

により、①事務処理の適正性の確保が促されること、②マネジメントの強

化、③監査委員の監査の重点化・質の強化・実効性の確保の促進、④議会

や住民による監視のための必要な判断材料の提供等の意義が考えられる。 

(2) 内部統制のあり方 

① 内部統制体制の整備及び運用の責任の所在

 長と議会の二元代表制の下において、地方公共団体の事務を適正に執行

する義務と責任は、基本的に事務の管理執行権を有する長にあることから、

内部統制体制を整備及び運用する権限と責任は長にあると考えるべきで

ある。 

 人口減少社会において資源が限られる中においては、地方公共団体の事

務処理に当たり、外部資源の活用が重要な選択肢となっていくが、当該外

部資源に地方公共団体が出資する等して一定の関係がある場合には、地方

公共団体と同様に内部統制の取組を促していくことにより、事務処理の適

正性を確保すべきである。 

② 評価及びコントロールの対象とすべきリスク

 内部統制体制の整備及び運用を進めるに当たっては、地方公共団体の組

織目的の達成を阻害する事務処理上の様々なリスクのうち、内部統制の対

象とするリスクを的確に設定することが重要である。 

 内部統制の対象とするリスクは、内部統制の取組の段階的な発展を促す

観点も考慮して、地方公共団体が最低限評価すべき重要なリスクであり、

内部統制の取組の発展のきっかけとなるものをまず設定すべきである。 

 具体的には、財務に関する事務の執行におけるリスクは、影響度が大き

く発生頻度も高いこと、地方公共団体の事務処理の多くは予算に基づくも

のであり明確かつ網羅的に捕捉できること、民間企業の内部統制を参考に

しながら進めることができること等から、当該リスクを最低限評価するリ

スクとすべきである。 
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 財務に関する事務に伴うリスク以外のリスク（例えば、情報の管理に関

するリスク）についても地方公共団体の判断により内部統制の対象とする

ことが考えられる。 

 最低限評価するリスクの設定については、地方公共団体が置かれている

環境の変化や、内部統制体制の整備及び運用状況を踏まえて、随時、見直

しを行うべきである。 

③ 内部統制体制の整備及び運用のあり方

内部統制体制の整備及び運用の権限と責任を有する長が、組織の内外

にその方針を明確にするため、長が内部統制体制の整備及び運用に関す

る基本的な方針を作成し、公表することが必要である。 

 内部統制体制を具体的にどのように整備及び運用していくかについて

は、長が、個々の地方公共団体の組織規模や特性等を考慮して、適切に判

断し、創意工夫を図ることが重要である。 

 また、内部統制体制について不断の見直しを行う観点から、長は、その

運用状況を自ら評価し、その評価内容について監査委員の監査を受ける必

要がある。加えて、長は、その評価内容と監査結果を議会に報告するとと

もに、それらを公表して住民への説明責任を果たす必要がある。 

④ 内部統制の制度化にあたっての留意点

 内部統制の制度化は、地方公共団体の事務の適正化に向け、業務が大き

く改善する期待がある一方、非定型業務への対応が困難な場合もある等、

一定の限界があることにも留意し、内部統制への過大な期待により、コス

トと効果が見合わない過度な内部統制体制の整備につながらないように

すべきである。 

⑤ 内部統制体制の整備及び運用の具体的な手続き等の制度化について

 全ての地方公共団体の長には内部統制体制を整備及び運用する権限と

責任があることは制度的に明確化すべきであるが、内部統制体制の整備と

運用のあり方については規模等によって多様と考えられることから、当該

多様性を踏まえて、具体的な手続き等を制度化すべきである。 

 都道府県や指定都市等、組織や予算の規模が大きく、制度化された場合

に対応可能と考えられる大規模な地方公共団体は、長に内部統制体制を整

備及び運用する権限と責任があることは制度的に明確化した上で、具体的

な手続きも制度化すべきであり、その運用を通じた結果として、内部統制
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体制の整備及び運用の標準となるモデルが確立していくことが期待され

る。 

上記以外の地方公共団体については、長に内部統制体制を整備及び運用

する権限と責任があることは制度的に明確化した上で、具体的な手続きに

ついては、都道府県や指定都市を参考にしつつ、各地方公共団体で工夫を

することとすべきである。 

特に、小規模な市町村については、具体的な手続きや取組内容等につい

て国や都道府県が必要な情報提供や助言等を行っていくべきである。 

２ 監査委員等 

(1) 基本的な認識 

 地方公共団体の事務処理の適正性の確保の要請に的確に対応するととも

に、これまでの地方制度調査会の答申や、平成２０年次からの会計検査院

の検査による地方公共団体の不適正な予算執行が指摘されたことも踏まえ、

現行の監査制度をより有効に機能させるための制度改正が必要である。

 監査委員は、長による内部統制体制の整備及び運用の状況をチェックす

るとともに、その結果を踏まえた監査を実施することにより、リスクの高

い分野の監査を集中して行う等、専門性の高い部分に重点化した監査を行

うことが可能となる。 

 これらを踏まえ、地方公共団体全体の資源が限られる中で、監査による

監視機能を高めるため、監査の実効性確保のあり方、監査の独立性・専門

性のあり方、監査への適正な資源配分のあり方について、必要な見直しを

行うべきである。 

(2) 監査の実効性確保のあり方 

① 統一的な監査基準の必要性

 現行の監査制度においては、監査の目的や方法論等の共通認識が確立さ

れておらず、監査基準に関する規定が法令上ないことから、それぞれ独自

の監査基準によって、あるいは監査委員の裁量によって監査を行っている

ことにより、判断基準や職務上の義務の範囲が不明確となっている。 

 このため、監査を受ける者にとっては、監査結果についてどのように受

け止めるべきかが明確ではなく、監査の成果を十分に生かせておらず、住

民から見ても分かりにくい状態になっている。 

こうしたことを踏まえると、一般に公正妥当と認められるものとして、
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監査を実施するに当たっての基本原則や実施手順等について、地方公共団

体に共通する規範として、統一的な基準を策定する必要がある。 

 その場合、地方公共団体は、統一的な監査基準に従って監査を実施する

こととするが、当該監査基準の内容については、地方分権の観点から、国

が定めるのではなく、地方公共団体が、専門家や実務家等の知見も得なが

ら、共同して定めることが適当である。 

② 監査委員の合議が調わない場合の措置

 監査委員の合議が調わない場合、監査結果の決定ができないことになる

が、監査の透明性を高める観点から、合議に至らない場合でも、監査の内

容や監査委員の意見が分かるようにする必要がある。 

③ 監査結果の効力

 現行では、監査を受けた者が、監査の結果を参考として措置を講じた場

合には監査委員に通知する義務がある一方、措置を講じなかった場合には

何ら義務がないため監査の結果に対する対応が不明確となることから、監

査の結果が有効に生かされるよう、必要に応じて監査委員が必要な措置を

勧告できるようにし、これに対して、監査を受けた者が説明責任を果たす

ような仕組みが必要である。 

(3) 監査の独立性・専門性のあり方 

① 監査の独立性を高める方策

現在、監査委員は、長が議会の同意を得て選任することとされているが、

監査委員の選任方法を公選とした場合、監査委員として専門的な能力を有

する人材の立候補が期待できるのか、また、議会による選挙とした場合、

実質的なメリットがあるのか、その場合の監査委員の制度的な位置付けを

どのように考えるのかといった課題もあることから、慎重に考えるべきで

ある。 

 監査主体の独立性とは、監査を受ける者から独立して監査機能を発揮す

ることであると考えれば、外部監査制度の充実や外部の専門的知見の活用

等、外部の視点からの監査を充実することや、監査の実施に当たっての監

査委員の権限を拡充することによって、監査の独立性の向上に繋がると考

えられる。 

② 監査委員等の専門性を高める方策
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 選任された監査委員やそれを支える監査委員事務局、外部監査人に必要

な専門性を担保していく必要があることから、外部から見ても専門性を有

していることを分かりやすくすることも踏まえて、監査の実施に当たって

必要な専門性を高めるための研修制度を設けることが必要である。 

 さらに、専門性の高い外部の人材の活用という観点から、監査委員が、

特定の事件につき専門委員を任命できるようにする必要がある。 

(4) 監査への適正な資源配分のあり方 

① 基本的な考え方

 監査制度の充実強化のための方策を実現する上で、監査にかける資源に

も限りがある中で、より有効な監査を効率的に実現するためには、議会の

監視機能との関係も踏まえ、監査委員等への資源配分を適正にする観点か

ら、必要な見直しを行うべきである。 

② 議選監査委員のあり方

 議選監査委員は、実効性ある監査を行うために必要という考え方で導入

されたものであるが、監査委員はより独立性や専門性を発揮した監査を実

施するとともに、議会は議会としての監視機能に特化していくという考え

方から、各地方公共団体の判断により、監査委員は専門性のある識見監査

委員に委ね、議選監査委員を置かないことも選択肢として設けるべきであ

る。 

③ 監査執行上の工夫

 監査資源が限られる中、効率的かつ効果的な監査を行うため、監査委員

監査のうち、外部の専門的知見を活用することが効果的なものは外部に委

ね、監査委員はより監査資源を投入したい監査に重点を置くことが考えら

れる。 

④ 外部監査制度のあり方

 包括外部監査は、監査委員の監査を外部の目から補完する観点から有用

であることから、条例により導入する地方公共団体が条例で頻度を定める

ことができるようにすることにより、包括外部監査制度導入団体を増やし

ていくことが必要である。 

 また、適切なテーマ選定に資するよう地方公共団体を巡る課題について

の情報提供を行う等、包括外部監査人をサポートする仕組みや、包括外部
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監査人に対する研修制度の導入により、その監査の質を更に高める必要が

ある。 

 個別外部監査については、専門性を発揮することが期待されるが、監査

委員の専門性を高めるための仕組みを設ける場合には、その役割は小さく

なっていく。 

 このため、個別外部監査について、導入を促進するという観点から条例

の制定を不要とすることについては、監査委員監査の充実強化の成果を踏

まえ、慎重に検討する必要がある。 

⑤ 監査委員事務局の充実

 監査委員を補助する監査委員事務局の充実策として、専門性を有する優

秀な人材の確保や研修の充実を効率的・効果的に行うための方策を講ずる

必要がある。 

 また、市町村が連携して事務局の共同設置を行うことも有効な方策であ

る。 

⑥ 全国的な共同組織の構築

 監査資源が限られる中で、効率的・効果的に、監査委員等の専門性が確

保され、監査の品質向上が図れるようにするためには、地方公共団体に共

通する監査基準の作成や、研修の実施、人材のあっせん、監査実務の情報

の蓄積や助言等を担う、地方公共団体の監査を全国的に支援する共同組織

の構築が必要である。 

  この場合、小規模な市町村等からの求めがあるときは、その監査の支援

を当該共同組織が行うことも考えられる。 

３ 議会 

(1) 基本的な認識 

 人口減少社会において増大する合意形成が困難な課題について民主的に

合意形成を進めていく上で、議会の役割は重要である。 

 地方分権改革の進展に伴い、これまで議会の権限や自由度の拡大に資す

る制度改正が積み重ねられており、議会運営において自主性を発揮できる

環境が整ってきている。 

 そのような環境の中で、議会は、内部統制体制や監査委員の監査等が十

分に機能しているかどうかをチェックするとともに、内部統制体制の整備
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及び運用や監査委員の監査の監視機能の強化等の状況や地域の実情を踏ま

え、政策の有効性やその是非についてのチェックを行う等、議会は議会と

しての監視機能を適切に発揮すべきである。 

 他方、市町村合併等の影響もあり、議員数が減少している一方、投票率

が低下し、無投票当選の割合が増えていること等にみられるように、議会

に対する住民の関心が大きく低下しており、議員のなり手不足が深刻化し

ている。 

 また、政務活動費の使途の問題等により、一部の議員の資質や活動に批

判の目が向けられるとともに、議会のあり方が問われる等、議会及び議員

に対する住民の信頼確保が大きな課題となっている。議会が議会としての

監視機能を適切に発揮するためには、そもそも住民からの信頼が確保され

ていることが前提であることを十分に認識した各議会や議員の不断の取組

が求められる。 

 以上を踏まえ、団体意思を決定し、執行機関を監視する役割等を担う議

会が、人口減少社会においてその役割をこれまで以上に十分に果たすため

には、議会制度や議会運営のあり方、議員に求められる役割及び幅広い人

材の確保という観点から、方策を講じる必要がある。 

(2) 議会制度や議会運営のあり方 

① 議会招集

 議会の招集については長に専属する原則を維持しつつ、長が臨時会を招

集しないときは議長が招集することができるよう法的措置が講じられる

とともに、通年会期制の導入がなされ、議会側が必要と認めるときに随時

の議会開催が可能となっている。このような制度を、住民の信頼確保とい

う観点も踏まえて、必要に応じて活用していくことが重要である。 

② 議決事件の対象

 議決事件の対象の拡大は、相当程度行われてきているところではあるが、

議会が団体意思決定機能や政策形成機能、監視機能を効果的に発揮するた

め、地方自治法第９６条第２項に基づき、地方公共団体の基幹的な計画等

を議決事件に追加する等の取組を積極的に進めることが必要である。 

③ 予算審議

 現在、議会には長の予算提案権を侵害しない範囲で予算の修正が認めら

れているが、予算については長に提案権が専属していることから、議会に
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よる予算提案権の更なる修正については慎重に検討していくべきである。 

④ 決算審議

 監査委員の専門性等が向上し、議会が議会としての監視を行う役割を明

確化する中で、監査委員の意見が付された決算を議会が審議した結果、決

算認定をしなかった場合については、議会が長に対し指摘した問題点につ

いて長が説明責任を果たす仕組みを設けることとすべきである。 

⑤ 議会活動に対する支援の充実

 議会がその役割を十分に果たすことができるよう、議会活動に関する議

員への研修の充実や、議会事務局職員の資質向上や小規模な市町村におけ

る議会事務局の共同設置を含めた議会事務局の体制強化や議会図書室の

機能向上が必要である。 

⑥ 情報発信

住民の信頼確保の観点から、議会活動に対する住民の理解を深めるため、

ホームページ等を通じた議会情報の提供や議案等に対する住民の意見聴

取、議会自らが行う議会活動の評価等、ＩＣＴを積極的に活用しつつ情報

発信等の充実を図っていくべきである。 

⑦ 意思決定過程への住民参加

公聴会、参考人、専門的事項に係る調査制度等の積極的活用を通じて議

会への住民参加の充実を図り、多様な民意を議会における審議・議決に反

映していくことが重要である。 

 また、住民への報告や住民との意見交換の実施等、議場外での住民参加

の取組を進めるべきである。 

⑧ 小規模な市町村における議会のあり方

 団体規模に応じた議会のあり方については、それぞれの地域の実情に合

わせた議会機能の充実・強化に努めていくべきである。 

 特に、小規模な市町村においては、議員数が少なく、議会事務局の支援

体制が小規模であること等により議会機能を十分に発揮することが難し

い状況もあることから、住民参加等により議会機能を補完する必要がある。 

 議会事務局の共同設置は制度上認められているが、取組は進んでいない。

小規模な市町村で単独での議会事務局の充実が困難な場合等においては、
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議会事務局や議会図書室の共同設置等を図るべきである。 

(3) 議員に求められる役割 

① 議員の位置付け・役割の明確化

議員の位置付けやその職責・職務を法制化すべきとの意見があるが、法

制化に伴う法的効果等を踏まえると不要ではないかとする意見もあり、今

後の議員活動の実態等も踏まえ、引き続き検討すべきである。 

② 議員活動の透明性の確保

 議員活動の透明性の確保については、住民の信頼確保の観点からも、政

務活動費の使途を含めた議員活動の状況について、各議員はより一層、住

民への説明責任をさらに果たすための取組を進めていくべきである。 

(4) 幅広い人材の確保 

① 議会や議員への理解

 議員のなり手不足の要因の一つとして、住民から議会や議員の活動が適

切に認識されておらず、議会の存在意義が十分に理解されていないことが

考えられる。 

そのためにも、情報発信の充実や意思決定過程への住民参加、議会や議

員活動の透明性向上等、議会や議員の活動に対する住民の理解や信頼を高

めていくための継続的な取組が求められている。 

② 多様な人材の参画

 また、議員のなり手不足を解消するため、少数だが高報酬の議員で構成

される議会とすることも考えられるが、この場合、住民の多様な意見を反

映させることが課題となる。 

 他方、住民の構成と比較して女性や６０歳未満の割合が極めて低い現状

の議員の構成が、自らの属性とは異なると考える住民の立候補をしにくく

させており、このことが、なり手不足の原因の一つと考えられる。 

その解消のためには、多様な人材が議員として議会に参画することをし

やすくする取組が必要である。 

 例えば、多様な人材が議員として活動することを容易にするため、夜

間・休日等の議会開催、通年会期制の活用等、より柔軟な議会開催等の工

夫が必要である。 
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③ 立候補に伴う各種制度の整備

 例えば、立候補に伴う休暇を保障する制度や休職・復職制度等の導入に

ついては、勤労者等の立候補や議員活動を容易にするための環境整備を進

める観点から有効な方策の一つと考えられることから、企業をはじめとす

る関係者の負担等の課題も含めた労働法制のあり方にも留意して検討す

る必要がある。 

 また、公務員の立候補制限の緩和や地方議会の議員との兼職禁止の緩和

についても、多様な人材が議員として議会に参画する上で有効な方策の一

つと考えられることから、公務員の職務の公正な執行や職務専念義務等の

課題も含めた公務員法制のあり方にも留意して検討する必要がある。 

４ 住民 

(1) 基本的な認識 

 住民は、地方公共団体の事務処理が適正に行われていることをチェック

する重要な主体であり、とりわけ、上述の長、監査委員、議会等の役割分

担に基づく体制が有効に機能しているかどうかを住民がチェックできるよ

うにすることが重要である。 

 そのためにも、それぞれの長、監査委員、議会等が行おうとするチェッ

クの方針や、それぞれが行ったチェックの結果等については、公表等によ

り、透明性を確保することが必要である。 

 例えば、長が内部統制体制の整備及び運用に関する基本的な方針やその

運用状況の評価について公表することや、監査について統一的な監査基準

を作成することや監査結果に基づき監査委員から勧告を受けた場合に長が

説明責任を果たす仕組みを導入すること、議会が自らの活動の情報発信を

推進すること等については、透明性を確保するための具体的な方策と考え

られる。 

 住民訴訟制度については、住民自らが地方公共団体の財務の適正性の確

保を図ることを目的として、住民監査請求を経た上で、違法な財務会計行

為等について訴訟を提起できる仕組みであるが、今回、長、監査委員、議

会、住民が連携して地方公共団体の事務処理の適正性を確保する体制を強

化する見直しを全体として行うこととあわせて、住民訴訟制度等を巡る課

題を解決するための見直しが必要である。 

(2) 住民訴訟制度等の見直し 
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① 住民訴訟制度等を巡る課題

 住民訴訟については、不適正な事務処理の抑止効果があると考えられる

が、一方で、４号訴訟における長や職員の損害賠償責任について、平成

２４年各最判の個別意見等においては、長や職員への萎縮効果、国家賠償

法との不均衡や損害賠償請求権の放棄が政治的状況に左右されてしまう

場合があること等が指摘されている。 

（※）平成 24年各最判： 
・最判平成 24年 4月 20日民集 66巻 6号 2583頁（神戸市） 
・最判平成 24年 4月 20日裁判集民事 240号 185頁（大阪府大東市） 
・最判平成 24年 4月 23日民集 66巻 6号 2789頁（栃木県さくら市） 

② 長や職員の事務処理への影響

 地方公共団体からは、財務会計行為の先行行為や非財務会計行為が違法

とされたときに厳しい過失責任が認められている場合があることや、長は

最少経費原則（地方自治法第２条第１４項、地方財政法第４条第１項）等

裁量逸脱の違法の有無を事前に判断することはできないこと、職員は政策

判断として決定した事項について明らかに違法でない限り職務命令に従

わざるを得ないこと等から厳しい過失責任を問われることがある等の指

摘がある。 

 これらについては、最高裁は、住民訴訟で職員が賠償責任を負うのは先

行行為に看過しがたい瑕疵がある場合等に限られるとしていることや、裁

量は広範に認める傾向にあることから、萎縮する必要はないとの考え方も

あるが、裁判所の判断は事後的なものであることや、住民訴訟は組織の責

任を個人の責任として追及するものである以上、長や職員への萎縮効果は

払拭されない現実を受け止める必要もあるとも考えられる。 

 また、住民訴訟を通じて過失責任が問われるからこそ地方公共団体が行

き過ぎた施策を講じることの歯止めになっているとの考え方もあるが、人

口減少社会において資源が限られる中で創意工夫をこらした施策を講じ

ることが求められる中で、当該萎縮効果により本来行うべき施策も行わな

いことになってしまうことは問題であるとする考え方もある。 

③ 国家賠償法上の求償権との関係

 地方公共団体の長や職員が違法な行為により地方公共団体に損害を生

じさせた場合の損害賠償責任の要件が故意又は過失であることに対し、国

家賠償法に基づく公務員個人への求償責任の要件は故意又は重過失とな

っていることとの均衡がとれていないとの指摘がある。 
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 このことについては、あらゆる行政活動が対象になる国家賠償法と財務

会計行為が対象になる住民訴訟とは異なることから、当該不均衡を考慮す

る必要はないとの考え方もあるが、長や職員が行政活動の結果として地方

公共団体に損害を生じさせた場合に負う損害賠償責任は、国家賠償法に基

づく公務員個人への求償責任と同様に、団体が長や職員といった個人に対

して金銭の支払いを請求するものであるという点において変わりはない

という考え方もあり、国家賠償法との関係について一定の配慮が必要であ

るという考え方もある。 

④ 議会による長や職員の責任の免除

 地方公共団体が長や職員に対して有する損害賠償請求権の放棄の実体

的判断は議会の裁量権に委ねられているが、議会は、その判断が政治的関

係に影響を受けて客観性や合理性が損なわれ、裁量権の逸脱又は濫用とな

ることのないようにすることが求められている。 

 特に、住民訴訟において長や職員に対する損害賠償請求権の有無が争わ

れている間に当該権利を放棄することは、長や職員の賠償責任の有無につ

いて曖昧なまま判断することとなる問題がある。 

⑤ 見直しの方向性

 これらのことを総合的に勘案すると、全体のガバナンスの見直しにより

不適正な事務処理の抑止効果を高めるとともに、長や職員の損害賠償責任

については、長や職員への萎縮効果を低減させるため、軽過失の場合にお

ける損害賠償責任の長や職員個人への追及のあり方を見直すことが必要

である。 

同時に、不適正な事務処理の抑止効果を維持するため、裁判所により財

務会計行為の違法性や注意義務違反の有無が確認されるための工夫や、４

号訴訟の対象となる損害賠償請求権の訴訟係属中の放棄を禁止すること

が必要である。 

また、４号訴訟において長や職員個人に損害賠償請求を認める判決が確

定した後は、裁判所の判断を前提とした上で損害賠償請求権の放棄が客観

的かつ合理的に行われることに資するよう、損害賠償請求権を放棄する場

合に監査委員等の意見の聴取を行うことが必要である。 
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第２回 

 

・アメリカ合衆国における地方自治体の解

散とカウンティの役割について 

 

・地方議会における幅広い人材の確保のあ

り方について 
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２１世紀地方自治制度についての調査研究会（平成２７年度） 

（第２回）議事要旨 

 

１ 日 時  平成２７年１２月１０日（木）１７：００～ 

 

２ 場 所  （一財）自治総合センター 大会議室 

 

３ 出席者  秋田 典子   千葉大学大学院 園芸学研究科 准教授  

大江 裕幸   信州大学 経済学部 准教授  

木下 昌彦   神戸大学大学院 法学研究科 准教授  

西貝 小名都  首都大学東京大学院 社会科学研究科 准教授 

福岡 安都子  東京大学大学院 総合文化研究科 准教授  

渕  圭吾   神戸大学大学院 法学研究科 教授  

 

４ 議 題  ・アメリカ合衆国における地方自治体の解散とカウンティの役割について 

       ・地方議会における幅広い人材の確保のあり方について 

 

５ 概 要   

 

アメリカ合衆国における地方自治体の解散とカウンティの役割について 

 

（渕委員から資料に基づき説明） 

 

○ フルッグは、住民自治を強調し、基礎自治体に権限を与えるべきと考え、他方でブリフ

ォールトは、基礎自治体ばかりだと、特に富の再分配ができないので、州に権限を与えて

いくしかないのではないか、という対立があった。この論文の重要な点は、これまでステ

ートｖｓシティーだったものを、役割としてはその間のカウンティ（日本でいう県に近い）

の役割というのを再評価しようというところにあったのではないか。特に、産業構造が大

きく変化する中で、人口減少が著しい基礎自治体をどうするのかという問題意識において

は、日本でいうと県の役割をもっと重視し、その問題を解決しようということだったので

はないか。 

 

○ 地方自治体の解散というテーマでは、いわゆる「大阪都構想」で大阪市を廃止すること

が思い出されるが、それとの関係をどのように考えるべきか。 

 

○ いわゆる「大阪都構想」の狙いは、フルッグの狙いとブリフォールトの狙いを両取りし

たいということだったのではないか。市を５つの特別区という自治体に分割し、そこによ

り権限を移譲して、身近なものは身近にさせたいという意味ではフルッグ的である。一方

で、広域的な行政は府が効率的に行おうとすることは、ブリフォールト的である。 
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○ 大都市地域特別区設置法では、府県レベルで考えるのがリージョナルであると思うが、

横浜市レベルもリージョナルだと言えるという考えもあるのではないか。リージョリナル

とはどこまでの範囲なのか。府県でなければならないのであれば、大都市地域特別区設置

法は両取りということになる。従来の姿であれば、やや大きな指定都市というものは圏域

政府であり、その中の行政区なりをいかに充実させていくかというのが、フルッグの視点

になるのではないか。 

 

○ この論文でも、一般的なlocal governmentというのが大事であるという立場をとり、そ

れの単位を論じることが重要であるというスタンスがある。 

 

○ 市町村が、消滅したり生まれたりすることが認められるということは、市町村以外の誰

かが最終的にはセーフティーネットとして機能を担うという前提があるのではないか。 

 

○ アンダーソンは、勝手に豊かなところだけで自治体をつくっていいという立場をとって

いない。責任ある意思決定をするところについては、ローカルになればなるほど自分たち

の利害が出てくるので、少し離れた、州になるということではないか。 

 

○ 貧しい人たちのサービスを仮に州が担うということになると、市税としての税の負担と

しては、貧しい人たちの分は払わなくてよいかもしれないが、豊かなところに住んでいる

人も結局州税という形で、たくさん払わないといけないということになるのではないか。 

 

○ 州は州の所得税などがあるが、それは非常に広く薄く、豊かな人からたくさん取ること

になっていない。その意味では、日本の方が制度はうまくできているので、こういう問題

に陥らなくて済んでいるのではないか。 

 

○ 日本では、税金の負担で自治体を分割という話はあまり聞かないが、それは税構造が違

うからではないか。 

 

○ 米国では、サービスが要らなければその分の固定資産税を払わなくて済むということか。

自治体間の財政調整の仕組みがないので、解散も一つの選択肢として考えるのではないか。 

 

○ 日本の市町村の廃置分合の手続は、関係市町村の申請に基づいて、都道府県知事が議会

の議決を経ることになっているので、一部の人たちだけの意向が通りにくい。 

 

○ カウンティというのは、サービスをあまり提供せず、税負担もあまりないエリアがあっ

てもいいのではないかことだと思う。住民は、自治体に政治参加し、コミュニティを維持

するというに前向きに捉えていたが、そういったものがないからといってネガティブに評

価するものではないのではないか。 
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○ インフラに関しては、都市計画区域という仕組みをうまく使えばいいと思うが、福祉サ

ービスなどについて、コンパクトシティーや集約型都市構造にしたときはどうすればいい

のか。 

 

○ 一部だけにぽつぽつと特別なサービスを提供する団体があり、それに対応する資力を持

っている人がその傘の中に入り、他はカウンティや州だけでカバーすることに長期的に

見るとなっていく。合理的な人はそういうふうに動いていくのではないか。 

 

○ 解散しなくても事実上豊かな人だけ集まってくるようにいろんな土地利用規制などを

厳しくし、事実上追い出すようなことをやっていくと、結局、特に解散しないけれども

金持ちだけの自治体というのは作ることができる。 

 

○ 基礎自治体は、地方自治を実践するということでいうと、住民に身近な団体だという思

想がある中で、解散は地方自治の放棄になるというようなマイナスイメージはないのか。 

 

○ 日本でも基礎自治体が大事だというのは最近も強調されているが、アメリカでも基礎自

治体があってこそ正しい地方自治であるというふうに考えられており、カウンティは地方

自治の主体とは捉えられてこなかった。この論文は、カウンティを重要視する視点を提供

したので、非常に画期的かつ論争を呼ぶ論文だったのではないか。 

 

○ 大阪市が消滅してできる特別区は、憲法上の地方公共団体ではない。大阪市の住民は、

憲法上の地方公共団体としては都道府県にしか属さなくなるが、消滅前と後で大阪府も含

めた行政サービスの提供量としては同じであり、問題はないという議論に使えるのではな

いか。 

 

○ そうするとアメリカの感覚では自治体とは、（その地域の住民であれば自動的にその構

成員になるという）地域団体というより（任意の集団で結成する）人的団体ないし社団で

あり、これに対しカウンティの方が地域団体として日本の地方公共団体に近い存在である、

ということになるのだろうか。 

 

○ カウンティというのが日本の地方公共団体に対応するものだという理解もできなくは

ないが、実定法がそういうふうにできているかというと、必ずしもそうでもないという気

もする。 

 

○ アメリカでは、何にもない植民地に人々が行き、そこで王から特許状をもらって町をつ

くるというイメージがあるため、今でもシティーがあるところとないところがあり、解散

したいときは解散できる発想なので、日本とは全く異なると考えられる。 
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○ これまでのことに日本の法律学のターミノロジーをあえて当てはめて言うとすれば、地

方自治の本旨の一つとされる住民自治は“自治体の解散”という形で住民自身の意思によ

り放棄可能であり、元来団体自治の単位としての性格がより濃厚なカウンティの枠内での

み地方自治を享受するという在り方もあり得る、ということなのだろうか。 

 

○ 日本の場合は、仮に解散があるとするならば、その都道府県が行政サービスを行うこと

になると思う。個人的には、都道府県であれば準備さえできれば絶対にできないことはな

いのではないかと思う。仮にそういうことが可能だった場合に、前回も議論のあった、声

の届く範囲については、人口５６万人の鳥取県は十分声は届くと思うが、果たして兵庫県

で同じことを言えるかは疑問である。住民自治、身近なところでよりよいサービスをする

という、「身近」というのが何なのかが今後考えていく上でのポイントだと思うが、県の

規模によっては無理なところもあるのではないか。 

 

○ 県が直轄をするということは、そこに住んでいる人がよいと思えば、市町村単位での住

民自治を放棄しても、憲法上問題ないのか。仮に問題ないとしても、自発的にそんなこと

する市町村はおそらくないのではないか。 

 

○ 団体として住民自治を放棄したとして、そのことに反対している住民の参政権が縮減さ

れてしまう。このような憲法上の制約はないのか。 

 

○ 若干憲法問題は発生し得るような気もするが、一方で、市町村合併もいわゆる１票の重

みが下がるという側面があったが、憲法問題は特に言われたのか。 

 

○ 縦の垂直的な分立というときの２層がなくていいのかということも問題になると思う

が、日本の場合、垂直的分立が権力分立としての意義、役割をちゃんと果たしているのか

を疑問に感じており、住民自治の点は置くとしても、あまり２層制の意味はそんなに大き

くないのではないか。 

 

○ 垂直的権力分立の終局的な目的は、個々人の権利、自由を守るためであるという観点が

あるとすれば、一度垂直的に分けられたものを統合することや１つ減らすことは問題では

ないか。垂直的権力分立というのは個々人の自由の観点ではなく、何かまた違う観点から

つくったものなのでということであれば、２つ、３つに分けていたものを１つ、２つに統

合するというのは構わないのかなと直感的には思う。国と都道府県と市町村の３層に分け

ている場合、一部について市町村をなくして都道府県にのみ属するとなると、権力分立の

観点から３つに分けていたものがそこだけ２つになると、そこに属している住民の権利、

自由が守られなくなるという観点はないのか。 

 

○ そういう観点はあると言われているが、現実に日本の２層制がそういった機能を果たし

ているかという観点から考えてみると、日本のほうが、はるかに権力分立の役割を果たし
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ていないのではないか。 

 

○ アメリカで権力分立では、連邦と州の関係については垂直的権力分立が強調されるが、

州内でのシティーの自治というのはあまり権力分立という文脈では語られない。 

 

○ 法的なドグマーティクとしては伝来説であるが、実際の運用は、固有説的な構成に多分

なっている。自治体ができたり解散したりという現象は固有説的であるが、法的なドグマ

ーティクは伝来説で、州が何でもできる。フルッグは、法的なドグマーティクも固有説的

なものに変えると主張し、ブリフォールト人は、法的なドグマーティクまで州の権限はな

くなると、貧富の差が固定化すると主張した、と整理できるのではないか。 

 

 

地方議会における幅広い人材の確保のあり方について 

 

（野路補佐から資料に基づき説明） 

 

○ 現在の選挙結果を見ると、投票率が下がっていたり、無投票当選が非常に増えている。

現行の制度の枠組みだけにとらわれずに、選挙制度とか労働法制とかに踏み込んで考えて

いかないと、なり手不足というのはなかなか解決していかないのではという意見がある。

諸外国の事例を見ると、法令上位置づけるということをする国もあるので、果たして我が

国がそういったところに踏み込んでやるのかどうか。クオータ制でいえば、法のもとの平

等には反するのではないかという意見もある。 

 

○ クオータ制を地方議会に限って導入しても、最高裁の判決という側面だけで見ると、違

憲判決は出ないのではないか。 

 

○ 日本に関しては、クオータ制を導入しなくても、子供を連れながら議員になれる等の工

夫をすれば、一定の人材は女性で確保できるのではないか。余っている労働力を活用する

ということが一番簡単なような気がする。 

 

○ 地方に行けば行くほど議員ができるようなしっかりした人が公務員であるという可能

性はすごく高いのではないか。公務員の立候補制度を導入すれば、様々な改善に資するの

ではないか。 

 

○ 地方の権限は増えているのに、投票率は逆に下がっている。フルッグの説の根本は、権

限を与えれば投票率はもっと上がるとかいう論理。権限が増えているにもかかわらず投票

に行かないというのは、普通に考えれば説明はつかないことではないか。 

 

○ 女性の割合云々というよりも、定員を割った場合にどうするのかを考え無ければならな
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いのではないか。定員割れや無投票当選というのは地方部だと思うが、地方公務員がなり

手になりうる前提で地方公務員を育てていくというのも大事ではないか。 

  

○  一般に、小選挙区より中選挙区制・大選挙区制あるいは比例代表制での方が、より小

さな社会的セグメントで固有の代表を得やすくなるというように説明され、そうであると

すれば女性議員の割合を考える上でも選挙制度のいかんは一つのファクターとなろうが、

この点、日本の地方議会レベルでの実情はどうなのだろうか。 

 

○ 小規模な団体では、各議員個人の活動が中心であり、市議会、町村レベルの選挙で比例

代表制を導入しようと思うと無理があるという状況ではないか。 

 

○ そのように自分の仕事で培った人脈やネットワークが重要であるとすれば、例えば育休

中のお母さんが選挙に出て当選するというのは実際には残念ながらかなり難しいのでは

ないか。 

 

○ 地域の中で大体この人というのが決まっていて、そういう人が順番になっていく風土は、

まだある地域はあるのかもしれない。 

 

○ アメリカはボランティアや、議会のあるときだけ議員をしているところが多く、議員の

垣根を低くしていくと、解散というところもあり得るのではないか。 

 

○ 地方の議員より自治会長のほうが大事な場合があるのではないか。地方では、議員より

も自治会長に言ったほうが実質的に意味がある場合がある。 
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平成 27年度 21世紀地方自治制度研究会報告

アメリカ合衆国における地方自治体の解散とカウンティの役割について

ミシェル・ウィルド・アンダーソンによる研究の紹介

神戸大学大学院法学研究科 渕 圭吾

1. はじめに
本報告は，スタンフォード・ロースクールのミシェル・ウィルド・アンダーソン（Michelle Wilde

Anderson）によって書かれた論文「解散する自治体（Dissolving Cities）」1を紹介し，若干のコメ

ントを加え，それにより日本における今後の地方自治のあり方を考える際の参考となることを

目指すものである。

「解散する自治体」において，アンダーソンは，自治体2が破産するのではなくて解散する

（dissolution）という事象に注意を喚起する。そして，自治体の解散がどのようにして生ずるか

（あるいは解散が提案されたにもかかわらず解散できないか），また，自治体の解散という事象

をどのように理解すべきか，検討している。アンダーソンは，その学会デビュー論文3以来，自

治体が存在せずカウンティ（county）のみが地方政府（local government）として存在している都

市周辺の地域（unincorporated urban areas）に着目してきた4。他方，アンダーソンは，「解散する

自治体」の公表後，地方政府とりわけ自治体の破産をも分析している5。そして，これらの一連

の研究の中で，「解散する自治体」は，自治体が解散し地域がカウンティに復帰するという事態

を前向きに捉えるという姿勢を提示した点で，きわめて斬新であり，また，議論を呼ぶ論文と

なっている。

「解散する自治体」は，「序章」「結論」，及び「附録」に加えて，5つの章から成る（1365, 1369-71）。

「解散とは何か」と題する第 1 章では，ニューヨーク州セネカ・フォールズ村及びフロリダ州

マイアミ市という全く異なる事情から解散の是非が問われた 2 つの自治体の事例が紹介された

1 Michelle Wilde Anderson, Dissolving Cities, 121 Yale L. J. 1364 (2012). 括弧内での数字は「解散す
る自治体」のページを示す。
2 アンダーソンは，“cities”という言葉を法人格のある地方自治体（municipal corporations）とい
う意味で用いているので（1367, note 3），本報告では「都市」ではなく「自治体」と訳すことに
する。
3 Michelle Wilde Anderson, Cities Inside Out: Race, Poverty, and Exclusion at the Urban Fringe, 55 
UCLA L. Rev. 1095 (2008). 
4 Michelle Wilde Anderson, Mapped Out of Local Democracy, 62 Stan. L. Rev. 931 (2010). 
5 Michelle Wilde Anderson, The New Minimal Cities, 123 Yale L. J. 1118 (2014). 
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上で，解散とは法的にどのようなものなのか，また，破産とはどのように異なるのか，説明さ

れる。「どこで，いつ？我らの自治体の墓場」と題する第 2章では，附録に収められたデータを

もとに，どのような地域でいつ自治体の解散に向けての動きが見られたかということを明らか

にしている。また，ニューヨーク州において自治体の解散を推進した人々の主張内容が紹介さ

れる。「なぜ（解散するのか），なぜ（解散しないのか）？自治体解散の諸相」と題する第 3 章

では，解散の可否を決する要因として，（1）衰退（産業の撤退や田園の荒廃による財政危機と

人口減少），（2）租税に対する反乱，（3）腐敗や運営の失敗に対する改革，（4）人種問題，（5）

近隣の絆と歴史を守りたいというコミュニティ，が示され，それぞれについての説明がある。「解

散は何を意味し，我々はそれをどのように変えるべきか」と題する第 4章では，地方自治法（local

government law）及び都市理論（urban theory）における解散の位置づけが顧みられた上で，解散

をめぐる諸制度の改革の方向性を探っている。「死んだ自治体，再考」と題する短い第 5 章は，

自治体が法的に存在しなくなるということはその歴史がなくなるわけではないということを述

べている。以下，「解散する自治体」の内容を順にもう少し詳しく紹介し，最後に若干のコメン

トを加える。

2. 各章の紹介
序章（1366）。

開発と成長に伴い自治体が法的に設立されるのと同じように，衰退に伴って自治体は法的に

解散する。自治体の解散に学者たちは関心を持ってこなかったが，現在，多くの自治体が解散

している（1366）。本論文（「解散する自治体」）は，我々の他界した自治体の墓を開き，すぐ後

に続いている死の床にある自治体を訪れるものである。本論文は，自治体の解散を学問的に理

論化する初めての試みであり，解散を体制の変遷の一環に位置づけ，アメリカの地方自治法の

変革を主張するものである。自治体の解散（municipal dissolution or disincorporation）は，法人格

のある自治体が政治的単位であることをやめること（the termination of the political unit of an

incorporated municipality）と定義される。本論文は，自治体の解散のうち，自治体政府がなくな

ることによりその住民が法人格のないカウンティやタウンシップの管轄権に戻るもの（垂直的

再編成（vertical restructuring）を伴うもの）に焦点を当てる（1367）6。自治体の解散に関する法

を研究するにあたり，解散した自治体の歴史を知る必要がある。しかし，そのような歴史に関

する資料は全く集成されていない。そこで，本論文は解散した自治体に関する一覧表を作成す

6 自治体の合併（merger）は考察の対象外に置かれる。
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る（1369）。

第 1章（1371）。

「2つのストーリー」。ニューヨーク州セネカ・フォールズ村（Village of Seneca Falls）は，1837

年に設立され，奴隷解放運動及び禁酒運動の中心地となり，また，男女同権運動においては重

要な宣言が採択された場所であった。19世紀から 20世紀初頭にかけて，セネカ・フォールズ村

は，水運及び工業で栄えていた（1372）。しかし，19世紀半ばから，製造業の中心が近隣の都市

であるロチェスターやシラキュースに移ることに伴い，没落していった。2009年現在の人口は，

6635人である。2010年，セネカ・フォールズ村は，僅差ではあったが，多数決で解散すること

を決定した。有権者や村の職員に対して示された解散計画（dissolution plan）においては，解散

することに伴う便益，すなわち，住民にとっての負担軽減，コミュニティの行政区画による分

割の解消，住民による（カウンティの一区画である）タウンの意思決定への参画の度合いの向

上，が示されていた。このように，村が解散を可決したことは，産業喪失と人口減少への対応

というだけではなく，地方自治（local governance）に関する選好への対応でもある。

1996年に，フロリダ州マイアミ市は，解散してデイド・カウンティ（Dade County）へ編入さ

れることの是非をめぐる投票を行った。解散を求める住民投票に持ち込んだ草の根の組織は，

減税，反汚職，サービスの向上等を求めていた（1373）。しかし，実は，マイアミ市における解

散を求める運動は，前述の組織によって，市内の裕福な地域に住む住民がそのような地域だけ

で新たに自治体を作るという構想の，踏み台として位置づけられていた。もっとも，実際には，

マイアミの有権者たちは，解散の提案を否決した。前述の組織は全ての住民にとって減税とな

りまたサービスが向上すると主張していたが，踏み台とされているということがわかると，こ

の主張は住民たちにとって説得力があるものとは認識されなくなったからである（1374）。

「法的にみた解散」。編入（annexation）及び設立（incorporation）に関する議論は多く，また，

州法の規定も充実している。しかし，解散に関する州法の規定は，あるとしてもごく僅かであ

る。ある地方政府（a local government）を解散する権限は，州憲法及び州法に由来する。州法は，

地方政府が取りうる選択肢を用意し，また，関係のアクターが地方政府に対して命令する際の

ルールを定めている。こうしたルールに従って，特定の自治体が実際に解散する決定を行う。

ここでは，実際の決定ではなくルールの方に着目する（1375）。

理論的に解散が可能なはずの 42 州のうち，40 州に何らかの解散に関する法律の規定がある。

これに対して，州の全域が地方自治体によって占められていて解散の余地がない州もある（ニ
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ューイングランド諸州など）。

解散には 3類型がある。第 1は，受動的解散（passive dissolutions）である。公務員の選任，租

税の賦課徴収，サービスの提供等の基本的な活動を行わない場合，法に基づいて自動的に生じ

る。人口が一定の閾値を下回る場合に自動的に解散となるという定めがある場合もある（1376）。 

第 2は，非自発的解散（involuntary dissolutions）である。自治体の意思にかかわらず，州の主

導によって行われる解散である。州制定法に根拠規定があるわけではなく，州に留保されてい

る権限が根拠となる。腐敗や慢性的な運営の失敗が存在する場合に，民事大陪審（civil grand jury）
7・地区検事（district attorney）等の提案により，州議会による立法に基づいて行われることが多

い。

第 3は，自発的解散（voluntary dissolutions）であって，自治体自体（住民または首長）によっ

て行われるものである。ほとんどの州では，住民提案に基づいて検討され，有権者による投票

によって承認される（1377）。ただし，請願と承認が一体化している州もあれば，投票に進むこ

との可否を州の機関が判断する州もある。さらに，解散についてはもっぱら州議会が決めると

いう州，裁判所が一定の役割を担うという州も存在する（1378）。

自治体が解散することは，それが編入されるカウンティあるいはその一区画に対して重大な

影響を及ぼす。しかし，解散に関する州法の規定を見ても，これらの影響は大きくないと考え

られているためか，カウンティの権利や聴聞権について規定があることは稀である。ただし，

ミシガン州では，カウンティの一区画であるタウンシップに対し，解散についての同意権と，

投票前に組織される解散委員会の議席の半分が与えられている。フロリダ州及びカリフォルニ

ア州では，カウンティ及び解散する自治体の住民を守るための，実体的要件が定められている。

フロリダ州の場合，（1）解散によって法人格のない地域が他の自治体に囲まれてしまってはな

らない，（2）カウンティが解散した自治体の地域に対してサービスを提供する能力がないと解

散できない，（3）自治体の負っていた債務や公務員の既得権を守るための「衡平法上の措置」

がなくてはならない，というのである（1379）。

多くの州では，解散のための要件として人口があげられている。自発的解散のために一定の

人口を下回ることが要件とされている，あるいは，一定の人口を下回ると非自発的解散となる，

という具合である。こうした人口要件は 1000人といったかなり低い水準に設定されている。こ

7 カリフォルニア州では，カウンティの大陪審が（刑事事件の事実認定を行うのではなく）カウ
ンティ及びそれ以下の政府組織の監督をする役割を果たしており，民事大陪審と呼ばれている。
以下のリンク先を参照のこと。http://www.courts.ca.gov/civilgrandjury.htm
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のことは，人口が少ない自治体が解散してもそれが編入されるカウンティにとってあまり負担

にならない，と州が考えていることを示していると解釈できる。

実体法の面では，前述のフロリダ州及びカリフォルニア州の場合と人口要件を除くと，解散

に適した自治体の条件について，州法はほとんど何も語っていない（1380）。

手続法の面では，ニューヨーク州などの解散計画を作成しなくてはならないという要件

（mandatory dissolution-planning requirements）が，カウンティに対する告知及び透明性を高める

手段であると解釈することができる。ニューヨーク州の場合，解散に伴う費用の見積もり，公

務員の移籍または解雇についての計画，自治体の保有する資産とその時価，自治体の債務とそ

の処遇に関する計画，サービス提供及びそれに関する契約の分析，そして，タウンの管轄権に

法的に移行するための計画といった内容を含む解散計画を自治体の執行機関（governing body）

が作成し公表することが義務づけられている。

ところで，カウンティを守る実体法的・手続法的な規定がほとんどないと言ったが，実際に

は自治体の解散からカウンティを保護する極めて強力な武器がある。それは，解散する自治体

はその債務をカウンティないし自治体のない地域に負担させることができない，というルール

である。これは，合衆国最高裁判所が 19世紀末以来，合衆国憲法の契約条項が解散した自治体

の債権者の権利を保護していると解釈してきたことによる（1381）。このルールに従って，最下

位の地方政府（カウンティまたはその一区画）に解散した自治体が負っていた債務の弁済に充

てるための課税権が州法によって与えられることが多い。この課税権が及ぶ範囲は解散した自

治体の区域に限られる，とされていることが多い（1382）。もっとも，自治体の解散に伴い，公

務員の地位がどうなるのか，（公務員との）労働協約（collective bargaining agreements）はどのよ

うな効果を持つのか，といったことに関する法的分析はほとんど行われていない。

以上のように解散をめぐる法は未発達である（1383）。

「破産との違い」。連邦破産法第 9章は自治体の破産について規律している8。破産は解散とは

異なる選択肢であり，ともに，自発的に選びうるものである（1384）。破産がフレッシュ・スタ

ート（fresh start）を志向しているのに対して，解散はそうではない。そこで，一旦破産してその

後に解散するという二段階のシナリオを描いている自治体が存在する（1386）。

第 2章（1387）。

8 以下の記述は，Michael W. McConnell & Randal C. Picker, When Cities Go Broke: A Conceptual
Introduction to Municipal Bankruptcy, 60 U. Chi. L. Rev. 425 (1993) に基づいているとのことである。 
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本章では，自治体の解散に関するデータが集められ（附録参照），分析が行われる（1388）。

「解散活動の幅」。まずは，解散活動（dissolution activity）の全体像を示す必要がある。実際

に解散したものだけを対象にするのは狭すぎるのであって，承認されたもの（approved），否決

されたもの（rejected），法的に提案されたもの（legally proposed），萌芽段階のもの（inchoate），

という 4つのカテゴリーを対象とする（1389）。

「観察」。（省略）

「ニューヨーク州の経験」。地方政府の数を減らしたり行政機関の種類を減らしたりする改革

（これは，主として，地方政府が小さい単位に細分化されすぎている（fragmentation）ことへの

対応である。1392, note 94）が最も進んでいるのが，ニューヨーク州である（1392）。同州では，

解散によって自治体の数を減らすことが推奨されてきた。最近では，アンドリュー・クオモ知

事（Governor Andrew Cuomo）が州司法長官（Attorney General）時代に主導した立法により，ま

た，ニューヨーク州西部でのケヴィン・ゴーギャン（Kevin Gaughan）の活動により，こうした

動きが一層加速している。なお，ニューヨーク州には，カウンティ，タウン，市，村という 4

種類の一般的な地方政府（general-purpose local governments）が存在する。そして，州内の土地

は，田舎から都市の順に，（1）タウンとカウンティ，（2）村，タウン，カウンティ，（3）市と

カウンティ，に属している。ニューヨーク州は自治体の解散を通じて（2）を（1）に移行させ

ようとしているのである（1393）。

クオモは，2010年の州知事選挙において州における政府の重複による非効率と重い税負担（財

産税（property tax）の負担）を批判したが，彼は，これらへの対策として，これに先立って 2010

年 3月 21日に施行された法律（New N. Y. Government Reorganization and Citizen Empowerment Act）

の成立を主導していた。同法は，村や特別区（special districts）が解散する手続を緩和した。解

散手続を首長または有権者が開始できることとし，請願に必要な有権者数を従来の 33パーセン

トから 10パーセントに引き下げた。正式の解散計画が要求され，解散した自治体の編入するタ

ウンの権利義務が明確化された（1394）。解散を促進するための助成金も用意された。

同法の成立をめぐる動きや州知事選挙から明らかなのは，誰もが重い財産税負担に対して怒

りを覚えているにもかかわらず，州がその対策として何をすべきなのかということについては

考え方が分かれている，ということである。そして，考え方の違いを根源へとたどっていくと，

自治体またはカウンティ（ないしその一区画）における富の再分配（redistribution）に対する賛

否こそが解散への態度の違いを生み出していることがわかる（1395）。

ゴーギャンは，エリー・カウンティ内の村を解散させる運動を進めてきた（1396）。それによ

－80－



 

って費用を削減し効率性を高めようというのである。この運動は，政府はいらないと言ってい

るように見えるが，実のところ，タウンの権限を強化しようとしていると見ることもできる（そ

の限りでは，圏域主義（regionalism）と同じである）（1397）。

クオモとゴーギャンの試みを評価するには時期尚早であるが，少なくとも，ニューヨーク州

において市民や政治的リーダーたちが政府の近代化，租税に対するコントロール，そして衰退

に対処するための手段として，解散を視野に入れていることは確かである（1398）。

第 3章（1399）。

自治体がなぜ解散するのか，また解散する自治体と同じような条件があるにもかかわらずな

ぜ解散しない自治体があるとすればそれはなぜなのか，について，考慮要素となっていると思

われる 5点を検討する（1400）。

「衰退」。最も重要なテーマとして，経済の衰退と財政の悪化がある。こうした事態は，（1）

長期的な経済の低落によって生じる場合と，（2）急激な財政上のショックによって生じる場合

がある。前者の例としては，ニューヨーク州西部がある（1401）。後者では，企業城下町（company

town）において鉱山が閉山したり工場が閉鎖されたりすること，自治体を被告とする判決が下

されること等が契機となる（1402）。また，経済の衰退が一定の水準に達した場合に，州が強制

的に自治体を解散させるという事例も見られる（1403）。

「租税」。一般に反税運動は政治的に右寄りの人々によって担われており，そのような運動が

自治体の解散につながることがある。しかし，それだけではなく，政治的に左寄りの人々が改

革を求める結果として自治体の解散が提案されることもある。

反税感情は，自治体における租税負担がカウンティにおけるそれよりも高いような地域で特

に根強い。フロリダ州での一連の解散へ向けた動きがその好例である（1404）。こうした右翼に

よる反税運動が反政府感情と結びついて自治体解散の要求となるのに対して，左翼による自治

体解散の要求は州の進歩的な様式での近代化（progressive-style modernization of the state）の手段

と位置づけられている（1407）。前述のニューヨーク州の事例は，左翼による自治体解散運動の

一つである。

「改革」。改革の手段として自治体の解散が提案されることがある。提案者は，州であること

もあれば，有権者であることもある（1408）。カリフォルニア州ヴァーノン市（City of Vernon,

California）は，非自発的解散が行われようとした例である。巨額の報酬や関係者との取引を通

じた汚職が発覚し，地区検事が自治体の解散を勧告した。しかし，民事大陪審は，この計画を
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否決し，むしろ，州議会の決定によるべきであると判断した。州議会は，同市を解散させる法

律案を検討したが，結局，この法律案は成立しなかったようである9（1409）。腐敗対策として自

発的解散が行われようとした例も散見され，その中で最大規模のものはフロリダ州マイアミ市

である（1410）。

「人種」。人種は，自治体の解散を促進することにも阻害することにも働きうる要因である。

ある自治体で特定の人種（具体的には，黒人やヒスパニック）が大多数を占めていることは，

この自治体を維持する方向にも働きうる。こうした人種の利害が意思決定に反映されるからで

ある。他方で，こうした自治体を解散した場合，こうした人種の人々にとっては，より豊かな

他の人種（具体的には，白人）からの再分配を受けられるという便益が存在する。

歴史的には，19 世紀中盤以降，黒人のみで構成された南部の自治体（タウン）が白人からの

差別を避けつつ政治参加，土地所有，経済活動を行うための可能性を提供していた。しかし，

1920年代から 1930年代にかけて，大恐慌のため農業が成り立たなくなり労働力を求めて人々が

北部に移動したことにより，さらに様々な手段による激しい人種差別による人口の流出により，

これらのタウンは解散した（1413）。

近年の事例でも，人種が主要な争点となっているものがある。マイアミ市の事例では，自治

体を解散することがキューバ系住民の文化的象徴を失うことになるのではないかという議論が

あった。また，マイアミ市の解散への動きの背後に，裕福な白人の住民で占められた地域が黒

人やヒスパニックの多い地域を切り離そうという思惑があったことは前述のとおりである。そ

もそも，自治体の形成が自発的ではなく，近隣の白人中心の地域が自治体となったことにより

取り残された結果として黒人中心の地域が自治体設立に追い込まれたという事例すらある

（1414）。こうした白人中心の地域の自治体設立に対して，1965年投票権法及び合衆国憲法の第

14 修正・第 15 修正に違反するという理由で解散を求める訴訟が，ジョージア黒人立法協議会

（Georgia Legislative Black Caucus）により提起されたこともある。最後に，カリフォルニア州ヴ

ァレーホ市の事例では，人口が多く黒人とヒスパニックが多数を占め財政危機に見舞われてい

るヴァレーホ市が，人口が少なく白人が多数派であるソラノ・カウンティへ編入されることの

是非が問われている。ヴァレーホ市が解散すると，ソラノ・カウンティの予算，サービス，統

治，そして政治力学が大きく影響を受けることになる（1415）。同様の問題状況は，テネシー州

メンフィス市における学校区の解散問題においても見られる（1416）。

9 Sam Allen, Vernon agreed to pay $60 million to avoid disincorporation, Los Angeles Times, December 
13, 2011. http://articles.latimes.com/2011/dec/13/local/la-me-vernon-money-20111213 
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まとめると，自治体が解散することは，人種間の富の再分配に資するが，人種ごとの自律性

（autonomy）や少数派の政治的リーダーシップの喪失をもたらすことになる。

「コミュニティ」。自治体の解散に向けた動きが開始した後，それを押し戻す力を表現するも

のとして，コミュニティの概念が挙げられる。すなわち，自治体が，場所を定義し，コミュニ

ティの絆を深め，地域の歴史を維持する，ということである。ここでは，さらに，住民同士の

絆（bonds），住民と彼らの政府の絆は，小規模な政府であるほど強い，と考えられている（1417）。

第 4章（1419）。

自治体の解散には，多くの自治体があり細分化されている状態を解消し，カウンティやその

一区画（タウンシップ）に統合するという面がある。このことを踏まえて，自治体の解散が今

後どのような意味合いを与えられるべきかということを論じる（1419）。

「地方自治法における解散」。従来，地方自治法においては自治体こそが重要とされてきた。

しかし，カウンティやタウンシップの重要性が認識されるべきである。また，自治体の形成は

一方通行ではなく，自治体とカウンティの関係は円環（loop）のようなものと考えるべきである。

アメリカ合衆国の土地は原則として全てカウンティに属しており，カウンティの境界は不変で

ある（1420）。その一部が必要に応じて自治体を設立し，また解散すると考えられる。同様に，

都市化も一方通行のものではなく，都市が衰退することも視野に入れた法システムを形成すべ

きである（1421）。さらに，住民が唯一の一般的な地方政府としてカウンティを選ぶことがある

という事実にも注目すべきである。

自治体とカウンティの法的位置づけを比較したい。そのためには，マイアミ市の事例と 1960

年代にジャクソンヴィル市がデュバル・カウンティのほぼ全域を取り込んだ事例とを比較する

のがわかりやすい。ジャクソンヴィル市では，市域を割って新しい自治体を作るためには，デ

ュバル・カウンティ全体からの承認が必要である。しかし，マイアミ市で提案されたように解

散してカウンティだけになってしまうと，前述のように，カウンティのうち自治体を設立した

い地域の住民による承認があれば足りる（1423）。このような違いが生じるのは，自治体（市）

とカウンティの権限が非対称だからである（1424）。自治体は好きな境界を引いて容易に作るこ

とができるのに，残されるカウンティに発言権はない（1425）。カウンティは，州政府と同じよ

うな位置づけを与えられている。しかし，このようなカウンティの位置づけは，カウンティも
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地方政府であって一人一票原則が適用されるとする 1968 年の最高裁判所判決10と緊張関係にあ

る（1426）。

最後に，地方政府の小さな単位を統合（consolidation）ことについて，2 つの形式を区別すべ

きである。ひとつは，自治体とカウンティの関係を変える統合であり，垂直的境界変更（vertical

boundary changes）と呼ぶことができる。もうひとつは，自治体とカウンティの関係を変えず，

自治体政府間で権限が移動するものであって，水平的境界変更（horizontal boundary changes）と

呼ぶことができる。自治体の解散は，前者の一類型である（1427）。

「都市理論における解散」。自治体の解散は，都市及び圏域の衰退に適応するために地方自治

を縮小する（shrinking local governance to adapt to urban and regional decline）という，新しくまた

必要性のある議論を都市理論に持ち込んでいる。

学問領域としての地方自治法は，戦後の都市化のブーム及びそれが従来の都市中心部にもた

らした損失の中で誕生した。多くの新しい自治体の設立とそれによって生じた法的に細分化さ

れた大都市の様相については，小さな自治体と大都市の細分化の生じた原因，それがもたらす

費用及び便益について熱心な議論が行われた。フルッグ（Gerald E. Frug）などは，小さな自治体

の設立は少なくとも一定の文脈においては政治参加を高め，少数人種に権力を与え，コミュニ

ティを作るのに役立つとして，前向きに評価した11。また，フィシェル（William A. Fischel）な

どの経済学者は，地方政府にかかる費用の削減，地域ごとの特性が促されること，住民による

選択肢の最大化，といった理由から細分化を肯定的にとらえた（1428）。一方，郊外における自

治体の設立を再分配及び人種問題の観点から否定的に捉える見解もある（フルッグはこちらの

問題点も指摘しているようである。 1429, note 278）。大都市エリアでの自治体間の過当競争を指

摘する論者もいる。

そして，大都市の細分化による負の側面を強調する論者（ブリフォールト，キャシン，レイ

ノルズ）にとっては，再分配のための手段として，圏域政府（regional governments）が好まれて

きた。大都市が郊外をその郊外の住民の同意なしに併合できるというルール（ involuntary

annexation rules）も提案されてきた（レイノルズ）。これに対して，細分化による人種的・社会

経済的帰結に懸念を示しつつ，自治体にもっと権限を与えることにより圏域内の協働を図るこ

とを提案する論者（フルッグ，バロン）も存在する。さらに別の論者は，圏域間の公平（regional

10 Avery v. Midland County, 390 U. S. 474 (1968). 
11 フルッグの見解については，木下昌彦「自由・権力・参加（1）‒‒地方公共団体の法的地位へ
の批判的研究」新世代法政策学研究 16号 353頁（2012年）を参照されたい。
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equity）を促進することを提案する（1429）。

近年は，都市中心部と郊外との分断が決定的になっているデトロイト，バッファロー等のラ

スト・ベルト（Rust Belt）の都市において，縮小都市運動（shrinking cities movement）の提案す

る様々な手法を用いて，残っている人々を一定の地域に集めてそこにのみ行政サービスを提供

することが模索されている。縮小都市運動は，都市圏が成長していくという前提を取り払い，

都市中心部のみに焦点を当てるものである（1430）。

自治体の解散は，縮小する都市の理解に新たな章を開くものである。それは縮小する地方自

治（shrinking governance）であって，縮小する都市について土地利用の戦略が変わったように，

縮小する都市については地方自治の制度も変わらなくてはならない，ということである。

自治体の解散は，縮小する都市ということを超えた示唆をもたらす。すなわちそれは，地域

主義及び細分化対策をいわば裏口から達成する手法である（1431）。

「公共政策及び法改革の種としての自治体の解散」。自治体の解散というものを改革のための

手法として用いることが考えられるが，そのためにはまず，州が自治体とカウンティの本質を

どのように見ているのかということが問題となる。第 1 に，都市化した地域については自治体

が覆い尽くさなくてはならないという，最近のフロリダ州における動きのような考え方がある。

この場合，人口が多い地域で自治体が解散することは制限されなくてはならない。第 2 に，自

治体のない都市化した地域についてはカウンティがサービスを提供するようになっており，カ

ウンティと自治体とはどちらかを選ぶようなものであるという考え方がある。この場合，自治

体が解散するための要件は緩やかなものであるべきである（1434）。

そして，こちらの類型では，自治体の解散につき実験と柔軟性（experimentation and flexibility）

を認めるような法改正が行われることを強く推奨する。法改正の方向性としては，ニューヨー

ク州で行われたそれがほとんどの点でモデルとなる。具体的には，第 1 に，自治体の解散につ

いての規定がない州では解散についての規定を設けるべきである（1435）。この点で興味深いの

は，ペンシルヴェニア州である。同州では，州の全域が自治体で覆われており，人口が少なく

税収も少ない地域にも自治体が存在していた。そこで，アルゲニー・カウンティの監察官

（Controller）であるルッキーノ（Frank J. Lucchino）の提案に基づいて，自治体のない地域の創

設と自治体の解散を可能にする法案が提出された。この 2001年の試みは失敗に終わったが，そ

の後，（本論文公表後の）2014年に同内容の法律が成立している12（1436）。第 2に，自治体の解

12  Romy Varghese, Zombie Towns’ Days Numbered Under Pennsylvania Bill. 
http://www.bloomberg.com/news/articles/2014-05-05/zombie-towns-days-numbered-under-pennsylvania
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散のための人口要件を引き上げるべきである。現在は 50 人から 1100 人といったゴースト・タ

ウンの水準であるが，絶対的な数字を基準とするのではなく，解散する自治体の人口と編入さ

れるカウンティの人口の比率を基準とすることが考えられる。

なお，自治体の解散に関する法は，自治体の設立に関する法と統合的に設計されるべきであ

る（1437）。自治体の解散に関する法の設計にあたり，最も重視されるべきはカウンティ及びそ

の一区画の政府・住民の利害，及び自治体がない地域の住民の利害である（1438）。カウンティ

の利害を考慮する場合，（1）カウンティに自治体の解散を阻止する権限を与えること，または，

（2）カウンティに解散前の条件設定の段階で関与させる，あるいは，カウンティの利害に関す

る事項を境界設定委員会（boundary agencies）または審査を行う裁判所に考慮させる，という選

択肢がある（1439）。このうち，二番目の方法が強く推奨される。このほか，解散する自治体の

住民の利害も考慮されるべきであり，意思決定に必要な情報の提供方法に工夫が必要である

（1440）。

「今後の研究の方向」。筆者が今後も続ける法理論に関する研究以外に，以下の事柄に関する

実証研究（empirical analysis）が必要である。自治体の解散を決定する要因は何か（1441）。自治

体の解散による帰結は何か。州ごとの調査。自治体の解散によって影響を受ける人は誰か，及

び，経済社会的不平等への影響。自治体の解散に対する法的環境（legal environment）の効果（1442）。 

第 5章（1443）。（省略）

結論（1445）。（省略）

3. 若干のコメント
「解散する自治体」は，自治体の解散を前向きにとらえ，カウンティの果たすべき役割を重

視している。この点で，この論文は，自治体が存在すること自体を基本的に肯定的に理解して

きた従来のアメリカ地方自治法学の主流的見解と鋭く対峙するものであり，今後どのような論

争が行われるのか，注目していきたい。また，この論文は，近年加速している“独立”する富裕層

の問題13に対する解決策を提示する，極めて実践的なものでもある。

-bill-muni-credit 1987年法律 47（Act 47）に 439条が追加された。
13 NHK「クローズアップ現代 “独立”する富裕層̶アメリカ 深まる社会の分断」（2014年 4
月 22日放送）。 http://www.nhk.or.jp/gendai/kiroku/detail_3488.html
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「解散する自治体」はアメリカ地方自治法の文脈ではどのように評価されているのであろう

か。この論文に対しては，同じ雑誌のオンライン版で，アンダーソンと同世代のオストロウに

よる好意的な書評論文が寄せられている14。この書評論文は，要するに，次の 2点を主張してい

る。第 1 に，アンダーソンは自治体の解散が「圏域主義（regionalism）」につながると言ってい

るが，そのようなことはないのではないか。第 2に，「圏域主義」に関する現在の問題を解決す

るためには，むしろ連邦法及び連邦による助成に基づく，圏域を構成する自治体・カウンティ

の連携が重要なのではないか。

「圏域主義」は，古くから用いられている概念であるが15，ブリフォールトの説明によれば，

大都市圏が小さな自治体に寄って細分化されている状態を批判し，これらの自治体よりも広域

の地方政府に権限を与えて大都市の抱える諸問題を解決しようという考え方である16。この文脈

では，「地域主義（localism）」は，既存の自治体の体制や権限を維持しようとする考え方として

否定的にとらえられる。そして，オストロウによれば，圏域主義には，圏域内における連携に

よって経済的な効率性を高めるという動機と，圏域内で富の再分配を行うことで公平性を高め

るという 2つの動機とがあった。

書評論文が言うとおり，アンダーソンの見通しはやや楽観的に過ぎるかもしれない。とはい

え，日本に対する示唆がないわけではない。

第 1に，日本においても圏域が形成されないエリアにある自治体は少なくない。「解散する自

治体」の理屈をそのまま適用するならば，そのようなエリアでは自治体を解散して都道府県な

いし地方独立行政法人のような地方政府に委ねることが合理的であるということになる。全国

が市町村に覆い尽くされている日本においては，このような提案を受け入れるためには大きな

発想の転換が必要なのかもしれないが17，国民一人一人が自分自身にとって重要な基本的な事柄

について権利を保障されており，また，一定の政治参加が可能である限りにおいて，地方政府

の体制については人口分布や利用可能な科学技術に応じて適切なものが選ばれるべきだと思う。

14 Ashira Pelman Ostrow, Emerging Counties? Prospects for Regional Governance in the Wake of 
Municipal Dissolution, 122 Yale L. J. Online 187 (2013). 
http://yalelawjournal.org/forum/emerging-counties-prospects-for-regional-governance-in-the-wake-of-mu
nicipal-dissolution 
15 See e. g., Charles M. Haar, Zoning for Minimum Standards: The Wayne Township Case, 66 Harv. L. 
Rev. 1051, 1053 (1953). 
16 Richard Briffault, Localism and Regionalism, 48 Buff. L. Rev. 1 (2000). 
17 （「解散する自治体」を著したアンダーソンとはかなり違う考えの持ち主であるが）フルッグ
が言うように自治体というものが本来的には私法人と起源を同じくする社団法人であるとすれ
ば（木下・前掲注 11参照），自治体を欲しない人たちに無理やり自治体を与える必要はないか
もしれないし，少なくとも，極めて限定的な機能しか果たさない自治体というものが存在して
も構わないと言えるだろう。
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実現するかどうかはともかく，市町村のない地域ないし市町村の役割がごく限定的な地域，と

いう選択肢を考えてみてもよいだろう。

第 2に，「解散する自治体」が円環の比喩で示唆するような，右肩上がりの成長を前提としな

い発想は，取り入れるに値するかもしれない。全く実証されていない単なる感想であるが，日

本で長い間支持されてきた地方分権の考え方は，東京をはじめとすると大都市圏が経済成長す

ることを前提に，同様の成長の機会ないし経済成長によって得られた富を地方にも与えるべき

だ，という発想に基づいていたのではないか。最近でも，「人口減少社会」という言葉には負の

イメージがつきまとう。しかし，もはやそのような成長を想定することは，現実的でも，望ま

しくもないのではないか。住宅について増築ではなく減築が言われるように，（少なくともある

エリアで）人口が減ることを見越した土地利用規制，また，状況の変化に応じて適切な自治体

の形態・権限を与えること等を考えてもよい。その際，法の適用ないし措置にあたり自治体や

関係者に負のイメージを与えないようにすることが，制度の運用に際して重要となろう。

第 3 に，これは特に租税法を専攻する私自身にとっての課題であるが，地方における富の再

分配について，日本の文脈でも考える必要があると感じた。確かに，地方税の目的には富の再

分配は入っていないと考えられてきた。しかし，「解散する自治体」が取り上げていたように，

アメリカでは，租税を払う者と払わずにサービスのみを享受する者との間の富の移転が顕在化

し，またこれらの者の間の対立が激化している。日本でも，アメリカほどには顕在化していな

いが，自治体内部での富の再分配が実際にはある程度存在している。さらに，自治体間の税収

の偏りの問題も，個人レベルでの租税負担とサービス享受のバランスがどの程度保たれている

かということから出発して考えるべきなのかもしれない。
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２１世紀地方自治制度についての調査研究会 設置要綱 

我が国は、人口減少・少子高齢化社会の到来、家族やコミュニティの機能の変

容をはじめとする時代の潮流の中にあり、住民に身近な行政の果たすべき役割は

従来に増して大きくなることが見込まれ、地方自治体は、これまで以上に住民の

負託に応えられる存在に進化を遂げていくことが必要である。 

現在、政府において第３１次地方制度調査会が設置され、人口減少社会に的確

に対応する三大都市圏及び地方圏の地方行政体制のあり方、議会制度や監査制度

等の地方公共団体のガバナンスのあり方等に関する諮問に基づき、同調査会にお

いて調査・審議が行われているところである。 

 一般財団法人自治総合センターでは、地方自治を取り巻く状況の変化を踏まえ、

総務省自治行政局行政課の協力を得て、下記により学識経験者による研究会を設

置し、２１世紀における地方自治制度の運用上の諸課題、新たな制度改正の展望

等について研究することとする。 

記 

１ 研究会の名称 

  「２１世紀地方自治制度についての調査研究会」 

２ 研究の目的 

  ２１世紀における地方自治制度の運用上の諸課題、新たな制度改正の展望等

について研究することとし、今後における地方自治の健全な発展に資すること

を目的とする。 

３ 主な研究のテーマ 

・ 地域経営の主体としての市町村のあり方 

・ 著しく人口減少した地域における地方行政体制のあり方 

・ 地方議会における幅広い人材の確保のあり方 

・ 地域コミュニティを支える主体の組織のあり方 

など 

４ 構成員 

・ 研究会の構成員は別紙のとおりとする。 

・ 研究会には、必要に応じ、構成員以外の関係者の出席を求めることができる。 

５ 研究会の開催 

  研究会は１ヶ月に１回程度、１回あたり２時間程度を定例とする。 

６ 開催期間等 

平成２７年１１月から開催し、平成２７年度中に調査・研究成果をとりまとめる。 

資料２ 
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人口減少社会に的確に対応する地方行政体制 

及びガバナンスのあり方に関する答申素案 

目   次 

第１ 基本的な考え方 
１ 人口減少社会に対する現状認識 
２ 地方行政体制のあり方 
３ ガバナンスのあり方 

第２ 行政サービスの持続可能な提供のための地方行政体制 
１ 広域連携等による行政サービスの提供 
(1) 地方圏 

① 基本的な認識
② 市町村間の広域連携が可能な地域
(a) 基本的な認識 
(b) 連携中枢都市圏等の推進 
(c) 連携中枢都市圏等以外の広域連携 

③ 市町村間の広域連携が困難な地域
(a) 基本的な認識 
(b) 都道府県の補完 

(2) 三大都市圏 
① 基本的な認識
② 市町村間の広域連携

(3) 東京圏と地方圏 
① 基本的な認識
② 移住・交流の促進

２ 外部資源の活用による行政サービスの提供 
(1) 基本的な認識 
(2) 地方独立行政法人の活用 

第３ 適切な役割分担によるガバナンス 
１ 長 
(1) 基本的な認識 
(2) 内部統制のあり方 

２ 監査委員等 
(1) 基本的な認識 
(2) 監査の実効性確保のあり方 
(3) 監査の独立性・専門性のあり方 
(4) 監査への適正な資源配分のあり方 

３ 議会 
(1) 基本的な認識 
(2) 議会制度や議会運営のあり方 
(3) 議員に求められる役割 
(4) 幅広い人材の確保 

４ 住民 
(1) 基本的な認識 
(2) 住民訴訟制度等の見直し 
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第１ 基本的な考え方 

１ 人口減少社会に対する現状認識

我が国は人口減少局面に突入しており、現状が続けば、２０６０年（約

５０年後）には人口が約８，７００万になると予想されている。

現状のままであれば、地方圏での生産年齢人口の大幅減、三大都市圏で

の高齢者の大幅増により、２０６０年（約５０年後）になっても、人口構

成の不均衡が続く見込みである。

 現状は、地方圏から東京圏への転入超過の状態にあり、今後、地方圏から

東京圏への転入超過が収束するかどうかが課題の一つである。

 さらに、２０５０年（約４０年後）までに、居住地域（１㎢毎の地点で見

た場合）の６割以上で人口が半分以下、さらにその１／３（居住地域全体の

約２割）では人が住まなくなると推計され、人口の低密度化が生じる。

 人口減少社会にあっても、それぞれの地域において、地域経済が安定し、

人々が快適で安心な暮らしを営んでいけるような持続可能な地域社会の形

成が求められる。

 人口減少が地域にもたらす具体的な影響は、地域によって多様であるが、

地域社会の持続可能性についての危機意識が急速に高まっている。

２ 地方行政体制のあり方

 地域社会の持続可能性を高めるためには、地域の総力を結集して人口減

少がもたらす課題に対応する必要がある。

 その中で、住民に身近な基礎自治体であり、住民に身近な行政サービス

を総合的に提供する役割を有する市町村にあっては、地域経営の主体とし

て、人口食い止め策や課題対応策等の人口減少対策を講じつつ、引き続き

持続可能な形で人々の暮らしを支える行政サービスを提供する必要がある。 
 とりわけ、地方圏において、早くから人口減少問題と向き合ってきた市

町村は、中山間地や離島等の条件不利地域を中心に、すでに厳しい現状に

直面しており、行政サービスの持続可能な提供を確保することが喫緊の課

題であると言える。

 行政サービスの持続可能な提供のための地方行政体制を確立することが、

人口食い止め策や課題対応策等の人口減少対策を的確に講じることにつな

がるものと考えられる。

 市町村は、人口規模や地理的条件等において多様であり、まずはそれぞ

れの市町村が、地方分権が進展する中で自らの創意工夫により、自主的に
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行政サービスを提供する必要があるが、そのためには、ＩＣＴの活用等、

社会経済の変化を踏まえた対応が求められる。

  さらに、人口減少の進行を踏まえると、行政サービスの持続可能な提供

を行うためには、自らの業務の見直しだけでなく、更なる工夫が求められ

る。

(1) 広域連携等による行政サービスの提供 

 人口減少社会において、高齢化や人口の低密度化等により行政コストが

増大する一方で資源が限られる中で、行政サービスを安定的、持続的、効

率的かつ効果的に提供するためには、あらゆる行政サービスを単独の市町

村だけで提供する発想は現実的ではなく、各市町村の資源を有効に活用す

る観点からも、地方公共団体間の連携により提供することを、これまで以

上に柔軟かつ積極的に進めていく必要がある。

 このため、平成２６年の改正地方自治法により導入された連携協約制度

をはじめ、事務の共同処理の仕組みを活用して地方公共団体間の広域連携

を推進していくべきである。

 広域連携は、地方圏や三大都市圏それぞれの特性に応じた方法により推

進すべきであり、その推進に当たっては、市町村間の連携を基本としつつ、

中山間地や離島等の条件不利地域のように、市町村間の連携による課題解

決が困難な地域においては、広域自治体としての都道府県が補完を行うこ

とが考えられる。

(2) 外部資源の活用による行政サービスの提供 

 人口減少社会において資源が限られる中では、従来の地方公共団体間の

事務の共同処理の仕組みの他に、市町村業務について効率的に処理する方

策として、外部資源を活用し、かつ、共同で行える仕組みを充実すること

も重要な選択肢の一つである。

(3) 各主体の役割 

① 市町村の役割

 市町村は、住民に身近な基礎自治体として住民に対し行政サービスを適

切に提供する責任を有しているが、人口減少社会に的確に対応するため、

例えば、市町村間の広域連携等により行政サービスを提供することを進め

ていく場合においては、市町村が一部の行政サービスを自ら直接提供しな

い場合や逆に圏域内の他の市町村の区域に係る行政サービスも提供する
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場合等、市町村の行政サービスの提供のあり方には、人口規模等の状況に

応じて多様な形態が出てくるものと考えられる。

 そのような状況の中で、市町村は、他の主体と連携して行政サービスを

提供することを進めていくこと等により節約される資源を、地域が持つ潜

在的な力を高める分野に投入し、地域づくりの政策や企画を行い、他の主

体との調整を行う地域経営の主体としての役割を果たすことができるか

どうかが重要である。

② 都道府県の役割

 人口減少社会において資源が限られる中で、行政サービスを安定的、持

続的、効率的かつ効果的に提供する観点から、広域自治体としての都道府

県が果たすべき役割は重要である。

 市町村間の広域連携が可能な地域においては、市町村が広域連携を進め

ていく上で、必要な助言や支援等、都道府県が担う連絡調整機能は重要な

ものである。

 一方、市町村間の広域連携が困難な地域においては、当該地域に存する

市町村が地域経営を円滑に行えるよう、都道府県は、補完機能を発揮する

ことが求められ、人口減少の進行とともに、その役割は重要性を増してい

くことになる。

 都道府県の役割については、これまで一般の市町村が担ってきた役割で

あっても、例えば、国民健康保険事業の見直しのように、今後、人口減少

がさらに進んだ場合における地域の状況を踏まえ、さらに議論する必要も

出てくるものと考えられる。

③ 地域コミュニティを支える主体の役割

 地域コミュニティは、住民の参加の下、自治会・町内会等のコミュニテ

ィ組織やＮＰＯ等の様々な団体の活動が支えており、公共サービスを支え

る観点も含め、人口減少社会においてそれらの役割はますます重要となる。 
 こうした地域コミュニティを支える主体の組織のあり方、その自立的な

運営のあり方、企業のコミュニティへの参加のあり方等について、大都市

のように現状ではコミュニティ意識が希薄な地域と、コミュニティ意識は

高いが人口減少によりそれを支える資源が縮小している地域とでは問題

の所在が異なることを踏まえ、引き続き検討が必要である。

３ ガバナンスのあり方 
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 人口減少社会に的確に対応するため、資源が限られる中で、合意形成が

困難な課題が増大するとともに、地方分権改革の進展に伴い、地方公共団

体の責任領域や自己決定権が拡大していることを踏まえると、地方公共団

体は、人口減少社会において合意形成が困難な課題について解決すること

が期待されている。 

 また、人口減少社会において資源が限られることや、地方分権改革の進

展に伴い地方公共団体の責任領域や自己決定権が拡大することに加え、地

方公共団体の事務の複雑・多様化や行革の進展により、地方公共団体の行

政サービス提供体制が変化していることもあり、住民の福祉の増進に努め、

最少の経費で最大の効果を挙げるよう、地方公共団体の事務処理の適正性

の確保の要請が高まる。 

加えて、多様な行政サービスの提供形態があり得るが、それらが適切か

どうかについてもチェックすることが必要になってくる。 

 これらについては、人口規模の大小や地理的条件等に関わらず求められ

るものであり、それぞれの地域の実情に即して、地方公共団体の事務処理

の適正性の確保の要請に応えるようなガバナンスの仕組みを適切に確保す

ることによって、地方公共団体が解決を期待されている人口減少社会にお

いて合意形成が困難な課題に、より集中して対応することができる。 

 人口減少が進み、資源が限られる中で、事務処理の適正性の確保の要請

に応えるためには、長、監査委員等、議会、住民が連携することなく、重

複した役割を担うことになってしまわないよう、役割分担の方向性を共有

しながら、それぞれが有する強みを活かして事務処理の適正性を確保する

ことが重要である。 

 これらの適切な役割分担によるガバナンスは、地方公共団体に対する住

民からの信頼を向上させ、人口減少社会に的確に対応することにも資する

ものである。 

第２ 行政サービスの持続可能な提供のための地方行政体制 

１ 広域連携等による行政サービスの提供 

(1) 地方圏 

① 基本的な認識

 これまでも、自主的な市町村合併や事務の共同処理等、他の主体と連携

して行政サービスを提供する取組が行われてきたところであり、今後も、
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基礎自治体である市町村が、これらの中から最も適したものを自ら選択で

きるようにしていくことが必要である。

② 市町村間の広域連携が可能な地域

(a) 基本的な認識 

 市町村間の広域連携が可能な地域においては、第３０次地方制度調査

会で、核となる都市と近隣自治体との間で都市機能の「集約とネットワ

ーク化」を進めることとされたことを踏まえ、柔軟な連携を可能とする

仕組みである連携協約制度を活用して、現在形成が進んでいる連携中枢

都市圏や定住自立圏（以下「連携中枢都市圏等」という。）が、人口減

少社会に的確に対応するためのプラットホームとして重要である。

 なお、圏域内に、昼夜間人口比率が１以上の２つの中心的な市が隣接

している場合においては、地域の実情に応じ、適切な役割分担のもとで

２つの市が連携して核となる都市の役割を担うことも考えられる。

 また、人口減少社会に的確に対応するためには、連携中枢都市圏等を

推進していくことが基本であると考えられるが、連携中枢都市圏等の広

域連携だけでなく、連携協約を活用した、それ以外の広域連携も考えら

れる。

(b) 連携中枢都市圏等の推進 

(b)-1 連携中枢都市圏等の形成 

 圏域の形成には、そもそも連携中枢都市等も近隣市町村もそれ自体の

みで存立できるものではなく、連携中枢都市等と近隣市町村が相互依存

の関係にあることで成り立っているという認識を前提とした信頼関係

が必要である。

 そのため、連携中枢都市等と近隣市町村が、特定の課題にとどまらず、

幅広い分野の課題について総合的に検討することを通じて圏域のビジ

ョンを共同で作成すべきである。

 また、首長同士の信頼関係も重要であるが、相互依存関係を前提とし

た信頼関係は、議会同士においても同様に重要である。

 例えば、首長や議会は、住民に対して、個別の事務ごとではなく、圏

域全体のまちづくりの方向性を示す中で説明責任を果たしていくこと

が考えられる。

 他方、住民は、連携中枢都市圏等の形成の意義を共有し、当該圏域と

しての一体感を醸成することが必要である。また、企業は、経済活動等
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を行う中で、圏域として取り組むことが効率的かつ効果的である事案に

ついて市町村に対し積極的に問題提起をすべきである。

 これらの主体が役割を果たせるよう、住民、企業やＮＰＯ等、多様な

構成員からなる協議・懇談の場を設け、圏域の形成を進めていくべきで

ある。

 圏域の形成については、当事者である関係市町村の話し合いを基本と

しつつ、都道府県は、関係市町村から求めがある場合等に必要な助言や

支援等を積極的に果たすべきである。

(b)-2 連携中枢都市圏等における取組の強化・充実 

 人口減少社会においては、地域経済の活性化が重要であることから、

圏域全体の経済の活性化に資する取組を推進する必要がある。

 連携中枢都市圏等形成当初は、圏域の中で比較的連携しやすい取組か

ら始めることが重要であるが、将来的には、人口減少の進行に応じ、例

えば、インフラの広域再編等のように合意形成は容易ではないが圏域単

位で対応していかなければいけないような困難な課題に対応していく

必要がある。

 このような連携中枢都市圏等の取組を進めるためには、連携中枢都市

等と近隣市町村が圏域の取組を円滑に行えるよう、権限、財政、人材等

の観点から地方行政体制を整備する必要がある。

 例えば、都道府県の権限に属する事務について、連携中枢都市等に移

譲されているが、近隣市町村には移譲されていない事務について、連携

中枢都市等と近隣市町村が合意しているときは、都道府県は条例による

事務処理特例制度を活用して積極的に権限を移譲すべきである。

 また、連携中枢都市圏等において期待される取組は、圏域を形成する

ことによって実行できる取組であり、そのために発生する需要について

適切な財政措置をすべきである。 

 加えて、連携中枢都市圏等単位で市町村職員同士の交流を進めること

により、圏域意識の醸成が図られることも期待できる。

 住民の負託を受けた議会は、圏域での取組について、例えば、委員会

を設ける等により不断にチェックすることが必要である。そのためにも、

圏域の取組の状況については、関係市町村で情報を共有する仕組みを連

携協約の中に規定する等、事務の適正な執行の確保のために必要な措置

を講じるべきである。

都道府県は、連携中枢都市圏等の取組について、関係市町村から求め

－97－



がある場合等には、必要な情報提供や助言等を積極的に果たすとともに、

特に産業振興、医療、地域公共交通、インフラ整備等について、都道府

県が広域自治体として事務を行っているものについては、連携中枢都市

圏等の取組を支援する必要がある。

 なお、連携中枢都市圏等が県境をまたがる場合には、当該連携中枢都

市圏等の希望を尊重しながら、関係都道府県と連携中枢都市圏等の市町

村が十分に協議調整をすべきである。

(c) 連携中枢都市圏等以外の広域連携 

 圏域としては他の連携中枢都市圏等と同様の規模であるが、当該圏域

内に、規模・能力が一定以上の都市が複数存在するような場合には、核

となる都市と近隣市町村との間の広域連携である連携中枢都市圏等を

形成することが困難である場合がある。

 その際、これらの都市等が、連携協約を活用して、政策の基本的な方

針を共有し、連携中枢都市圏等における取組と同様の取組を、圏域とし

て統一的かつ一体的に実施することも考えられる。

 このような場合においては、都道府県が、関係市町村から求めがある

とき等には、必要な情報提供や助言、取組に対する支援等を行うことも

考えられる。

③ 市町村間の広域連携が困難な地域

(a) 基本的な認識 

 市町村間の広域連携が困難な地域における市町村が、人口減少の影響

を大きく受ける中で、持続可能な行政サービスを提供するためには、市

町村と連携し、それを支える都道府県の役割がより重要になる。

(b) 都道府県の補完 

 市町村間の広域連携が困難な地域においても、市町村において、事務

の必要性を含めて見直し、他の市町村のノウハウや外部資源も活用しな

がら効率的かつ効果的な執行を行っていくことは当然のことである。

 その上で、市町村間の広域連携が困難な地域においては、都道府県の

補完が一つの方策として有用である。

 その際、都道府県が市町村の事務を全て代わって行うことは現実的で

はなく、一定の限界があることにも留意しつつ、都道府県の補完を行う

必要性を検討する上での判断要素や都道府県の補完の対象となる事務
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及び補完の方法等の考え方を整理する必要がある。

(b)-1 都道府県の補完を行う必要性を検討する上での判断要素 

 小規模な市町村であることや連携中枢都市等から相当距離があるこ

と、何らかの事情により市町村間の広域連携を行うことができなかった

こと等、客観的要素を満たしていれば都道府県の補完を行うということ

ではなく、市町村と都道府県の合意が必要であることが前提となる。

 都道府県の補完は、市町村の申出等により、市町村の状況に応じて、

市町村と都道府県が協議して行うこととすべきである。その際、都道府

県は、当該市町村の状況に鑑み、当該市町村を包括する都道府県として

積極的に対応することも考えられる。

 結果として、同じ都道府県内であっても、市町村ごとに補完される事

務が異なることは、許容されるべきである。

(b)-2 都道府県の補完の対象となる事務及び補完の方法 

 市町村の事務について都道府県が補完を行おうとする際、都道府県に

当該事務を処理する体制が必要である。

 道路等のインフラ、地域振興、地域保健、職員研修等の総務事務、法

律で市町村に義務付けられている計画策定等のように、都道府県も同種

の事務を処理している場合は、都道府県は事務を処理する体制を整えや

すいことから、比較的補完が容易に行うことができる。

 介護保険や義務教育等のように、都道府県は関連する事務を市町村と

分担して処理している場合は、都道府県において、職員の育成等、事務

を処理する体制を整備するために一定の時間を要する。

 さらに、住民基本台帳や戸籍等のように、都道府県が主たる事務を分

担していない場合は、職員の育成等、事務を処理する体制を整備するた

めに必要なコストが大きいことから、補完の事務として適当かどうか慎

重に検討する必要がある。

 補完の対象とする事務については、都道府県と市町村との事務分担の

違いによって補完の実施の困難度が異なること等を踏まえ、市町村の人

口減少を見通しながら、計画的に考えることが望ましい。

 なお、都道府県の補完によって、かえって調整に時間を取られてしま

うことがないように留意する必要がある。

 補完の方法としては、平成２６年の改正地方自治法により新たに設け

られた連携協約や事務の代替執行も含め、事務の共同処理の仕組みを地
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域の実情に応じて活用することが重要である。

 具体的には、都道府県が補完を行うために都道府県の出先機関を各市

町村に新たに置くことは現実的ではなく、例えば、都道府県の出先機関

の職員が市町村職員と執務スペースを共有化することや、補完の対象と

なる市町村に定期的に訪問すること等が考えられる。

 都道府県の補完の方法については、事務の態様や地理的条件に応じて、

効率的かつ効果的な方法を工夫することとすべきである。

(2) 三大都市圏 

① 基本的な認識

 三大都市圏は、国際競争が激化する中で、日本全体の経済を牽引する極

めて高次な都市圏域である必要がある一方、総じて出生率が低く、地方圏

を上回る急速な高齢化の進行や、単独世帯の高齢者が急増することが予想

される。 

 加えて、人口急増期に集中的に整備した公共施設の老朽化が進み、一斉

に更新時期を迎えることが予想される。 

 特に、郊外部においては、生産年齢人口の減少や急速な高齢化に伴い行

財政運営上、深刻な状況が予想されることを強く認識する必要がある。 

 以上のように、人口減少がもたらす影響は、三大都市圏においてより急

激であり、より厳しい状況に直面する。 

 しかしながら、三大都市圏においては、上述のような危機意識が十分で

あるとは言えない。三大都市圏が、国際的な競争力を保ちつつ、生活環境

を改善するためには、三大都市圏が圏域として人口減少社会にどのように

対応するのかを検討する必要がある。 

 現在、九都県市首脳会議や関西広域連合といった既存の任意の枠組みが

存在するが、これらの既存の枠組みも活用しながら、三大都市圏の地方公

共団体が共同して、三大都市圏における人口減少社会への対応を検討すべ

きである。 

② 市町村間の広域連携

 人口減少社会に的確に対応するためには、三大都市圏の中で協力体制を

構築しつつ、市町村間の広域連携を適切に行うことが求められる。 

 三大都市圏は、地方圏よりも交通機関が発達しており、他の市町村との

役割分担を大胆に行って、他の市町村と相互補完関係を築きやすい。三大

都市圏の市町村においては、メリハリの効いた市町村間の広域連携が行わ

－100－



れることが期待される。また、三大都市圏においては、地方圏に比べ、市

町村合併が進んでおらず、市町村間の広域連携をより進めるべきである。 

 三大都市圏は、規模・能力は一定以上あるが昼夜間人口比率が１未満の

都市が圏域内に数多く存在するため、地方圏のように、核となる都市と近

隣市町村との間の連携ではなく、水平的・相互補完的、双務的に適切な役

割分担を行うことが有用である。 

 広域連携は自律的に調整されていくことが基本であるが、現状において

は、三大都市圏において水平的・相互補完的、双務的に適切な役割分担に

基づく広域連携が十分に進捗しているとは言いがたい。 

 公共施設等総合管理計画の策定や市町村の境界における福祉サービス

のあり方等の議論をきっかけに、水平的・相互補完的、双務的に適切な役

割分担に基づく広域連携を進めることが有用である。 

 人口減少がもたらす影響は三大都市圏においてより急激であり、より厳

しい状況に直面することから、三大都市圏の都道府県は、市町村に対し的

確に助言や支援等を行い、広域自治体として、市町村間の広域連携を積極

的に推進すべきである。 

(3) 東京圏と地方圏 

① 基本的な認識

三大都市圏の中でも、東京圏のみが大幅な転入超過であること等から、

特に東京圏から地方圏への人口移動の促進を検討する必要がある。 

東京圏の一極集中は、多角的な観点から対策を講ずる必要があるが、連

携中枢都市圏等をはじめとする地方圏における地域の活性化や行政サー

ビスの持続可能な提供に資する取組は、東京圏から地方圏への移住や移住

を促すための交流（以下「移住・交流」という。）を下支えすることにな

る。 

 地方公共団体は、これらの取組を着実に実施しつつ、移住・交流を推進

するために必要な方策を講じていくことが求められる。 

② 移住・交流の促進

 移住・交流を促すため、東京圏に住む人々が地方圏との絆を維持するた

めの方策として、複数の住所を有することができることとするのは選挙権

等の関係から無理があるが、地方圏にある市町村がつながりのある者を把

握し、定期的に情報を提供することや地域の課題について意見を求めるこ

と等の工夫を行うことは可能である。 
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 ただし、このような仕組みを設ける際は、居住移転の自由を制約するも

のとならないよう留意する必要がある。

 地方圏との情報の交流や実際の交流を繰り返す中で、地方圏での生活を

徐々に体験しながら、いわゆる二地域居住を経て移住を進める方法や、二

地域居住をする者の生活を支援する目的で、地方公共団体が、公の施設等

の住民に対する行政サービスについて住民以外の者にも利用を広げる方

法もある。 

 「地域おこし協力隊」のように、住民票を地方圏に移した上で地方圏で

の生活を体験してもらう方策については、移住を段階的に推進する観点や

外部の有為な人材を確保する観点から有用であり、引き続き推進すべきで

ある。 

 受け入れる地方圏の地方公共団体は、新しい人材が地域経営に参画する

ことや、新しい提案を受け入れる土壌を作る必要がある。 

２ 外部資源の活用による行政サービスの提供 

(1) 基本的な認識 

① 外部資源の活用の方向性

 外部資源の活用としては、民間委託を進めていくことが有力な手段の一

つと考えられるが、これまで民間委託については、単純定型的業務を中心

に活用が進められ、近年は、市町村において、いわゆる窓口業務のうち法

令に基づく申請の受付等の定型的業務についても活用することが新たに

始まっている。

 しかしながら、窓口業務のように、一部に審査や交付決定等の公権力の

行使が含まれる場合には、一連の事務の一括した民間委託等、効果的な委

託が困難であることから、民間委託を行いづらい状況にある。

 窓口業務については、住民の権利義務に関する行政の事務処理の基礎と

なる事務が含まれるものであるが、市町村による強い関与が担保されてい

れば、市町村が直接執行する必要は必ずしもなく、効率的かつ効果的な行

政サービスの提供が可能となる場合には、公権力の行使にわたるものを含

めた包括的な業務について外部資源を活用して処理できるようにするこ

とが必要である。その際には、当該業務の性質や範囲、処理主体のガバナ

ンスや市町村の関与のあり方等を総合的に検討し、適切に執行されるよう

な仕組みとすべきである。

なお、外部資源を活用した場合において、処理が困難な事務や、政策の
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企画立案に直結するもの等の市町村職員の関与が特に重要なものについ

ては、外部資源と市町村の間で適切な連携が必要である。

② 外部資源の共同活用

 市町村間の広域連携が可能な地域においては、現行の事務の共同処理の

方法に加えて連携手法の選択肢を増やすため、業務執行について、外部資

源を活用し、かつ、共同で行える環境を整備すべきである。

 市町村間の広域連携が困難な地域においては、都道府県の補完が一つの

方策であるが、都道府県の補完を行うためには時間を要する事務やコスト

が高くなる事務については、事務の共同処理以外の方法として、外部資源

を活用することも考えられる。 

 他方、市町村間の広域連携が困難な地域においては、事務量が少ないこ

とから、単独で外部資源を活用しては外部資源の確保が困難であることを

踏まえ、共同で外部資源を活用する必要がある。  

(2) 地方独立行政法人の活用 

 上述の観点を踏まえると、窓口業務のように、公権力の行使にわたるも

のを含めた包括的な業務について外部資源を活用する場合には、指定法人

や一部事務組合等とは異なり、市町村が業務や組織に対して強く関与する

ことができ、かつ、具体的な業務執行は法人の自主性・自律性に委ねられ、

迅速な意思決定や、業務のノウハウの蓄積、職員の専門性の確保、柔軟な

人事運営等のメリットが期待できる地方独立行政法人の活用を制度上可能

とすることも、選択肢の一つとして考えられる。

 加えて、地方独立行政法人を地方公共団体が共同で活用することも考え

られる。例えば、市町村間の広域連携が可能な地域においては、連携中枢

都市等が設立した地方独立行政法人に、近隣市町村が特定の事務を処理さ

せる方法も選択肢の一つとして考えられる。

  また、市町村間の広域連携が困難な地域においては、地方公共団体が共

同して設立した地方独立行政法人に、特定の事務を処理させる方法も選択

肢の一つとして考えられる。

第３ 適切な役割分担によるガバナンス 

１ 長 
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(1) 基本的な認識 

 地方公共団体における事務処理が適切に実施され、住民の福祉の増進を

図ることを基本とする組織目的が達成されるよう、事務処理の主体である

長自らが、行政サービスの提供等の事務処理上のリスクを評価及びコント

ロールし、事務の適正な執行を確保する体制（以下「内部統制体制」とい

う。）を整備及び運用することが民間企業と同様に求められる。 

 地方公共団体についても、内部統制を制度化し、その取組を進めること

により、①事務処理の適正性の確保が促されること、②マネジメントの強

化、③監査委員の監査の重点化・質の強化・実効性の確保の促進、④議会

や住民による監視のための必要な判断材料の提供等の意義が考えられる。 

(2) 内部統制のあり方 

① 内部統制体制の整備及び運用の責任の所在

 長と議会の二元代表制の下において、地方公共団体の事務を適正に執行

する義務と責任は、基本的に事務の管理執行権を有する長にあることから、

内部統制体制を整備及び運用する権限と責任は長にあると考えるべきで

ある。 

 人口減少社会において資源が限られる中においては、地方公共団体の事

務処理に当たり、外部資源の活用が重要な選択肢となっていくが、当該外

部資源に地方公共団体が出資する等して一定の関係がある場合には、地方

公共団体と同様に内部統制の取組を促していくことにより、事務処理の適

正性を確保すべきである。 

② 評価及びコントロールの対象とすべきリスク

 内部統制体制の整備及び運用を進めるに当たっては、地方公共団体の組

織目的の達成を阻害する事務処理上の様々なリスクのうち、内部統制の対

象とするリスクを的確に設定することが重要である。 

 内部統制の対象とするリスクは、内部統制の取組の段階的な発展を促す

観点も考慮して、地方公共団体が最低限評価すべき重要なリスクであり、

内部統制の取組の発展のきっかけとなるものをまず設定すべきである。 

 具体的には、財務に関する事務の執行におけるリスクは、影響度が大き

く発生頻度も高いこと、地方公共団体の事務処理の多くは予算に基づくも

のであり明確かつ網羅的に捕捉できること、民間企業の内部統制を参考に

しながら進めることができること等から、当該リスクを最低限評価するリ

スクとすべきである。 
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 財務に関する事務に伴うリスク以外のリスク（例えば、情報の管理に関

するリスク）についても地方公共団体の判断により内部統制の対象とする

ことが考えられる。 

 最低限評価するリスクの設定については、地方公共団体が置かれている

環境の変化や、内部統制体制の整備及び運用状況を踏まえて、随時、見直

しを行うべきである。 

③ 内部統制体制の整備及び運用のあり方

内部統制体制の整備及び運用の権限と責任を有する長が、組織の内外

にその方針を明確にするため、長が内部統制体制の整備及び運用に関す

る基本的な方針を作成し、公表することが必要である。 

 内部統制体制を具体的にどのように整備及び運用していくかについて

は、長が、個々の地方公共団体の組織規模や特性等を考慮して、適切に判

断し、創意工夫を図ることが重要である。 

 また、内部統制体制について不断の見直しを行う観点から、長は、その

運用状況を自ら評価し、その評価内容について監査委員の監査を受ける必

要がある。加えて、長は、その評価内容と監査結果を議会に報告するとと

もに、それらを公表して住民への説明責任を果たす必要がある。 

④ 内部統制の制度化にあたっての留意点

 内部統制の制度化は、地方公共団体の事務の適正化に向け、業務が大き

く改善する期待がある一方、非定型業務への対応が困難な場合もある等、

一定の限界があることにも留意し、内部統制への過大な期待により、コス

トと効果が見合わない過度な内部統制体制の整備につながらないように

すべきである。 

⑤ 内部統制体制の整備及び運用の具体的な手続き等の制度化について

 全ての地方公共団体の長には内部統制体制を整備及び運用する権限と

責任があることは制度的に明確化すべきであるが、内部統制体制の整備と

運用のあり方については規模等によって多様と考えられることから、当該

多様性を踏まえて、具体的な手続き等を制度化すべきである。 

 都道府県や指定都市等、組織や予算の規模が大きく、制度化された場合

に対応可能と考えられる大規模な地方公共団体は、長に内部統制体制を整

備及び運用する権限と責任があることは制度的に明確化した上で、具体的

な手続きも制度化すべきであり、その運用を通じた結果として、内部統制
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体制の整備及び運用の標準となるモデルが確立していくことが期待され

る。 

上記以外の地方公共団体については、長に内部統制体制を整備及び運用

する権限と責任があることは制度的に明確化した上で、具体的な手続きに

ついては、都道府県や指定都市を参考にしつつ、各地方公共団体で工夫を

することとすべきである。 

特に、小規模な市町村については、具体的な手続きや取組内容等につい

て国や都道府県が必要な情報提供や助言等を行っていくべきである。 

２ 監査委員等 

(1) 基本的な認識 

 地方公共団体の事務処理の適正性の確保の要請に的確に対応するととも

に、これまでの地方制度調査会の答申や、平成２０年次からの会計検査院

の検査による地方公共団体の不適正な予算執行が指摘されたことも踏まえ、

現行の監査制度をより有効に機能させるための制度改正が必要である。

 監査委員は、長による内部統制体制の整備及び運用の状況をチェックす

るとともに、その結果を踏まえた監査を実施することにより、リスクの高

い分野の監査を集中して行う等、専門性の高い部分に重点化した監査を行

うことが可能となる。 

 これらを踏まえ、地方公共団体全体の資源が限られる中で、監査による

監視機能を高めるため、監査の実効性確保のあり方、監査の独立性・専門

性のあり方、監査への適正な資源配分のあり方について、必要な見直しを

行うべきである。 

(2) 監査の実効性確保のあり方 

① 統一的な監査基準の必要性

 現行の監査制度においては、監査の目的や方法論等の共通認識が確立さ

れておらず、監査基準に関する規定が法令上ないことから、それぞれ独自

の監査基準によって、あるいは監査委員の裁量によって監査を行っている

ことにより、判断基準や職務上の義務の範囲が不明確となっている。 

 このため、監査を受ける者にとっては、監査結果についてどのように受

け止めるべきかが明確ではなく、監査の成果を十分に生かせておらず、住

民から見ても分かりにくい状態になっている。 

こうしたことを踏まえると、一般に公正妥当と認められるものとして、
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監査を実施するに当たっての基本原則や実施手順等について、地方公共団

体に共通する規範として、統一的な基準を策定する必要がある。 

 その場合、地方公共団体は、統一的な監査基準に従って監査を実施する

こととするが、当該監査基準の内容については、地方分権の観点から、国

が定めるのではなく、地方公共団体が、専門家や実務家等の知見も得なが

ら、共同して定めることが適当である。 

② 監査委員の合議が調わない場合の措置

 監査委員の合議が調わない場合、監査結果の決定ができないことになる

が、監査の透明性を高める観点から、合議に至らない場合でも、監査の内

容や監査委員の意見が分かるようにする必要がある。 

③ 監査結果の効力

 現行では、監査を受けた者が、監査の結果を参考として措置を講じた場

合には監査委員に通知する義務がある一方、措置を講じなかった場合には

何ら義務がないため監査の結果に対する対応が不明確となることから、監

査の結果が有効に生かされるよう、必要に応じて監査委員が必要な措置を

勧告できるようにし、これに対して、監査を受けた者が説明責任を果たす

ような仕組みが必要である。 

(3) 監査の独立性・専門性のあり方 

① 監査の独立性を高める方策

現在、監査委員は、長が議会の同意を得て選任することとされているが、

監査委員の選任方法を公選とした場合、監査委員として専門的な能力を有

する人材の立候補が期待できるのか、また、議会による選挙とした場合、

実質的なメリットがあるのか、その場合の監査委員の制度的な位置付けを

どのように考えるのかといった課題もあることから、慎重に考えるべきで

ある。 

 監査主体の独立性とは、監査を受ける者から独立して監査機能を発揮す

ることであると考えれば、外部監査制度の充実や外部の専門的知見の活用

等、外部の視点からの監査を充実することや、監査の実施に当たっての監

査委員の権限を拡充することによって、監査の独立性の向上に繋がると考

えられる。 

② 監査委員等の専門性を高める方策
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 選任された監査委員やそれを支える監査委員事務局、外部監査人に必要

な専門性を担保していく必要があることから、外部から見ても専門性を有

していることを分かりやすくすることも踏まえて、監査の実施に当たって

必要な専門性を高めるための研修制度を設けることが必要である。 

 さらに、専門性の高い外部の人材の活用という観点から、監査委員が、

特定の事件につき専門委員を任命できるようにする必要がある。 

(4) 監査への適正な資源配分のあり方 

① 基本的な考え方

 監査制度の充実強化のための方策を実現する上で、監査にかける資源に

も限りがある中で、より有効な監査を効率的に実現するためには、議会の

監視機能との関係も踏まえ、監査委員等への資源配分を適正にする観点か

ら、必要な見直しを行うべきである。 

② 議選監査委員のあり方

 議選監査委員は、実効性ある監査を行うために必要という考え方で導入

されたものであるが、監査委員はより独立性や専門性を発揮した監査を実

施するとともに、議会は議会としての監視機能に特化していくという考え

方から、各地方公共団体の判断により、監査委員は専門性のある識見監査

委員に委ね、議選監査委員を置かないことも選択肢として設けるべきであ

る。 

③ 監査執行上の工夫

 監査資源が限られる中、効率的かつ効果的な監査を行うため、監査委員

監査のうち、外部の専門的知見を活用することが効果的なものは外部に委

ね、監査委員はより監査資源を投入したい監査に重点を置くことが考えら

れる。 

④ 外部監査制度のあり方

 包括外部監査は、監査委員の監査を外部の目から補完する観点から有用

であることから、条例により導入する地方公共団体が条例で頻度を定める

ことができるようにすることにより、包括外部監査制度導入団体を増やし

ていくことが必要である。 

 また、適切なテーマ選定に資するよう地方公共団体を巡る課題について

の情報提供を行う等、包括外部監査人をサポートする仕組みや、包括外部
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監査人に対する研修制度の導入により、その監査の質を更に高める必要が

ある。 

 個別外部監査については、専門性を発揮することが期待されるが、監査

委員の専門性を高めるための仕組みを設ける場合には、その役割は小さく

なっていく。 

 このため、個別外部監査について、導入を促進するという観点から条例

の制定を不要とすることについては、監査委員監査の充実強化の成果を踏

まえ、慎重に検討する必要がある。 

⑤ 監査委員事務局の充実

 監査委員を補助する監査委員事務局の充実策として、専門性を有する優

秀な人材の確保や研修の充実を効率的・効果的に行うための方策を講ずる

必要がある。 

 また、市町村が連携して事務局の共同設置を行うことも有効な方策であ

る。 

⑥ 全国的な共同組織の構築

 監査資源が限られる中で、効率的・効果的に、監査委員等の専門性が確

保され、監査の品質向上が図れるようにするためには、地方公共団体に共

通する監査基準の作成や、研修の実施、人材のあっせん、監査実務の情報

の蓄積や助言等を担う、地方公共団体の監査を全国的に支援する共同組織

の構築が必要である。 

  この場合、小規模な市町村等からの求めがあるときは、その監査の支援

を当該共同組織が行うことも考えられる。 

３ 議会 

(1) 基本的な認識 

 人口減少社会において増大する合意形成が困難な課題について民主的に

合意形成を進めていく上で、議会の役割は重要である。 

 地方分権改革の進展に伴い、これまで議会の権限や自由度の拡大に資す

る制度改正が積み重ねられており、議会運営において自主性を発揮できる

環境が整ってきている。 

 そのような環境の中で、議会は、内部統制体制や監査委員の監査等が十

分に機能しているかどうかをチェックするとともに、内部統制体制の整備

－109－



及び運用や監査委員の監査の監視機能の強化等の状況や地域の実情を踏ま

え、政策の有効性やその是非についてのチェックを行う等、議会は議会と

しての監視機能を適切に発揮すべきである。 

 他方、市町村合併等の影響もあり、議員数が減少している一方、投票率

が低下し、無投票当選の割合が増えていること等にみられるように、議会

に対する住民の関心が大きく低下しており、議員のなり手不足が深刻化し

ている。 

 また、政務活動費の使途の問題等により、一部の議員の資質や活動に批

判の目が向けられるとともに、議会のあり方が問われる等、議会及び議員

に対する住民の信頼確保が大きな課題となっている。議会が議会としての

監視機能を適切に発揮するためには、そもそも住民からの信頼が確保され

ていることが前提であることを十分に認識した各議会や議員の不断の取組

が求められる。 

 以上を踏まえ、団体意思を決定し、執行機関を監視する役割等を担う議

会が、人口減少社会においてその役割をこれまで以上に十分に果たすため

には、議会制度や議会運営のあり方、議員に求められる役割及び幅広い人

材の確保という観点から、方策を講じる必要がある。 

(2) 議会制度や議会運営のあり方 

① 議会招集

 議会の招集については長に専属する原則を維持しつつ、長が臨時会を招

集しないときは議長が招集することができるよう法的措置が講じられる

とともに、通年会期制の導入がなされ、議会側が必要と認めるときに随時

の議会開催が可能となっている。このような制度を、住民の信頼確保とい

う観点も踏まえて、必要に応じて活用していくことが重要である。 

② 議決事件の対象

 議決事件の対象の拡大は、相当程度行われてきているところではあるが、

議会が団体意思決定機能や政策形成機能、監視機能を効果的に発揮するた

め、地方自治法第９６条第２項に基づき、地方公共団体の基幹的な計画等

を議決事件に追加する等の取組を積極的に進めることが必要である。 

③ 予算審議

 現在、議会には長の予算提案権を侵害しない範囲で予算の修正が認めら

れているが、予算については長に提案権が専属していることから、議会に
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よる予算提案権の更なる修正については慎重に検討していくべきである。 

④ 決算審議

 監査委員の専門性等が向上し、議会が議会としての監視を行う役割を明

確化する中で、監査委員の意見が付された決算を議会が審議した結果、決

算認定をしなかった場合については、議会が長に対し指摘した問題点につ

いて長が説明責任を果たす仕組みを設けることとすべきである。 

⑤ 議会活動に対する支援の充実

 議会がその役割を十分に果たすことができるよう、議会活動に関する議

員への研修の充実や、議会事務局職員の資質向上や小規模な市町村におけ

る議会事務局の共同設置を含めた議会事務局の体制強化や議会図書室の

機能向上が必要である。 

⑥ 情報発信

住民の信頼確保の観点から、議会活動に対する住民の理解を深めるため、

ホームページ等を通じた議会情報の提供や議案等に対する住民の意見聴

取、議会自らが行う議会活動の評価等、ＩＣＴを積極的に活用しつつ情報

発信等の充実を図っていくべきである。 

⑦ 意思決定過程への住民参加

公聴会、参考人、専門的事項に係る調査制度等の積極的活用を通じて議

会への住民参加の充実を図り、多様な民意を議会における審議・議決に反

映していくことが重要である。 

 また、住民への報告や住民との意見交換の実施等、議場外での住民参加

の取組を進めるべきである。 

⑧ 小規模な市町村における議会のあり方

 団体規模に応じた議会のあり方については、それぞれの地域の実情に合

わせた議会機能の充実・強化に努めていくべきである。 

 特に、小規模な市町村においては、議員数が少なく、議会事務局の支援

体制が小規模であること等により議会機能を十分に発揮することが難し

い状況もあることから、住民参加等により議会機能を補完する必要がある。 

 議会事務局の共同設置は制度上認められているが、取組は進んでいない。

小規模な市町村で単独での議会事務局の充実が困難な場合等においては、
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議会事務局や議会図書室の共同設置等を図るべきである。 

(3) 議員に求められる役割 

① 議員の位置付け・役割の明確化

議員の位置付けやその職責・職務を法制化すべきとの意見があるが、法

制化に伴う法的効果等を踏まえると不要ではないかとする意見もあり、今

後の議員活動の実態等も踏まえ、引き続き検討すべきである。 

② 議員活動の透明性の確保

 議員活動の透明性の確保については、住民の信頼確保の観点からも、政

務活動費の使途を含めた議員活動の状況について、各議員はより一層、住

民への説明責任をさらに果たすための取組を進めていくべきである。 

(4) 幅広い人材の確保 

① 議会や議員への理解

 議員のなり手不足の要因の一つとして、住民から議会や議員の活動が適

切に認識されておらず、議会の存在意義が十分に理解されていないことが

考えられる。 

そのためにも、情報発信の充実や意思決定過程への住民参加、議会や議

員活動の透明性向上等、議会や議員の活動に対する住民の理解や信頼を高

めていくための継続的な取組が求められている。 

② 多様な人材の参画

 また、議員のなり手不足を解消するため、少数だが高報酬の議員で構成

される議会とすることも考えられるが、この場合、住民の多様な意見を反

映させることが課題となる。 

 他方、住民の構成と比較して女性や６０歳未満の割合が極めて低い現状

の議員の構成が、自らの属性とは異なると考える住民の立候補をしにくく

させており、このことが、なり手不足の原因の一つと考えられる。 

その解消のためには、多様な人材が議員として議会に参画することをし

やすくする取組が必要である。 

 例えば、多様な人材が議員として活動することを容易にするため、夜

間・休日等の議会開催、通年会期制の活用等、より柔軟な議会開催等の工

夫が必要である。 
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③ 立候補に伴う各種制度の整備

 例えば、立候補に伴う休暇を保障する制度や休職・復職制度等の導入に

ついては、勤労者等の立候補や議員活動を容易にするための環境整備を進

める観点から有効な方策の一つと考えられることから、企業をはじめとす

る関係者の負担等の課題も含めた労働法制のあり方にも留意して検討す

る必要がある。 

 また、公務員の立候補制限の緩和や地方議会の議員との兼職禁止の緩和

についても、多様な人材が議員として議会に参画する上で有効な方策の一

つと考えられることから、公務員の職務の公正な執行や職務専念義務等の

課題も含めた公務員法制のあり方にも留意して検討する必要がある。 

４ 住民 

(1) 基本的な認識 

 住民は、地方公共団体の事務処理が適正に行われていることをチェック

する重要な主体であり、とりわけ、上述の長、監査委員、議会等の役割分

担に基づく体制が有効に機能しているかどうかを住民がチェックできるよ

うにすることが重要である。 

 そのためにも、それぞれの長、監査委員、議会等が行おうとするチェッ

クの方針や、それぞれが行ったチェックの結果等については、公表等によ

り、透明性を確保することが必要である。 

 例えば、長が内部統制体制の整備及び運用に関する基本的な方針やその

運用状況の評価について公表することや、監査について統一的な監査基準

を作成することや監査結果に基づき監査委員から勧告を受けた場合に長が

説明責任を果たす仕組みを導入すること、議会が自らの活動の情報発信を

推進すること等については、透明性を確保するための具体的な方策と考え

られる。 

 住民訴訟制度については、住民自らが地方公共団体の財務の適正性の確

保を図ることを目的として、住民監査請求を経た上で、違法な財務会計行

為等について訴訟を提起できる仕組みであるが、今回、長、監査委員、議

会、住民が連携して地方公共団体の事務処理の適正性を確保する体制を強

化する見直しを全体として行うこととあわせて、住民訴訟制度等を巡る課

題を解決するための見直しが必要である。 

(2) 住民訴訟制度等の見直し 
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① 住民訴訟制度等を巡る課題

 住民訴訟については、不適正な事務処理の抑止効果があると考えられる

が、一方で、４号訴訟における長や職員の損害賠償責任について、平成

２４年各最判の個別意見等においては、長や職員への萎縮効果、国家賠償

法との不均衡や損害賠償請求権の放棄が政治的状況に左右されてしまう

場合があること等が指摘されている。 

（※）平成 24年各最判： 
・最判平成 24年 4月 20日民集 66巻 6号 2583頁（神戸市） 
・最判平成 24年 4月 20日裁判集民事 240号 185頁（大阪府大東市） 
・最判平成 24年 4月 23日民集 66巻 6号 2789頁（栃木県さくら市） 

② 長や職員の事務処理への影響

 地方公共団体からは、財務会計行為の先行行為や非財務会計行為が違法

とされたときに厳しい過失責任が認められている場合があることや、長は

最少経費原則（地方自治法第２条第１４項、地方財政法第４条第１項）等

裁量逸脱の違法の有無を事前に判断することはできないこと、職員は政策

判断として決定した事項について明らかに違法でない限り職務命令に従

わざるを得ないこと等から厳しい過失責任を問われることがある等の指

摘がある。 

 これらについては、最高裁は、住民訴訟で職員が賠償責任を負うのは先

行行為に看過しがたい瑕疵がある場合等に限られるとしていることや、裁

量は広範に認める傾向にあることから、萎縮する必要はないとの考え方も

あるが、裁判所の判断は事後的なものであることや、住民訴訟は組織の責

任を個人の責任として追及するものである以上、長や職員への萎縮効果は

払拭されない現実を受け止める必要もあるとも考えられる。 

 また、住民訴訟を通じて過失責任が問われるからこそ地方公共団体が行

き過ぎた施策を講じることの歯止めになっているとの考え方もあるが、人

口減少社会において資源が限られる中で創意工夫をこらした施策を講じ

ることが求められる中で、当該萎縮効果により本来行うべき施策も行わな

いことになってしまうことは問題であるとする考え方もある。 

③ 国家賠償法上の求償権との関係

 地方公共団体の長や職員が違法な行為により地方公共団体に損害を生

じさせた場合の損害賠償責任の要件が故意又は過失であることに対し、国

家賠償法に基づく公務員個人への求償責任の要件は故意又は重過失とな

っていることとの均衡がとれていないとの指摘がある。 
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 このことについては、あらゆる行政活動が対象になる国家賠償法と財務

会計行為が対象になる住民訴訟とは異なることから、当該不均衡を考慮す

る必要はないとの考え方もあるが、長や職員が行政活動の結果として地方

公共団体に損害を生じさせた場合に負う損害賠償責任は、国家賠償法に基

づく公務員個人への求償責任と同様に、団体が長や職員といった個人に対

して金銭の支払いを請求するものであるという点において変わりはない

という考え方もあり、国家賠償法との関係について一定の配慮が必要であ

るという考え方もある。 

④ 議会による長や職員の責任の免除

 地方公共団体が長や職員に対して有する損害賠償請求権の放棄の実体

的判断は議会の裁量権に委ねられているが、議会は、その判断が政治的関

係に影響を受けて客観性や合理性が損なわれ、裁量権の逸脱又は濫用とな

ることのないようにすることが求められている。 

 特に、住民訴訟において長や職員に対する損害賠償請求権の有無が争わ

れている間に当該権利を放棄することは、長や職員の賠償責任の有無につ

いて曖昧なまま判断することとなる問題がある。 

⑤ 見直しの方向性

 これらのことを総合的に勘案すると、全体のガバナンスの見直しにより

不適正な事務処理の抑止効果を高めるとともに、長や職員の損害賠償責任

については、長や職員への萎縮効果を低減させるため、軽過失の場合にお

ける損害賠償責任の長や職員個人への追及のあり方を見直すことが必要

である。 

同時に、不適正な事務処理の抑止効果を維持するため、裁判所により財

務会計行為の違法性や注意義務違反の有無が確認されるための工夫や、４

号訴訟の対象となる損害賠償請求権の訴訟係属中の放棄を禁止すること

が必要である。 

また、４号訴訟において長や職員個人に損害賠償請求を認める判決が確

定した後は、裁判所の判断を前提とした上で損害賠償請求権の放棄が客観

的かつ合理的に行われることに資するよう、損害賠償請求権を放棄する場

合に監査委員等の意見の聴取を行うことが必要である。 
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平成 26 年 6 月 2 日開催 

第 31 次地方制度調査会第 2 回専門小委員会提出資料 

平成 26 年 6 月 2 日 

地方制度調査会における重点検討項目について 

全国都道府県議会議長会 

全 国 市 議 会 議 長 会  

全国町村議会議長会  

１ 地方議会議員の法的な位置付けを明確にするため、地方議会議員の責務を地方自治法上に

規定することについて 

(提案趣旨) 

住民の代表者としての責務(住民意思の把握等の活動も含む)、住民全体の奉仕者とし

ての責務及び合議体の構成員として議会の機能を遂行する責務を議員の職責として掲

げることにより、公選職としての議員の位置付けを地方自治法上明確にするとともに、議

員の活動基盤の整備を図ることについて検討。 

２ 議長に議会招集権を付与することについて 

(提案趣旨) 

二元代表制の理念に則り、議会が自律的に活動を開始する制度について検討。 

３ 契約の締結、財産の取得・処分の議決対象の条例で定めることができる範囲について 

(提案趣旨) 

議会の監視機能を強化するため、議決を要する契約の種類・金額、また財産の取得・

処分に係る面積・金額要件について、各自治体で独自に条例で定めることができることと

することについて検討。 

4 予算修正権の制約について 

(提案趣旨) 

議会の政策提案機能を充実させるため、現在、長の予算提案権を侵害してはならない

とされている予算修正権の制約を見直すなど、議会の予算に対する影響力を強化するこ

とについて検討。 

5 決算不認定の場合の首長の対応措置について 

(提案趣旨) 

議会の決算審査の活性化に資するため、決算不認定の場合の首長の対応措置につ

いて検討。 

資料５ 
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第３回 

 

・広域連携と自治体内分権について 

 

・団体自治について 
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２１世紀地方自治制度についての調査研究会（平成２７年度） 

（第３回）議事要旨 

 

１ 日 時  平成２７年１月２２日（金）１７：００～ 

 

２ 場 所  （一財）自治総合センター 大会議室 

 

３ 出席者  秋田 典子   千葉大学大学院 園芸学研究科 准教授  

大江 裕幸   信州大学 経済学部 准教授  

木下 昌彦   神戸大学大学院 法学研究科 准教授  

西貝 小名都  首都大学東京大学院 社会科学研究科 准教授 

福岡 安都子  東京大学大学院 総合文化研究科 准教授  

渕  圭吾   神戸大学大学院 法学研究科 教授 

堀田 聰子   国際医療福祉大学大学院 医療福祉学研究科 教授

  

４ 議 題  ・広域連携と自治体内分権について 

       ・団体自治について 

 

５ 概 要  

 

広域連携と自治体内分権について 

 

（秋田委員から資料に基づき説明） 

 

○ 再独立のための住民投票を実施する際に設立された都市圏協議会が、どのような条件で

どのように意思決定に関与することができるかあらかじめ示した上で住民投票を実施し

たのか。 

 

○ 具体的には詳細に示されてはいなかったものと推察される。住民投票から再独立までの

２年間で、都市圏協議会の役割や権限が膨張したのではないかと思われる。旧モントリオ

ール市は広域行政が不可欠だという認識はある。ただ、独立の背景には、民族などの問題

もかなりかかわっており、かじ取りが難しい部分もあったため、このような組織をつくっ

たということだと思う。これに対して、独立した市はかなり不満を持っている。 

 

○ 地方自治の単位が目まぐるしく変わったことで、結局、都市計画との観点ではどちらが

望ましかったということがあるか。 

 

○ ディストリクトの規模が大きくなると全体の経済利益を追求する要素が働くので、都市

計画の観点から言うと、小さいほうがよりよい判断ができるという部分がある。一方、イ
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ンフラなどは広域で行った方がよいので、小さい中での開発許可などの話と両輪でやって

いくことが必要ではないか。日本の場合は、広域の協議をできる組織がほとんどないので、

それがいつも問題となっている。 

 

○ 広域だと大体経済的にメリットがある側に動く問題があるが、狭域にしてしまうと、迷

惑施設などをどこにも建てられなくなってしまう問題がある。ものによって、基本となる

決定する単位を変えていかないと都市計画はうまく進まないという部分がある。 

 

○ ハリファックスは、統計的な分析をして検討しているようだが、人口規模の他に、こう

いう仕事はこういう単位でやったほうがいいというような事務権限の観点から検討はし

ていたのか。面積についてはどうか。 

 

○ 面積は全く考慮しておらず、人口で分けているので、面積の差が非常に大きい。また、

仕事を広域で行うかコミュニティレベルで行うか、ということも、あまり厳密に議論して

いない。 

 

○ 地区ごとに一名の代表を送るということは、選挙制度の観点で見るとすれば小選挙区制

に分類されることになろうが、そうであるとすると、その地域内で少数派になってしまう

と利害が代表されにくいということになると思われる。英語圏住民が独立したといった話

が先にあったが、利害を共通にする住民の単位がディストリクトの単位の決定因になって

いるという要素はないのだろうか。 

 

○ カウンセラーと呼ばれる人は無給で、ボランティアである。具体的には、年配の連合自

治会長か、市議会議員になりたいから頑張っている若い人が多い。これらの人は、拾えな

い声を拾おうという努力はされているような印象がある。 

 

○ 迷惑施設のようなものは小さな単位だと決められなくなるため、大きな単位にしたほう

がいいと。逆に小さな単位で決めるべきものというのは、どういうものになるのか。また

それらを分ける基準はあるか。 

 

○ 商業系と住宅系だと思う。一方、例えば廃棄物処理とかをコミュニティでは議論できな

いので、コミュニティ・カウンシルという規模は超えてしまうと思う。これらを分ける考

え方として、「近隣」という考え方があると思われる。ハリファックスではディストリク

ト２万人ぐらいの範囲。日本の場合は、昔あった村は、いわゆる近隣の単位だったが、そ

れが合併してどんどん大きくなっているので、どの辺で決めればいいのかというのがわか

らないようになっているが、都市計画の分野での近隣やコミュニティは、概ね小学校区と

いう単位だと考えられている。 

 

○ カウンシル・ミーティングの議員は、いわゆる専門職的な議員なのか、ボランティア的
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な議員なのか。このケースの場合は、会議を夕方に開いているのでボランティア的な開催

方法に感じるが、人数が少ないので専門職的な議員のようにも感じる。 

 

○ 夕方にカウンシル・ミーティングを開催しているのは、ご近所のもめごとを裁くという

ＡＤＲ的な部分もかなりある。 

 

○ カウンシル・ミーティングは、６万人の都市で大体出席者３０名程度ということ、これ

は多いというイメージなのか。 

 

○ 活気はあった。カウンシル・ミーティングは近所の人たちが来るもので、見に来るもの

というより、何か意見がある人は意見を言いにくるというもの。このミーティングに行け

ば、カウンシラーに自分の意見が直接伝えられるので、自分の意思がちゃんと代表者に反

映されているということを認識できるよい場であると思った。 

 

○ ２００２年にモントリオール市が成立したときに、モントリオール市の解散や、反対す

る団体が抜ける手続について、最初の約束事はどうなっていたのか。 

 

○ 再独立が起こらないようにするための、コストをかけてバラを導入したのに、再独立が

起こってしまったのは、想定されていなかったことのようである。 

 

○ バラは、住民と政治が近いと感じ、ディストリクトは政治が遠くなる。バラと、ディス

トリクトと、この本質的な違いはどこから来るのか。 

 

○ バラは課税権以外、条例も決められるため、かなり独立的な存在になれるように設定し

ているところにあるのではないか。 

 

 

団体自治について 

 

（西貝委員から資料に基づき説明） 

 

○ 「制度設計における手がかりとなる議論の不活発」という状況を改善するためにはどう

したらよいか。 

 

○ 憲法学者が地方自治の本質は住民自治だと言ってしまっていることが、直接民主主義に

結びつきづらい要素を、憲法論として議論することを妨げているのではないか。法学的な

議論として、制度設計について議論する必要はないという見方も可能なのかもしれないが、

法人論でなければ、法学的な議論はできないという必然性はないので、別の枠組みをつく

っていったほうがいいのではないかと考えている。 
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○ 住民自治だけを中心的に考えるのではなく、団体自治についても新たな意味を見出して、

それを制度設計に生かしていく。そのことによって、新たな制度設計の可能性、その議論

を活発化していくということが可能ではないか。 

 

○ 補完性の原理は政治的意味の自治という枠に入るかもしれないが、団体自治か住民自治

かという分け方も別に必然的ではないという理解なので、組み立て直してもよいのではな

いか。 

 

○ 今まさに憲法改正の議論になる中で、地方自治の本旨を具体化するという議論があるが、

この研究というのはどう関係するのか。 

 

○ 仮に憲法を改正できたとしても、結局、具体的なところは解釈論に大きく委ねられると

いう状況が抜本的に変わるとは思えないので、９２条の地方自治の本旨の解釈論を展開す

るということが非常に難しくなる。 

 

○ 今の主流になっている住民自治を中心に議論して、ほとんど団体自治を捨象するような

改正後の憲法になった場合に、それでほんとうにいいのかという議論があり得るのか。 

 

○ ケルゼンは中間的な地方公共団体は単なる欺瞞であり、中央で民主制が実現されれば、

もう要らないと言っており、極端に言うと地方自治の否定というところに行く可能性もあ

る。そういう改正をした場合にはそういう問題も出てくると思う。 

 

○ 「地方自治の本旨」は、当時の内閣法制局長官が、ＧＨＱが提案したアメリカのチャー

ターを入れることに反発し、差し当たり地方自治の本旨という文言を入れたという研究も

ある。「地方自治の本旨」はドイツ流に理解するのは妥当ではなくて、むしろアメリカの

系譜があるのではないかという研究が最近強くなっている傾向はあると思う。憲法解釈の

方法について、日本国内での議論の法学継受のあり方や、戦前からの議論の系譜を大事に

している印象を受けた。一方で、戦後、つくられた日本の政治原理主義的とも言えるよう

な成立経緯を重視するという解釈論もある。 

 

○ １９世紀の法実証主義的な議論がその政治的な自治の概念だと言って排斥したのが英

米のセルフガバメント論だった。起草者意思からどこまで具体的な解釈論を導けるかは、

懐疑的であり、宮沢の議論では、美濃部以来の住民自治、団体自治という二元的なものと

して見た上で、そのうちの１つを選び取る形をとっていた。起草者意思が仮に住民自治だ

け考えるものであったとすると、アメリカはそもそも連邦制であり、現在の解釈において

もそれに絶対的に拘束される必要はないのではないか。 

 

○ 宮沢は、地方に任せると競争主義社会になって、自分さえよければいいという社会にな
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ること、日本は生存権など社会主義的な側面を採用したのであるから、そういう国家観に

ふさわしいのは中央集権的な国家であることを強調していると思う。一方で、杉原泰雄は、

宮沢とは対照的である。杉原はどちらかというと共産主義社会のようなものを目指した。

２人とも平等な社会の実現を目指すという法論理の一方で、そういうイデオロギー的な色

彩もかなり持っており、杉原は地方分権で、宮沢は中央集権だったと思う。 

 

○ 杉原は、小さなコミュニティでないと直接民主主義は成立し得ないから、どんどん規模

を狭くしていくことが民主的な自己決定の理念に沿うということで、分権化のほうに行っ

ていると思う。宮沢が中央集権化にいったのは、ケルゼンがそう言っているからなのでは

ないか。 

 

○ 多分それもあると思うが、一方で、社会国家化が地方分権を認めてしまうと、自分勝手

になってしまうことを明示的に論文の中で述べていたと思うが、その点はどうなのか。 

 

○ 宮沢と杉原は全く言っていることは違うにもかかわらず、法人論に対する敵意、消去主

義的に住民自治しかないというところで一致しており、それが通説らしき見た目になって

いるというのではないか。２人とも、言っていることは実質的には違うというのはそのと

おりだと思う。 

 

○ 平成１１年ころに、地方分権改革で、法人論的な団体自治を強調するような側面の改革

を行い、その中でようやく住民自治にフォーカスが当たってきたというような歴史観を持

っているが、今の地方分権改革の流れはどのように映るのか。 

 

○ この報告でフォーカスしたのは憲法学説の地方自治の本旨論というところに焦点を絞

っていたが、行政法は１９世紀の枠組みで進んでいるのではないか。地方分権改革の議論

は、地方自治の本旨論とは区別された議論だと思う。自治の本旨は住民自治だとなると、

行政法が構築してきた議論と憲法論が全くつながらない状況になっている。 

 

○ 第一次分権改革は戦略的に、地方分権というテーマを進めるために、まず団体自治のほ

うから手をかけていこうということでそうなったのではないか。住民自治のことばかりし

ていると、各省庁との調整が進まなかったのではないか。 

 

○ 住民自治強調は消去法的な話の結果であり、法学ではなく政治学や行政学の範囲におい

て地方自治の本旨の理解が深まり、研究が戦後深まった可能性があったのではないか。政

治学者の辻清明は地方自治の機能について国からプレッシャーをかけられないという意

味の「抑制」、地方の安定がないと国家が安定しないという意味の「媒介」、そして最後に

住民の「参加」の機能という言葉も使用しており、あまり住民自治というのを強調してい

なかったように感じられ、研究やネットワーク部分が育たなかったのではないか。 
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○ 抑制と媒介は、法人論が果たしていた役割で、君主主義原理と官僚主義的な国家の中で、

官僚主義的なパワーが及ぶのを中間的な団体が阻止するという全体的なバランスの観点

から団体論がつくられていた。戦後の議論において、住民自治の強調というのが非常に異

色だったにもかかわらず、今は通説として通っているという状況がある。 

 

○ 先に指摘された辻清明に通底する物の見方というのは実はケルゼン自身の中にもある。

即ちケルゼンは、地方自治として論じられていることの中には民主主義の要請と垂直的権

力分立の要請という二つの原理があると指摘しているのであって、同時代の地方自治論の

中で、歴史的由来や発想の異なる複数の潮流がもつれ合った状態にあることを見抜いてい

たということであろうと思う。 

 

○ 最後の住民自治への傾倒と同時に、制度設計における手がかりとなる議論の不活発とい

う状況というのは、本来はどういう議論がなされるべきで、なぜそれがなされてないのか。

現場としては、団体自治というのがかなりしっかりされていて、地方自治は住民自治の論

調というのは、意外な考え方だと受け取った。議論がなされるべきで、それをさせない力

がなぜ働いているのか。 

 

○ 法律と条例の関係、命令と条例の関係、憲法との関係、国際法との関係を法学的に詰め

て議論していくこと、及び、地方公共団体は国家の機関であるのかという機関論について

厳密に考えて説明していくことをケルゼンは行った。宮沢は法人格議論の否定というとこ

ろだけ受け継いでいるために、宮沢が受け継がないで終わった部分についてもっと議論を

進めていくということでいいのではないか。 
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団体自治について等 
首都大学東京 
西貝小名都 

1. 問題の所在 
 
	
 憲法九二条の「地方自治の本旨」の意味内容は、団体自治と住民自治であると説明されるの

が通例である。しかし、地方公共団体の存在根拠についての固有権説と伝来説の対立をめぐる

議論は、戦後いわゆる「制度的保障説」が通説化したことに加え、焦点が民主化に移ったこと

により、団体自治という概念そのものを問題とする議論はあまり見られなくなった。しかし、

現在の憲法学説における地方自治の本旨論はどこまで必然なのだろうか。 
	
 戦前、日本の団体自治論に大きな影響を与えた一人であるパウル・ラーバントと、（後に見る

ように）宮沢俊義を通じて戦後の団体自治論忘却に大きな影響を与えたハンス・ケルゼンの団

体自治論の概略を確認した上で、現在の「地方自治の本旨」論について簡単な検討を行ってみ

たい。 
	
 まず、2において、日本における戦前の「自治」理解についてみた上で、3で、この戦前の理
解が、ドイツ法実証主義運動において形成され、どのように勢いを失ったかを見る。4では、法
学的な団体自治理解が勢いを失うと同時に、日本に消極的な選択としての住民自治の強調がな

されるようになった経緯を確認する。 
 
 

2. 「法律上の自治」と「政治上の自治」 
	
 次に述べるように、団体自治と住民自治の概念は戦前から知られていた。その上で、法律上

の自治ないし団体自治に重きを置く傾向が主流であった1。 
 
Ø 美濃部達吉『日本行政法	
 上巻』、有斐閣、1936年。 

ü 自治行政 
「公共団体の行ふ所の行政を称して普通に自治行政（Selbstverwaltung）と謂ふ。以っ
て国の直接の行政たる官治行政に対するのである2」。 
 

ü 政治上の意義における「自治」 
広い意味：「凡て国の専任官吏でない一般人民が政治に参加すること3」 
「イギリスで自治（self-government）と謂って居るのは、主として此の意味に用いら
れて居る」。 
e.g. 地方行政についてのみならず、国の中央政治にもある。例えば、陪審制度。 
狭い意味：「専ら地方行政に付き、其の地方の人民が国の専任官吏に依って支配され

ず、其の自ら選んだ機関に依ってこれを処理し、又少くともこれに参加することを意

味4」する。 
 

ü 法律上の意義における「自治」 
「公共団体が国家の監督の下に自己の機関に依り自己の費用を以って、法律の認むる

限度に於いて、自己の事務として公の行政を処理する5」こと。 

                                                             
1 岸昌『地方自治の探求』、学陽書房、1961年、54-56頁等参照。 
2 美濃部達吉『日本行政法	
 上巻』、有斐閣、1936年、483頁。一部、旧漢字・カナ使いを現代
式に改めた。以下同様。 
3 同 483-84頁。 
4 同 484頁。 
5 同 485頁。 
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ü 法律上の意義における自治の強調 

法律上自治権の主体は、公共団体である。政治的意味における自治においては、人民

に与えられている権利は参政権の一種、つまり公務に参加しうることを内容とする権

利であるにとどまり、人民の行う公務それ自体は国の事務あるいは公共団体の事務で

あって、人民の権利の内容をなすものではない6。 
 
Ø 佐々木惣一『日本行政法総論』、有斐閣、1924年も同趣旨。 

「自治の概念を定むるに当たっては先ず之を解するの見地に政治上のもの及び法上のもの

の二あることを明にするを要す7」。「自治の政治上の概念は之を公民自治と云い、自治の法

上の概念は之を団体自治と云う。今行政法学上の研究を為すに当たっては法上の概念たる

団体自治の義に用う8」。 
 
 

3. 自治行政概念 
	
 戦前から日本にも輸入されている地方団体の「団体自治」概念の基礎となっているのは、一

九世紀ドイツで形成された自主行政概念である。 
 
3-1.	
 参加の契機 
Ø 一九世紀における、参加の契機を強調する自治行政（Selbstverwaltung）概念 

Lorenz von Stein, Rudolf von Gneist, Otto von Gierkeなど 
 
3-2.	
 法実証主義運動 
	
 一九世紀法実証主義ドグマの台頭により、参加の契機を強調する、それまでの自治行政概念

は勢いを失う9。これ以降の法律学説の注意は、厳密に法的な自治行政概念を展開することに注

がれた。この当時の議論の成果は、現代にもなお影響力を保ち続けている。 
 
3-3.	
 法的意味における自主行政と、政治的意味における自主行政 
	
 上記の法実証主義運動の流れの中で、戦前日本の学説における「二つの自治」論に決定的な

影響を与えたと考えられるのが、ロジンの下で述べる区別である。この、法的意味における自

己行政概念と、政治的意味におけるそれの区別は、日本における団体自治と住民自治の区別と

して今まで受け継がれている。すなわち、行政事務の執行に対する市民の参加を可能にし、強

化するという、もともと自己行政概念が有していたとされた含意は、政治的な自己行政概念と

して、法的自己行政概念からは排除された。他方、この区別によれば、法的自己行政概念が意

味するのは、公法的法人格が自己責任において行政を行いうるということであるとされる。 
 
Ø Heinrich Rosin 

ü 法的意味における自主行政と、俗に意味されるところの、政治的意味における自主行

政を区別した10。前者は、上位公共団体（Gemeinwesen）による下位団体の行政法人
格としての承認と定義される。自治行政概念にもともと含まれていた市民の参加的要

素は、法的な自治行政概念から切り離され、もっぱら政治的自治行政概念において把

握される。 
ü 団体自治（körperschaftliche Selbstverwaltung）と住民自治（bürgerliche Selbstverwaltung）

                                                             
6 同 484-85頁。 
7 佐々木惣一『日本行政法総論』、有斐閣、1924年、676頁。 
8 同 677-78頁。 
9 Hendler, ‘Das Prinzip Selbstverwaltung’, Josef Isensee und Paul Kirchhof eds., Handbuch des 
Staatsrechts der Bundesrepublik Deutschland, Bd. VI; Bundesstaat, 3 Aufl., C.F. Müller Verlag, 2008, pp. 
1103-40, p. 1107. 
10 Heinrich Rosin, Souveränität, Staat, Gemeinde, Selbstverwaltung: Kritische Begriffsstudien, 1883, pp. 
41-58; Das Recht der Öffentlichen Genossenschaft, 1886. 
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を区別し、前者を法学的意味における自治、後者を政治的意味における自治とする。 
 
3—4.	
 ラーバントの法人論と自主行政団体 
	
 特に一九世紀ドイツ公法における法実証主義運動の中で形成された自主行政概念は、後にも

見るように、日本における団体自治概念に最も大きな影響を与えた。 
	
 ドイツにおける自主行政概念をめぐる議論の中でも、パウル・ラーバントは、法実証主義的

方法論に基づいて、いわゆる「法学的な」自治行政団体論を構築するのに最も重要な役割を果

たしたとされる。ラーバントの自主行政団体論は、彼の国家論・連邦国家論と一体をなして、

組合／社団の区別を主たる内容とする法人論理によって貫かれている11。 
 
Ø 組合と社団 

団体の結合の方式は、二つに分けられる。一つは定款的、垂直的結合、公法法的な結合で

ある。もう一つは、組合的で、平等な主体の間で締結される契約による結合である。市民

的 Gesellschaftも社会的連帯は、権利主体や法関係とはなりえない。 
 

Ø 自主行政とは 
国家に従属してはいるが国家の活動範囲において自立した社団ないし個別人格に対して与

えられる高権的行政である。自主行政団体は公権の主体であり、個人と国家の間にあって、

国家がその任務を遂行するために用いられる。国家がその統治権を貫徹する代わりに、そ

れを他の法人格に委ねる。その法人格は、国家に従属するが、しかし国家に対して、概念

的に区別された存在を有している。自己行政の概念は、規範定立を中間団体に委譲するこ

とによる国家の自己収縮である。この中間団体は、君主制的にも社団的にも組織化されう

る。 
 
Ø 連邦構成国 

ü 連邦の構成国も、連邦の法律と監督に従って連邦の行政高権を行使している限りにお

いて、この自主行政団体である。 
ü ただし、連邦構成国は、ある領域においては法を定立する権力を有し、この権力を有

する限りにおいて autonomie（法的に厳密な意味においては、 autonomie と
Selbstverwaltungは区別される）を有し、国家といえる。 

 
Ø 連邦 

国家的公共団体、つまりライヒ／連邦を、連邦構成国の場合とは異なり、自主行政団体と

はみなさないのは、「自主行政団体」という語の意味に基づいている。自主行政とは、「管

理されること Verwaltet-werden」の反対語である。政治的団体が自主的に行政を行うという
ときには、概念的に、場合によっては逆に、より高次の権力によってその団体が管理され

る対象となることが前提とされている。というのも、最高の主権的権力においては、「管理

されること」は考えられず、自主行政について語られることもありえないからである。 
 

Ø 国家同盟 
社団と組合の区別を公法と私法の対立に置き換え、連邦は公法法的・定款的結合であるの

に対して、国家同盟は国際法的・契約的結合であるとし、国家同盟は法人格ではなく、し

たがって国家ともいえないとする。 
 

3-5.	
 ケルゼンの批判 
	
 ケルゼンは、上記の自主行政団体論に対して、抜本的な批判を加えた。ケルゼンの純粋法学

                                                             
11 Paul Laband, Das Staatsrecht des deutschen Reichs, 1 Bd., 5 Aufl., 1911; ラーバントの自主行政概
念について、Reinhard Hendler, Selbstverwaltung als Ordnugsprinzip, Carl Heymans Verlag KG, 1984, 
pp. 108-, ラーバントの連邦概念について、Olivier Beaud, Théorie de la Fédération, PUF, 2007, pp. 
76- などがある。   
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の観点から見れば、それまでの法実証主義運動は不徹底である。下記のような批判によって、

彼は、自主行政団体・国家・連邦・国家連合の概念的区別は絶対的なものではなく、むしろ国

家連合は地方分権の最も強い形態であると主張した。 
 
Ø 法秩序と法人格 

法人は、「他の部分法秩序とともにそれを包括する綜体法秩序からその通用力を与えられる

部分法秩序の統一表現に過ぎない12」。 
 
Ø 自治行政団体の法人格 

「自治行政団体を構成する部分秩序の通用の根拠は、国家の綜体領域に通用する中央秩序

であ13」り、「市町村の行政行為は、結局は、全部の統一体としての国家に帰属させられな

ければならず、国家に対しては、市町村は、国家の委任によってのみ存するので、国家の

機関でありまた部分であるに過ぎない14」。「もしも・・・国家は公けの行政を独占せず、

公の行政は、他の人格、自治行政団体によっても行われうるというならば、それは、執行

はかならずしも中央の、専主的に定立された規範によって行われる必要がなく、地方の、

民主的に定立された規範によっても行われうるという事実を非常に欺瞞的にいいかえたも

のにすぎない15」。 
 

Ø 組合と社団の区別の否定 
対等な関係における当事者同士の水平的結合（組合的・契約的結合、私法的・国際法的結

合）と、定款を上にいただく垂直的結合（社団的結合、公法的・国内法的結合）の二つの

概念的区別は、ラーバントの国家連合と連邦国家の区別を支えていた。しかし、この、い

わゆる組合／社団二分論は、契約が義務付けるのは上位の客観法によってであることから

すれば、理論的絶対的な区別とはいえないことになる16。 
 

Ø 国際法秩序の優位 
「二つの国家が違いに締結するあらゆる国際条約は———一般的———国際法の法規に基づいて

生じる。個別国家の憲法によって授権された人々の、同様に個別国家的秩序によって規定

された人々の行態に関して表現される意志の合致は、右の国際法によって特殊な法効果の

条件と定められるのである17」。「条約において、二つの違いに同格の共同体が対立すべき

であるならば、それらを同格にさせ、したがってそれらの上位に立ち、それらを包括し、

それらに委任する国際法秩序が前提される必要があり、国際法秩序の優位から出発されな

ければならない18」。 
 

Ø 国際共同体の機関としての条約締結 
「二国家を拘束する条約規範あるいは条約秩序を定立するのは、単純機関ではないにして

も、統一的機関であり、・・・それは国際法秩序、国際法共同体の機関であって、・・・条

約を締結する個別国家のそれぞれの機関ではない19」。「個別国家は・・・国際法共同体の

機関としてのみ、ともに条約を締結できる・・・20」。「条約の締結は、国際法秩序によっ

て設定された国際共同体の機関によって行われる規範定立行為とみなされなければならな

                                                             
12 同 120頁。 
13 同 306頁。 
14 同 306-07頁。 
15 同 307-08頁。 
16 Hans Kelsen, Der Wandel der Souveränitätsbegriffes, Studi Filosofico-Giuridici, Vol. II, dedicati al 
Prof. Giorgio Del Vecchio, Modena : Società Tipografica Modenese, 1931, pp. 1-11. 
17 ハンス・ケルゼン『一般国家学』清宮四郎訳、岩波書店、1971年、290頁。 
18 同 291頁。 
19 同上。 
20 同上。 
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い21」。 
 

3-6.	
 参加の要素、再び 
	
 上でみたように、ケルゼンは、自主行政団体概念の基礎となっている法人理論を、秩序・規

範の観点から一元的かつ一貫的に説明しなおしたため、全体としての国家に対立する部分とし

ての法人は全体としての国家秩序に吸収され（さらに国家でさえ国際秩序に吸収され）、ラーバ

ントの自主行政団体論において「国家に対して並び立つように見える法人」論が持つ、権力分

立論や立憲主義論が好んできた魅力は消えてしまった。 
	
 こうして、「法学的意味の自治」とされてきた法人論が、ケルゼンのいう「純粋な」法学理論

としては維持できないとすると、ドイツのこれまでの自主行政団体をめぐる議論を前提とする

限り、残りはロジンによって「政治的意味の自治」と分類された要素だけである。法実証主義

運動によって圧倒される前のドイツの議論は、5-1でみたように、自主行政における参加の要素
を強調するものが主流であったため、ロジンはこの「政治的意味の自治」として、参加の要素

を挙げていた。 
	
 民主主義的意義について好意的に見えるケルゼンの下記の記述は、上記のような文脈でなさ

れたことに注意が必要である。つまり、ケルゼンのここでの民主的要素の強調は、論理必然に

導かれるものではなく、当時のドイツの議論をロジンが整理した二つの要素のうち、団体自治

に関する 19世紀のドイツ学説の伝統を彼が相対化したことからきている。 
 
Ø 「自主行政団体殊に市町村が、中央行政と同視される国家に対して本質的に異なるもの、

国家とは異なる共同体と感じられた決定的の根拠はしかし、市町村と国家との対立には、

もともと民主政と専主政の対立が表されるということに存するように思われる。市町村は、

最古の民主政で、中央行政とすべての他の地方行政の領域とがまだ厳密に専主的に組織さ

れていた時代にすでに民主的であったし、また、それは、絶対主義の時代のはるかに以前

へ遡る歴史的伝統の継続においてそうであった22」。 
 
 

4.	
 戦後日本の学説における住民自治の強調 
4-1.	
 地方自治＝住民自治 
	
 このケルゼンのとった消去法的な住民自治強調の態度は、宮沢俊義の地方自治論に強く影響

を与えた。宮沢もまたケルゼンと同じように、消去法的に住民自治を強調し、この態度は、下

記のように、プープル主権論という全く異なる毛色の議論との奇妙な迎合を経て、戦後の通説

を形成する。宮沢は日本国憲法 92条の解釈としてなぜ団体自治の要素を消去するかを直接説明
してはいないが、終戦直前の宮沢は、地方団体の自然法的な固有権を否定し、イェリネク流の

公権理論に基づく固有事務の概念も否定していた23。彼がその際に依拠していたのは、実質的に

はケルゼンの議論であった。彼が、日本国憲法の解釈においても団体自治を除外するのは、自

然なことであったといえる。 
	
 こうして、戦後、日本国憲法 92条の「地方自治の本旨」をめぐって、法律上の自治と政治上
の自治の区別は、団体自治と住民自治としてそのまま受け継がれたが、その論調には大きな変

化が起こった。すなわち、「法律的意味の」自治だったはずの団体自治についてはほとんど論じ

られなくなり、逆に、もっぱら住民自治の要素が強調されるようになる。 
 
Ø 宮沢俊義「地方自治の本旨について」『公法の原理』有斐閣、1967 年（初出、自治研究 40

巻 10号、1964年）。 
ü 軍国主義との結びつき 

                                                             
21 同上。 
22 同 310頁。 
23 宮沢俊義「固有事務と委任事務の理論」『公法の原理』有斐閣、1967年、183-273頁（初出、
公法叢書、1943年）。 
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「明治政府によって推進された地方自治は、多くの人の指摘するように、モッセ等に

よって移入されたプロイセン的な性格をもっていたが、それ以来、そういう法制的基

礎の上に、とにもかくにも、日本の土着的伝統も加味された地方自治が、二〇世紀と

ともに成長してきたといえる。ただ、その全体の過程をつうじて、地方自治は、もっ

ぱら、国の政治の能率をあげるためのひとつの手段として考案され、是認されていた

のであり、民主政治の地方的表現とはされていなかった。だから、国の政治が軍国主

義に支配される時代になると、それに応じて、地方自治もそういう軍国主義的権力政

治の完全な手足になってしまったのである24」。 
 

ü 明治憲法下における国民参政の不十分性 
「地方自治の本質が住民参政にあるとすれば、国の政治体制において民主政治が確立

しておらず、したがって、国民参政が不十分であり、Government by The Peopleが行
われていない場合にあっては、地方自治で認められる住民参政こそが、その国の政治

体制におけるもっとも実効的な国民参政であり、そこにこそ民主政治があると考えら

れるから、地方自治の存在理由は、その点で、きわめて大きいといえる25」。「日本の

場合にあてはめていうと、明治憲法では、国民主権の原理は、まったく否定されてい

たし、したがって、帝国議会をつうじての国民参政の程度も、きわめて不十分であっ

た。議会を構成する両院のうちでは、衆議院だけが民選議会であり、貴族院はまった

く国民のコントロォルの及ばない存在であった。しかも、その帝国議会の政府に対し

てもつコントロォルすらきわめて弱いものであった上に、その政府自体の権力が、元

老や、軍部の強い圧力の前に頭の上がらないものであったことは、人の知るところで

ある。国民の参政は、国民の天皇の権力に対する『翼賛』であるとされていたが、そ

こでの『翼賛』とは、実は、『随順』ないしは『隷従』にほかならなかったのである。 
	
 こういう状況の下では、国民参政を少しでも実効的なものにするために地方自治の

果たすことのできた役割は、かなり大きなものであったはずである。中央の議会をつ

うじての国民参政の不備のなにがしかは、地方自治によって、補われることができた

からである26」。 
 

ü 過渡的手段としての住民自治 
「ところが、国の政治体制において民主政治が確立され、国民参政が全国的規模でじ

ゅうぶんに実現されている場合にあっては、Government by the Peopleを地方について
特別に強調する根拠がそれだけ小さくなってくると思われる27」。「・・・憲法が国民

主権の原理を全面的に承認し、『公務員を選定し、及びこれを罷免することは、国民

固有の権利である』という明文までできるようになると、事情はいくぶん変わってく

る。ここでは、国民参政は、地方自治によってのみ、実効的ならしめられているとは

いえなくなる。中央の政治体制自体が国民主権の原理に忠実に Government by The 
Peopleを実施するとすると、さきに明治憲法の下で特に地方自治に期待された役割は、
どうしても、そのままであることはできなくなる28」。 
 

ü 団体自治の「対外的側面」への収縮と相対化 
地方自治には二つの面があるとした上で、団体自治については、「いわば対外的な面

ともいうべきもので、中央集権に多かれ少なかれ抵抗して、地方の自主性・・・を強

調する面29」と説明する。その上で、団体自治については、「いくら地方の自主性を主

                                                             
24 宮沢俊義「地方自治の本旨について」『公法の原理』有斐閣、1967年、275-83頁（初出、自治
研究 40巻 10号、1964年）、277頁。 
25 同 280-81頁。 
26 同 281頁。 
27 同上。 
28 同 281-82頁。 
29 同 278頁。 
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張するといっても、その自主性にはおのずから限界があ30」る。 
 
Ø 宮沢俊義『日本国憲法	
 コンメンタール』、日本評論新社、1955年。 

ü 二つの意味 
地方自治には、通常二つの意味がある。「一は、国の領土内の一定の地域を基礎とす

る団体が、多かれ少なかれ国から独立な人格を有し、その公共事務をもっぱら自己の

意志にもとづいて行うこと」をいい、「他は、国の領土内の一定の地域における公共

事務が、主としてその地域の住民の意志にもとづいて行われること31」をいう。 
 

ü 団体自治の排除 
「ここに『地方自治』というのは、もっぱら後の意味である。それは、ある地域にお

ける公共事務は、その地域の住民の意志にもとづいてなされるべきものであるとする

原理をいう」。「『地方自治の本旨に基づいて』とは、地方自治の理想に添うように、

との意味である。言葉をかえていえば、その地方の公共事務が何よりもその地方の住

民の意志にもとづいて行われるように、との意味である32」。 
 

Ø 宮沢俊義著・芦部信喜補訂『全訂	
 日本国憲法（第二版）』、日本評論社、1978年。 
ü 住民自治の強調 

「ここに『地方自治』というのは、もっぱら後の意味である。それは、ある地域にお

ける公共事務は、その地域の住民の意志にもとづいてなされるべきものであるとする

原理をいう。しかし、その原理、すなわち、いわゆる住民自治を実現するためには、

その地域における公共事務が、国から独立な統治団体の事務とされることが適当であ

る。この意味において、いわゆる団体自治も地方自治の実現の手段として要請される
33」。 

 
4-2.	
 プープル主権と地方自治 
	
 上で述べたような、消去法によって消極的に選択された住民自治の強調に、プープル主権論

に立った議論が拍車をかけた。 
 
Ø いわゆるプープル主権論とナシオン主権論 

日本でなお現在でも受容されている一般的説明によれば、抽象的国民に主権が帰属すると

解するナシオン主権論は代表制と結びつき、具体的市民の総体に主権が帰属すると解する

プープル主権論は直接民主制と結びつくとされる34。 
 

Ø 直接民主制の実現手段としての地方自治 
杉原泰雄教授によれば、「全国民を対象とする中央政府の政治は、ことの性質上、国民代表

制を原則とせざるをえない35」ことをはじめ、民主制の観点から一定の限界を有している。

そして、日本国憲法の国民主権はプープル主権論的に、「個人の自由・個人意思の多様性よ

り出発する市民主権・分節主権として理解し直すことが必要である36」ところ、この「市

民主権・分節主権の構想は、自治体の自治性を当然とする37」。 

                                                             
30 同 279頁。 
31 宮沢俊義『日本国憲法』、日本評論新社、1955年、759頁。 
32 同上。 
33 同上。 
34 なお、このような一般的説明は、原産国フランスではもはやそのままでは受け入れられてい
ない。この点については、拙稿「ナシオン主権論とプープル主権論」国家学会雑誌 129巻 11・
12号（掲載予定）参照。 
35 杉原泰雄『憲法と国家論』有斐閣、2006年、307-12頁。 
36 杉原泰雄「地方自治権の本質・1」法律時報 48巻 2号 90-97頁。 
37 同上。 
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4-3.	
 現在の日本における団体自治と住民自治をめぐる地方自治論の特色 
Ø 団体自治と住民自治 

上で見たように、一九世紀ドイツ公法学から輸入された住民自治・団体自治の区別を、そ

のまま、憲法九二条の『地方自治の本旨』の意味内容として用いている38。 
 

Ø 住民自治の重視 
「・・・団体自治と住民自治とはわが国では共存の関係にあるが、しかし、両者は等価値

のものではない。すなわち、ドイツでは自治の理解において団体自治を重視する傾向が有

力であるが、わが国では、団体自治よりも住民自治が重視される傾向がみられる。すなわ

ち、地方自治はもっぱら住民自治の意味で理解され、団体自治は地方自治の実現の手段と

位置づけられ、あるいは、地方自治の本質は住民自治にあり、団体自治は住民自治を前提

としつつ、そのコロラリーとしての意味を持つといわれる。この住民自治の重視の背後に

あるのは、地方自治を民主主義の理念から捉えようとする思想である39」。 
 

Ø 民主主義との結合 
日本の住民自治の概念は、「民主主義の理念と結合するにいたっているのはもちろん、さら

に、直接民主主義との結合がみられる。これは、わが国の自治法が直接民主主義的な制度

を採用していることに対応している40」。 
 
Ø 法人格理論の衰退 

体系的な法人格理論の一部としての公法上の法人格理論（公共団体）として輸入された法

的意味における自治概念（団体自治）であったが、戦後は、地方自治論において住民自治

のみが強調されるようになったことに伴い、地方自治論は一般的な法人格理論とは切り離

されて論じられるようになる。このことは、宮沢俊義による国家法人学説の実質的な否定

と、その後の学説における法人論の衰退と無関係ではない。 
 

5.  まとめ 
	
 今みてきたように、現在の日本の学説の通説をなす、地方自治＝住民自治の論調は、必ずし

も理論的必然性を有しない。学説の成立経緯からすれば、政治的な自治概念の要素に住民自治

以外の要素が含まれない必然性はないし、法学的な自治概念が法人論でなければならない必然

性もない。しかし、地方自治論は政治的参加論と法人論の二者択一であるといった誤解が、現

在の通説を形作ってきたといえる。 
	
 法人論が放棄されたことにより、国家と別の主体を対立させることによる立憲主義や権力分

立の実現といった、法人論がもともと果たしていた役割が共に忘れられた。さらに、日本では、

上に述べた誤解は、住民自治への傾倒と同時に、制度設計における手がかりとなる議論の不活

発という状況の原因の一つとなっているように思われる。 

                                                             
38 芝池義一「団体自治と住民自治」法学教室 165号、1994年、15-16頁、15頁。 
39 同 16頁。 
40 同上。 
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第４回 

 

・ヘッセン州ノイ・イーゼンブルク市議会

議員に聞くドイツの地方議会の活動につ

いて 

 

・地域包括ケアと自治体の地域マネジメン

トについて 
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２１世紀地方自治制度についての調査研究会（平成２７年度） 

（第４回）議事要旨 

 

１ 日 時  平成２７年２月９日（金）１７：００～ 

 

２ 場 所  （一財）自治総合センター 大会議室 

 

３ 出席者  大江 裕幸   信州大学 経済学部 准教授  

木下 昌彦   神戸大学大学院 法学研究科 准教授  

西貝 小名都  首都大学東京大学院 社会科学研究科 准教授 

福岡 安都子  東京大学大学院 総合文化研究科 准教授  

渕  圭吾   神戸大学大学院 法学研究科 教授 

堀田 聰子   国際医療福祉大学大学院 医療福祉学研究科 教授

  

 

４ 議 題  ・ヘッセン州ノイ・イーゼンブルク市議会議員に聞くドイツの地方議会の活

動について 

       ・地域包括ケアと自治体の地域マネジメントについて 

 

５ 概 要  

  

ヘッセン州ノイ・イーゼンブルク市議会議員に聞くドイツの地方議会の活動について 

 

（福岡委員より資料に基づき説明） 

  

○ この選挙システムは即日開票できるのか。 

 

○  即日ではできない、数日をかけて公開で開票作業を行うと聞いている。大規模な都市

などでは一人の投票用紙だけで既にA0サイズに及び得ることから、投票者全体としてはト

ンレベルの量となるため、対応するロジスティクスを組むことだけでも大きな仕事になる

という報道である。 

 

○ この選挙システムは大変なコストがかかっているのは目に見えて明らかだが、そのこと

について、例えば住民などからこのシステムは無駄であるといった批判などはないのか。 

 

○ 確かに、開票・集計作業一つをとっても中々に大変であるわけで、ある地方都市の選挙

管理員会担当者のインタビューでは、「デモクラシーはコスパという点では良くない」と

いう趣旨の発言もなされている。同時に、今回インタビューした議員の方々はほとんど皆、

クムリーレン・パナシーレン制度を積極的に評価している。他方、投票者サイドとしては、
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制度趣旨を十分に活かすにはかなりの用意が必要なのも事実である。立候補者自身が投票

の仕方を解説するユーチューブ動画を作って、その中で「これが投票用紙の例です。大き

いけれどもびっくりしないでくださいね」と発言したりしているのは、有権者の間に面倒

くさい、仕組みが分からないといった声があることを背景とするのだろう。しかしまた、

同じくこうした声の存在を前提に、きちんと勉強して有効に権利を行使しないといけない

といった呼びかけを行う若者向けのインターネットサイトがあったりと、敬遠傾向と積極

利用方向の間でせめぎ合いがある模様である。 

 

○ ネットを使って投票しないのか。 

 

○ インターネット投票については、郵便投票と同様の憲法上の問題点ないし解決を要する

点を含むことが教科書等では指摘されている。マークシートも手段として有効なはずであ

るが、少なくともヘッセン州では採用されていないようである。 

 

○ 市長や知事の選挙と比べると、議会の選挙は盛り上がりに欠けるのが実感としてあるが、

ドイツの場合で、市長選挙と議員の選挙のタイミングや、盛り上がりの比較はどのような

ものか。 

 

○ ヘッセン州では3月にクライス議会選挙及びゲマインデ議会選挙が予定されているので、

実際に見てみたいところである。 

 

○ 議員が各種団体に重きを置き始めると、本業が減っていくことになり、一方で収入補填

制度があるので、専業に近いような状況、政治活動中心の議員となるのではないか。 

 

○ それは人によるのではないかと思われる。大前提として、ドイツ人の労働形態は基本的

にきっかりと9時から5時までのため、仕事以外の時間は通常の日本人よりもかなりある。

また、議員に限らず、フェアアインでの人脈作りが職業生活と両輪の関係に立つような社

会構造があるという印象を受ける。その上で、こうした職業生活及びフェアアイン活動と

議員活動とをどのように関係付けるかは、今回インタビューした議員の方々の中でも違い

があるように見受けられた。 

 

○ 官吏であっても代表機関の名誉職として、議会の議員としての活動もできるということ

だと思うが、同僚の仕事が気に入らないので議員として反対するというような二律背反も

起こるのではないか。 

 

○ そこは具体例としては分からない。ただしヘッセン州官吏法には中立義務が定められて

はいる。 

 

○ とても小さい規模の市町村で、地域の課題について政党によって主義主張が変わること
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があまりないようであれば、人間本位のこのような投票の仕方はすごくなじむのではない

か。 

 

○ その点がまさに、連邦議会レベルや州議会のレベルではなく、コムーネ議会のレベルで

こそこうしたクムリーレン・パナシーレン制度がなじむゆえんである、あるいは制度趣旨

に合っている、として理解されているようだ。 

 

○ 日本では町内会などの地縁団体があるが、地域住民からの要望をどのように吸い上げて

いくのか。 

 

○ 今回インタビューをした範囲では、市議会内に設けられている各種委員会の中でも、青

少年・高齢者・家族政策分野では意見の一致が比較的得られやすいのに対し、環境問題や

交通政策に関しては政党間の対立が強くなる傾向にあると聞いている。フランクフルト国

際空港に隣接するノイ＝イーゼンブルク市も、騒音問題等の点で、恐らく後者の例に漏れ

ないのであろう。 

 

○ この高コストの民主主義とも言われる投票システムは、日本の低投票率の問題について、

何らか解決策の１つの例として参考になるような成果はあるか。 

 

○ 直接的な成果ないし解決策というより、クムリーレン・パナシーレン制度はむしろ、選

挙制度として有権者の側にどれほどの水準の事前準備を要求することができるかという

ことについて、興味深い実験例を提供しているように思う。ある統計資料によれば、ヘッ

セン州コムーネ議会選挙の投票率は元々1980年代終わりから大きく下落傾向にあったも

のの（1989年78.0%→1997年66.0%）、クムリーレン・パナシーレン制度が導入された2001

年選挙以降は、下落傾向がさらに進んで50%前後の値で推移している。 

 

 

地域包括ケアと自治体の地域マネジメントについて 

 

（堀田委員より資料に基づき説明） 

 

○ 連携中枢拠点都市を中心とした自治体連携や、都道府県の補完を進めようとする動きが

あるが、地域包括ケアはそのような方法は向いていないのか。市町村間で連携する動きは、

今のところ見られないのか。 

 

○ 地域包括ケアは一人ひとりの生活の質を持続可能な形で高めていくこと、なんらかの病

気や障害とつきあいながらも自立と尊厳ある暮らしができるまちづくりを目指すもので、

基礎自治体が日常生活圏域ごとに現状・将来推計、ニーズや資源の把握を行い、地域にお

ける基本方針を定めて共有し、施策立案・実行することが求められている。実際の対応に
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あたって、特に住まい、医療については都道府県との連携が必要で、市町村間での協力も

ある。 

 

○ 特に小規模な市町村になればなるほど、地域ケア会議をどう持つか、地域の資源をどう

やって連携させるかというように仕切ることがなかなかできない。仕切ることについて市

町村で連携する例が、徐々に出てきおり、在宅医療連携を圏域全体でするということは聞

いたことがある。 

 

○ 医療・介護サービス提供体制の改革については、基金が設けられ、都道府県が作成した

計画に基づいて病床機能分化・連携、在宅医療・介護サービス充実、従事者確保・養成の

ための事業に取り組んでいる。在宅医療・介護連携推進事業については平成30年度までに

全市町村で行うこととされていて、医師会等の関係機関と協力して取組みが始まっている。 

 

○ 顔の見える範囲での情報や、介護保険、医療保険などを匿名化したデータを国家単位で

収集、分析をして、あるべき地域包括ケアシステムの形をつくり、地方に示す方が効率的

ではないのか。それでも自治体がやるものと考えられているのは、今まで介護保険、医療

保険などを自治体が扱ってきたものだからなのか。それとも、データ分析を段階になった

ら、国の役割が出てくるからなのか。 

 

○ 繰り返しになるが、地域包括ケアシステムは、それぞれの地域の実情に即して地域にお

ける最適を地域が自ら選んで「ご当地システム」をつくることが重要で、正解はない。国

レベルでは、都道府県や市区町村の関係者が一元化された情報に基づいて、地域間で比較

しながら現状分析・課題抽出、施策が検討できるよう、医療・介護等の情報の見える化と

好事例の収集・紹介等を行っている。こうした切り口とはまた別の話になるが、今後はど

ういった疾患群あるいは生活課題を抱えた人たちに対してどういう介入をするとどうい

う成果が得られたかが、特に在宅におけるエビデンスに基づく効果的で効率的なケアの標

準化ができるデータの整備も求められている。 

 

○ 地域ケア会議は、個別の高齢者を議題にして、その人のケアプランや実際のケアをどう

すべきかなどをサービス事業者たちが議論をするというようなものか。 

 

○ 一人一人の利用者のケアのあり方は、基本的にはサービス担当者会議やカンファレンス

等で日常的に行われており、地域ケア会議は必ずしも地域のすべての利用者について検討

するわけではなく、個別の事例について、さまざまな職種、関係者で議論することをつう

じて、自立支援型多職種ケアマネジメントを推進、自立を阻害している要因の追求、地域

全体としての課題抽出や解決策の検討等につなげることを目的としている。多職種のＯＪ

Ｔ、関係者をつうじた規範的統合の場としても極めて重要である。 

   

○ 都道府県の役割が大きくなってくるということだが、都道府県がどういう能力を持って
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いて、市町村に足りないどういうものを補完するのかということをはっきりさせなければ

ならないのではないか。医療圏域が市町村を超えたり、医師会との調整が困難な場合など

に都道府県が絡んでくるのか。 

 

○ まず大きな意味では都道府県には地域における医療・介護の総合的な確保に向けて、医

療・介護の計画の整合性をはかりながら目標と必要な事業を基金事業計画としてまとめ、

推進する役割がある。 

  

○ 都道府県による各市町村における地域包括ケアシステム構築の支援のアプローチは地

域によっていろいろとあると思うが、例えば今日ご紹介した大分県では、ひとつ全市町村

における地域ケア会議の設置・運営の推進という戦略をとっており、そのなかには市町村

では必ずしも確保できていないリハ職等の専門職派遣の仕組みも含まれる。 

 

○ 市町村の範囲を超えてしまっている問題だから、それは広域的自治体である都道府県が

やるべきものであるいう方向には、進まないであろうという認識でよいか。 

 

○ 地域包括ケアはすべての人に居場所と出番があるまちづくり、暮らしの場を整えるとい

うことなので、ゆるやかな目標共同体の単位が都道府県になることは考えられない。ただ

し、目標に向けた対応のなかには、リソースの性格によって市町村連携が効率的なものも

あり、都道府県は各市区町村におけるシステム構築の後方支援が期待されているという認

識である。 

  

○ 地域包括ケアの保健医療計画を所与のものとせず、地域包括ケアをやっている中で、調

整していかなければうまく回っていかないのではないか。 

 

○ 地域包括ケアの構成要素を考えると、いままでの縦割りでは全体としてなかなかうまく

まわっていかない側面が大きい。推進するなかで、いかにタテヨコに串をさして調整して

いくかがまさに問われていると思う。 

  

○ 地域包括ケアシステムでは、住民の参画が重要だと思うが、具体的にどのような形で、

参画していくということを基本的には想定されているのか。 

 

○ 地域包括ケアシステムは一人ひとりの市民、家族、地域のＱＯＬを維持向上させること

が目的で、まさに住民の参画により住民が主体となってつくっていくものである。いま、

予防給付のうち訪問介護・通所介護については、市町村が地域の実情にあわせて取り組め

る地域支援事業へ移行することになっており、多様な主体による生活支援・介護予防サー

ビスの提供の枠組みができている。これに向けて生活支援コーディネーターの配置や協議

体の設置等が進められており、活発な地域では、町内会等のレベルで、自分たちがどう生

きていきたいのか、それを実現するうえで、あったらいいこと、もったいないこと、でき
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ることなどをワークショップ形式で出しあって結びつけて住民主体の支援等を作り出し

たりしている。 

  

○ 参加するのは、高齢者が多いのか。 

 

○ 地域包括ケアは全世代全対象対応型を目指しているが、まだまだ高齢者のためと思われ

ており、先ほどの生活支援等についてのワークショップに参加するのは高齢者の人たちが

多いが、領域・世代を超えた共生型の拠点づくり、これまでにない組み合わせによる新た

な価値の創出等のイノベーションも多く見られる。 
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地域包括ケア推進に向けた地域マネジメントの流れ（概念図）
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協議体の設置等を通じた住⺠ニーズとサービス資源のマッチング、情報集約等）
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○⾼齢者の在宅⽣活を⽀えるため、ボランティア、ＮＰＯ、⺠間企業、社会福祉法⼈、協同組合等の多様
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�地域の⾃⽴的な協議に基づき推進する事業であるが、そうした多様な主体との話

し合いで仕組みをつくる習慣がない。会議は落としどころがある会議に慣れすぎ

ている。「あて職」による会議は多いが、「この⼈」というメンバーで会議を⾏

����� !�����

�事業の実施要綱にしたがって事業を推進する能⼒に優れた（というか慣れている

"�������	
�#	
��
�����������$#%&'�()

を住⺠や団体と協働で⾏なう���$������ !�����

�先進事例をコピー*+, �-./��+��0123�
��456
�%7
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い。保健師は昔のように地域へ︕

�介護保険的業務と地域福祉業務が合体した制度。内容的には「地域づくり」だか

ら福祉系の仕事、包括⽀援センターの仕事に⾒えるが、実際は、事業費の管理や

>-?@A�BC�9
D5�EFGH3I�
J��'��KL/�����

︖介護保険課、地域包括⽀援センター、⾼齢者⽀援課間での押し付け合いを直ち
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④事業の進め⽅に関する指導・助⾔（総合事業、医療・介護連携事業など）

�
��
����︓各市町を⽉１回ペースで）

�J8KL�MKNOPQ��JRST��BUVKT�T� W�

XYZ[\]^�567�_3 MFG
�`a !Qbcd6efg�3�3h

○計画策定の⼿順が⼗分には理解できていないMFG�i6jk6l�mn�3\o�Q

X>?�@Abkp*qrs tM参加者の意⾒をまとめていく⽅法に慣れていないQ

○⾏政職と専門職間、部署間に「壁」があるMOP�ufv3�3�3hw8�xyz{�|IhQ

○複数ある事業を網羅的に対応しようとする（例︓在宅医療・介護連携の}~�Q

○事業を縦割りでとらえているため、各事業間の関連性がみえていない（メリットが理解できていない）

（例︓地域ケア個別会議と認知症⽀援策）。

X~�N3�44�f�����1�6�6����n��N[\M事業の継続に無理が⽣じるQh

⾒えてきた課題

X�$�3�N������3\�N��c��6j$��f�����H�����[\h

X�6����\��f���h$�3�N�� ����6��_3 1¡[\��b��h

○会議運営を「真似る」ための仕掛けが必要（例︓ファシリテーターの活⽤）

X�¢�£¤��¥�¦����§f�����\>?��¥�¨IN>?@A1¡[\�
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（思考⼒（課題認識⼒、解決策を検討する⼒）の強化）

X567891°[\��¬±�"Y²³�6�s´

Mµ¶·'f��¸:;�¹º·»¼F½:¾¿À�6��s´ÁQ

X�����b�$�3�N�����3\�N��Â3��f�����H�ÃÄ�ÅÆ[\���

�� !N�
���¬±�"Y

（多職種・多主体会議のハンドリング能⼒の���

○会議のファシリテーション能⼒の強化

�������

X���職員の地域マネジメント⼒の強化と、その継続性が担保できる仕組みを構築すること。

（⼈事異動で⼈が変わったとしても、地域マネジメント⼒が継続できる姿を目指す）

���������

○⺠間のファシリテーターの活⽤M>?Ç�È*�É���HÅÆ�Ê bËÌQ

・職員⾃⾝のファシリテーション能⼒を⾼める⽅法としては、

①職員対象の⼒量を⾼めるための研修を⾏う（中央、都道府県、市町村単位）

②⺠間のファシリテーターを活⽤し、その⽅法論を、会議や研修会に⼀緒に参加しながら学んでいく

b��Í�\b��� b����ÎÏ�ÐÑ�Ò�3$�Ó~�Ôn �Õ5�1Ö�\h
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×Ø����Ù�ÚÛÜÝ�ËÞß[\NNÖ1�K�à:;�Ù�ÚÛ��Ø������áN1

â��ãä[\h

・市町村との定期的な会議の開催（県が来れば、市町村の課⻑が参加、結果、部下も参加）

・データ分析に関しては都道府県⾃⾝が⾏うことのハードルがある。都道府県⽴⼤学などを巻き込み、
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在宅⽀援診療所


在宅医療の推進

�	
�

栄養⼠・⻭科衛⽣⼠の訪問相談指導等の充実

リハ職の活⽤や住⺠主体の取組を促進
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��な⽣活⽀援サービス等の⽴ち上げ⽀援
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回復期病院
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�⾃⽴⽀援型ケアマネジメントの推進
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在宅医療連携拠点
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医療
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できる限り在宅⽣活を継続

�����������������
� �医療と介護の連携促進 �
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� 地域包括ケアシステムの構築と介護保険制度の持続可能性の確保

１．⾼齢化率 ２．要介護認定率

������� ����保険料
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���国⺠⽣活基礎調査｜全国｜

���介護保険事業状況報告｜年報｜
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���年度介護予防ケアマネジメント実施状況調査｜⼤分県｜
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����������� ◆⾃⽴を阻害する要因の追求 ◆医療との連携

���������� �!"# ◆地域課題発⾒・解決策の検討 �$%&!'()

���

ケアプランの実⾏・評価・⾒直し

���の���の��

�������	

�������	
�
123

456�7

例

� ���・要介護者を元気に︕

������������


��
��� �

���	*�
医療・リハ・栄養・⼝腔・

'()*+,	-./0

介護保険の基本理念＝⾃⽴⽀援

� ������ ���� �

��������� ��
!"� #$


!�%&"�'(��)*+,-./*

⾏われる001*�医療との連携に充分配

2して⾏われなければならない3

� �!� ｜国⺠の努⼒及び"#�

国⺠��45 ��
!06-708��

,-9:�;<*=>?@A-BC�D(

84EF?G*HI��JKL*M:-0

01*� ��
!06>9NO*PQ?

1�LRSTUVTWXYZ[\�]�^

切な保健医療サービス及び福祉サービスを

利⽤することにより、その有する能⼒の維

J_`*M:-1�0,-3

33

平成２４年度の取組

�+,�-.12345617861 239:61における地域ケア会議の⽴ち上げ・定着⽀援

� 89�:;�<= > ?@A<= BCDEFGH&&I

����������������� !

� JKLM�<= > FGN@%I

�"#�$� %"#に際して関係協会に協⼒を依頼

理学療法⼠｜６１名｜作業療法⼠�&'(｜管理栄養⼠�))(｜⻭科衛⽣⼠�**)(�

� OPQRSTU���VW > ?�AVW

内容｜各モデル市の地域ケア会議等の実施状況、意⾒交換、課題共有

� 123X�JYZ > OPQ�1[\�123

����������+,-./01-234�+,567

� 市町村⻑訪問 > OPQ�1[\�123

����������89/��/:;<7=>?@AB

� ������M]^_`BC��VW > ?aA DEFG@N&I

CD�EFGH����IJKLMNOP

� 89�bc > de123fg��hi��jYklM ?mnI	.1fgo

%視察後、視察を⾏った市町村を中⼼に「地域包括ケア市町村連絡会議」の⽴ち上げ�FGHQR�ST���

� RSpqrsjtul�VW > DE�?�%&I

対象｜県内の介護保険事業所開設者・管理者

� 地域包括ケア広報キャラバン｜県⺠向けセミナー｜の実施 > ?NA	DE? N%&I

*+,-./01.234563789:;<�=>?@A��BCDEFG HI3J�KL

$%&'()*+,� ��-年度�

� KLMN OOPM

� QRSN &TUS

UVWFX�YZ��[\��������

]^_	`F

34abcdMefP�[\g

��h�

34abcdMefP�[\i

�jklm�������

�/012!3456

��IJ��nopqrsN�[\

��abcde#$f[gXhij(	
 kl�mn aop��qr�st�
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平成２５年度の取組

�全市町村における地域ケア会議の⽴ち上げ・定着⽀援

� 89�:;�<= > ?HA<=	BCDEFG vw��vI

����������������� !

� JKLM�<=xyz > <=FG H@�I	v�12 %�tuvtwPxyNKLMNOP=34z{

◇派遣内訳｜理学療法⼠ １６４名｜作業療法⼠ *&|(� 管理栄養⼠ ２９５名｜⻭科衛⽣⼠ '}*(

%円滑な派遣調整を⾏うため「派遣調整会議」を開催｜参加者︓県リハセンター、関係協会⻑、市町村、県

~YZ���������=��������������+���&�k� ����&|*(

� {���|�<= > ?N.A}FG%vI<=	BCDEFG Nwv&�I

n�KL�����UVWF ５名｜理学療法⼠ ４名｜作業療法⼠ ６名｜管理栄養⼠ ３名｜⻭科衛⽣⼠ |(�

� ����会議及び⾃⽴⽀援型ケアマネジメントに^_`BC��VW

~EFGH����IJKLMNOPCD���&� ����&*�( %����a���=k�

~01�Pv�34aCD���*&� ����)��( %������
01YZMNOP=34z{

� 123}��hi��jYklTU���VW > ?NAVW	DEFGNH@I

内容｜各市町村における地域ケア会議等の実施状況、意⾒交換、課題共有

� 89�bc >de123}��hi��jYkl}JKLM ?N.I	�1}�~�fgo

� ��hi���9���VW > DEN&&I

CD�各市町村⻑、⾏政、医療、介護、福祉��団体及び⼀般県⺠

内容｜特別講演｜厚労省⽼健局⻑ � ���

������o�� ¡F ¢£ Z�/V¤�Pv�MNOP¥ ¦£ §¨�

｜⽼健局⻑と市町村⻑の意⾒交換

� ��hi��{�キャラバン｜県⺠向けセミナー｜の�� > ?aA	DEFGvwv@&I

����/FGH/��tun�KLMNOP���AB ��２４〜２５年度 � !"#$%&'	()*+,,-.

�78機関の連携促進と県⺠への普及啓発の推進

VWXYZ[�\]

^_`abcde�\]

6378fVW�\]

./ ⻭科 01 21 3�

�4567�8+9�

:;<= ,gh/.ijk<lm9:;<n,

⽼健局⻑と市町村⻑の

意⾒交換の様⼦

��ubcde#$f[gXhij(	
 kl�mn �vouvwqr

^_`VWompq�rh
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 !２６年度�"#

����	*�!9:;<=

� �lP��lkl}�����l��Q�rsBC���

CD� FGH���IJKLMNOP

理学療法⼠、作業療法⼠、管理栄養⼠、⻭科衛⽣⼠、⾔語聴覚⼠等の専門職

�©�)�

�����*ª«¬'(

/012�340���56 xyz�{|z��}~�����yz

���a〜��u����~� ���������� ��������~� ７９４名｜⻭科▷１３回２０５名｜���}�� }~���

����� ������ }��������� �}}������� ����｜⻭科� ��}���������� ��}��

� {���|<=RS��� >FGN.I<=	BCDEFG vwv&.I

◇コーディネーター等に対して助⾔・指導を⾏う7�89:;<�89=�>��­®

◇アドバイザー等に対して助⾔・指導を⾏う7�89:;?@ABC��­®

職種｜⾏政 Os,23tu １名｜理学療法⼠ Ts,vw療法⼠ xs｜管理yz{ |s｜⻭科}~{ Us,

� ⾃⽴���������Yq�����9

~FGH���IJKLMNOP/��¯°±qP/01�Pv�34a²CD=³´YZ�µ+

���>?!@A��B78C7!DEF�GH<=

� �������]���123�� > ��hi������� ��RS�¡¢	�&w&&&£¤

CD�������²¶·¸=�¹�ºFGH

補助内容｜地域包括ケアに資する新たな⽣活⽀援サービスの⽴ち上げや拠点の整備

� ⼤分県地域包括ケア推進会議｜県レベルの推進会議｜の⽴ち上げ

���»FGH����¼�½¾¿FGHÀQXÁCÂXÃÄ?���¼�ÅÆKL 7

ÇÈ���/FGH/��ÉÊ

� ¥NA��hi���9���VW

CD�Ë⻑、⾏政、医療、介護、福祉関係団体及び⼀般県⺠

���|)«(

���Ì����ÍÎ�Ï�Ð(ÑÒÓ `Ô Õ �

����o��⾅杵市医師会⽴地域包括⽀援センターコスモス 管理者 Ö× �Ø �

｜⾅杵市医師会⽴コスモス病院 tuvtwPxyNÙ 室⻑ ÚH Û �

���������	
�

�
��

���������������
�

��� �!

"#$%&'()*+,)-.

��/00!

"#1�2�$%&34
�

��56�70/8!

��-23tu����Z[j�<��

���bcde��Y�W����L	
 kl�mn ��opavqr�st�
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� ./0年４⽉の法定化を前に地域ケア会議が全市町村において設置・運営

NOPQRS〜実施率TUUV

� 地域ケア会議により地域課題が明確になり、新総合事業の早期移⾏につながった。

NWPX年度に移⾏する市町村数＝TTYTZ市町村（移⾏率QTRTV"

� '(1�23456�78�9,:;<%=>?@AB

N[\]^_`a�CD,EFG�HIJKLbOPc?PS年度）延べTdTZef"

� 要⽀援者の改善率向上や要介護認定率・給付費・保険料の上昇抑制につながった。

� 第５期から第６期の保険料の上昇額・伸び率は全国で最も抑えることができた。

$%&'�"#�!(

� �

�改善率（�������� � ��	��
��������Ü�

�認定率（������������ ������;<=>���?=@�� �
����;A=>���?=<��

�給付費の伸び率（������	� ;;=B� <=;�

�保険料（	����� ��
����@C@;B��������������� 	��	���@C@AA��������������

M地域包括ケアシステムの構築と介護保険制度の持続可能性の確保につながったB
37
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